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研究開発センターシンポジウム２０２２ 

 

テ ー マ  その人らしく活躍できる「働き方」の実現を目指して 

公開期間  ２０２３年２月１４日（火）～２０２３年７月３１日（月） 

公開方法  WEB シンポジウム（オンデマンド配信 事前登録制） 

参 加 費  無料 

 

開催趣旨 

 

働く人々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現するため、長時間労働の是正、

多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等を定めた「働き方改革関連法」が

２０１９年に施行され、多様な働き方の実現が求められている。 

 また、８５歳以上高齢者の急増と生産年齢人口の減少の同時進行により「働き手不足」が今後深刻化する

なか、その解消のためにも、多様な立場の人が、その人らしく働き・活躍できる働きの場づくりやその実現

に向けての支援のあり方も重要である。  

今回のシンポジウムは 3 部構成とし、第１部の基調講演では、障害者就労の現状と今後の課題について、

第２部の特別講演では、厚生労働省から障害者と女性を中心とした働き方に係る国の施策動向について解説

いただいた。第３部のシンポジウムでは、障害者就労に焦点を当てた上で、その人らしく活躍できる職場・

地域づくりについて総合的に討論した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基調講演 特別講演 

パネルディスカッション 
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プログラム 

 

  ■開会のあいさつ    田中 滋（公立大学法人埼玉県立大学 理事長） 

 

  ■第１部 基調講演 

   「障害者就労の現状と今後の課題」  

              埼玉県立大学 社会福祉子ども学科 教授  朝日 雅也 

 

  ■第２部 特別講演 

      「働き方に係る国の施策動向 ～障害者と女性を中心に～」 

              源河 真規子氏（厚生労働省 大臣官房 参事官） 

 

■第３部 シンポジウム 「障害者がその人らしく活躍できる職場・地域づくりを目指して」 

講演１「障害者就労の現状・課題とジョブコーチ・ネットワークの取組について」 

           若尾 勝己氏（特定非営利活動法人ジョブコーチ・ネットワーク 副理事長 

特定非営利活動法人東松山障害者就労支援センター 代表） 

 

講演２「障害のある人・ない人が共に働く場・地域づくりを目指した当法人の試み」 

山下 浩志氏（特定非営利活動法人障害者の職場参加をすすめる会 事務局長） 

 

講演３「誰もが安心して働くことができるまちづくりを目指したワーカーズコープの取組」 

                    須賀 貴子氏（日本労働者協同組合連合会センター事業団埼玉事業本部  

埼玉西南エリア エリアマネージャー ） 

 

講演４「障害者就労に向けた作業療法士の関わり」 

臼倉 京子（埼玉県立大学 作業療法学科 教授） 

 

講演５「農福一体のソーシャルファーム」 

新井 利昌氏（埼玉福興株式会社 代表） 

 

講演６「障害者の就労支援への取組について」 

新舩 孝子氏（埼玉県産業労働部雇用労働課  

障害者雇用総合サポートセンター 副課長） 

 

  ■パネルディスカッション 

川越 雅弘（座長）  若尾 勝己氏     山下 浩志氏   須賀 貴子氏  

臼倉 京子          新井 利昌氏     新舩 孝子氏 

 

  ■閉会のあいさつ    星 文彦（埼玉県立大学 学長） 
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開会のあいさつ 
 

 

公立大学法人埼玉県立大学 理事長 
 

田中 滋 

 

 

埼玉県立大学理事長の田中滋でございます。 

埼玉県立大学研究開発センターシンポジウム2022

の開催にあたり、一言ご挨拶を申し上げます。 

本シンポジウムを主催する埼玉県立大学研究開発

センターは、保健医療福祉分野における諸課題に対

して、地域に根差した研究開発を促進する研究拠点

として機能するとともに、広く地域社会に貢献する

ことを目指して、2016年4月に設置されました。 

以来、現在に至るまで、地域包括ケアシステムの

構築・進展を始めとする、地域の課題や時代の先端

を見据えた研究に取り組んでまいりました。 

研究開発センターの取組の一環として、毎年度、

将来を見据えたテーマを選び、代表的な論者をお招

きしたシンポジウムを実施し、成果をあげてきまし

た。今年度は、「その人らしく活躍できる『働き方』

の実現を目指して」をテーマとして選択いたしまし

た。 

現在、長時間労働の是正のみならず、「育児や介

護との両立に向けた働き方のニーズの多様化」が求

められています。 

子育てや介護に加え、本人の健康状態や家計の経

済状況など、それぞれの人には個別の事情が存在し

ます。そうした人たちが、それぞれの事情を抱えな

がらも働き続けることができる仕組みづくりが不可

欠です。 

多様で柔軟な働き方が当たり前となる社会とする

には、全体戦略だけではなく、個々の課題ごとに適

切な分析と見通しに基づく取り組みが欠かせません。 

また、85歳以上超高齢者の増加と生産年齢人口の

減少による「働き手不足」が懸念さる中、DXや技術

革新に基づく生産性向上はもちろん、多様な立場の

人が活躍できる社会の実現や支援のあり方も重要と

なります。 

今回のシンポジウムでは、多様な課題の中から、

特に「障害者就労」に焦点を当て、それぞれの立場

の方がそれぞれの能力を発揮して活躍するための取

組や方策を紹介してまいります。 

第1部では本学の社会福祉子ども学科、朝日教授が

障害者就労の現状と今後の課題をめぐる基調講演を

行います。続く第2部では、厚生労働省 大臣官房参

事官の源河様に、障害者と女性を中心とした働き方

に係る国の施策動向について、特別講演をお願いい

たしました。 

第3部シンポジウムでは、障害のある方の活躍に向

けた取組を進めていらっしゃる、6名の関係者の皆様

からの事例紹介をいただくとともに、パネルディス

カッションを通じて障害のある方が自分の力を発揮

して活躍できる職場・地域づくりについて考えてま

いります。 

ご覧いただいている皆様にとって、本日の講演や

パネルディスカッションがこれからの業務や研究、

あるいは学習の参考となれば幸いです。 

この課題に対する政策の進化、およびそれを受け

た雇用主の理解促進、さらに社会的支援の進展、そ

して働く人本人の活躍を期待いたします。 
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第１部：基調講演 
 

「障害者就労の現状と今後の課題」 
 

埼玉県立大学 社会福祉子ども学科 教授 
 

朝日 雅也 

 

ただいまから、障害者就労の現状と課題について

お話をさせていただきます。埼玉県立大学保健医療

福祉学部の朝日雅也でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。 

最初に、簡単に自己紹介をしておきたいと思いま

す。動画ではありますけども、皆さん、このように、

私の動きを見ていただきながら、しかし、「このス

ライドで顔写真を改めて紹介するような講師に限っ

てたいしたことはない」というのが最初のご案内で

ございます。しかも、よくご覧いただければと思い

ますが、この写真、もう20年前に撮ったもので、賞

味期限切れでもあるし、偽装写真とも言えるわけで

すが、学生が撮ってくれたので気に入って自己紹介

のスライドに使わせていただいております。 

その上で、全く意味がないわけではありません。

矢印の先です、埼玉県立大学、越谷市にございます

が、その北棟の4階、433室が私の研究室でございま

す。埼玉県立大学にお越しいただいた場合には、ぜ

ひ私の研究室をお訪ねいただきたいと思います。ご

覧いただけますように、おいしいコーヒーを入れて、

皆さまのお越しを歓迎したいと思っております。同

じご案内をあるセミナーでしたところ、次の週に本

当に来ちゃった方がいらっしゃったのですが‥冗談

です。ぜひお出かけいただきたいと思います。 

このスライドを使いまして、今日のテーマに絡め

て、少し私のプロフィールを簡単にご紹介しておき

たいと思います。 

1999年に埼玉県立大学は開学をいたしました。当

初から教員として勤務をしております。分野は障害

者福祉や就労支援になるのですが、根っからの大学

人ではなくて、もともと障害者職業カウンセラーと

いう仕事を現場でしていました。すなわち、労働の

分野で障害がある人のQOLを高めていくための実践

的な仕事です。縁がありまして、障害者福祉に代表

される保健、医療、福祉の分野での教育研究に携わ

るようになり、それが今日ここで皆さんに基調講演

をさせていただくきっかけということになろうかと

思います。 

ご覧いただいたものの中では、埼玉県の関係する

審議会とか会議の名称が上がっておりますけども、

まさに今日のテーマに関連する障害者就労について、

いろいろな方々と連携して、その改善に努めている、

朝日でございます。学会では、日本職業リハビリテー

ション学会というところで会長を務めさせていただ

いています。長くなりましたが、今日のテーマに関

わりがありますので、少しご紹介をさせていただき

ました。本当は、ここから始めないと次の言葉が出

ない、いわば私のルーティンでございます。お付き

合いいただいてありがとうございます。 

今日お伝えしたいことは3つ。先ず障害がある人の

働く現状についてお伝えしたいと思います。2つ目は、

障害がある人が働く上での課題について。正直、多

くの課題がありますけども、ポイントを絞って皆さ

んと共有したいと思います。そして、この就労と現

状の課題を深めていくためにとても重要な意味を持

つのが、支えていく、支援をしていく上での基本的

な視点と方法ということになります。この3つ、うま

く時間どおりにいくといいのですが、この枠組みの

中でお話をさせていただければと思います。 

さて、障害がある人の働く現状について。障害と

いっても、皆さん、どういうような障害をイメージ

されるでしょうか。例えば、身体障害、知的障害、

それから精神障害。その中に、日本の法律では、発

達障害を含むとされていますけども、3つの主要な障

害というのが中心になります。 

厚生労働省が5年に1度調査をしていますけども、

直近の調査、平成28年の調査から見ますと、日中、

65歳未満の障害の方でありますので、障害のある子

どもも含まれていますが、どんな日中の過ごし方を

していますかと尋ねますと、家で過ごされているの

が36%ぐらい。もちろん、福祉サービスを利用して、

生活介護とかさまざまなサービスを利用されている

方が多いのですが、就労系と言われている福祉サー

ビスを利用されている方が12%ぐらい。そして、雇用

関係を結んで働いている方は26.7%にすぎないとい

うことです。 

もちろん学校に通っている方、家で家事をやって

いる方もいらっしゃいますので、全体的には決め付

けられませんが、いわゆる正規の職員、社員か非正

規というと、圧倒的に非正規が多い。こういう中で

障害のある方が働いている。これをまず全体像とし

て押さえておきたいと思います。 
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これは、厚生労働省が刻々とデータを更新して、

就労支援施策の対象となる障害者数、地域の流れで

す。全体像をつかむ上でとても便利な資料なので、

提示をさせていただきました。上のほうに内訳と書

いてあるところで、日本では障害者総数が964万人ぐ

らい。18歳から64歳、仕事をしていく上でそれに該

当する年齢層ですよね。この方たちが377万人。大体

7%少しが、何らかの障害を持つのが日本の国民全体

の状況であります。377万人で考えると、3%ぐらいは

どこの職場でも障害のある人が働いていていいと思

うのですが、そこは、なかなかうまくいかない。こ

ういう現状があります。 

例えば右の端。少し細かいのですが、あとで出て

くる障害者雇用率制度というものがあって、そこで、

このデータとしては45.5人以上の企業、すなわち障

害者法定雇用率が適用される企業で雇われている障

害者数が約57万人から58万人。もう少し規模を大き

くして、別の調査ですが、5人以上の企業で働いてい

る人ですと82万人ぐらいです。377万人を分母にする

と、一般の企業で働いている割合はすごく小さいこ

とにお気付きいただけると思います。 

では、どこにいるのでしょうか。左側の真ん中の

黄色い部分です。障害福祉サービス、いろいろな種

類があるのですが、その中で就労系のサービスと位

置付けられているところで約38万人位の人が就労し

たり、あるいは企業などで働くことを目指して訓練

したりしています。ここから何が読み取れるか。学

校の例も書いてありますけども、なかなか、福祉や

教育の場から一般企業などでの就労に結び付けてい

くのは非常に難しいと、こういう現状が横たわって

います。 

そういう中で、ここ十数年で見ていくと、障害が

ある人で、一般企業などで働きたいと思うように

なってきている人たちの割合は増えています。多く

はハローワーク、すなわち公共職業安定所で「私は

ハローワークの紹介を受けて一般企業などで働きた

いです」と登録するのですが、その新規求職申込件

数をこの10年間で見てみますと、かなり増加してい

ることにお気付きいただけると思います。 

 上の折れ線グラフのところですよね。もちろんコ

ロナ禍で、令和2年度には落ち込みました。その下が

就職件数ということで、やはり希望される方が徐々

に増えていくと、就職をする件数も上がってくると

いう状況で、かつての時代に比べると、明らかに一

般企業などで働きたいと考えている人たちの割合が

増えてきていることになります。 

特に精神障害。身体障害、知的障害、精神障害と

いう3つの大きな障害のくくりでお話をしました。精

神障害者に焦点を当ててみると、例えば平成23年度

では、4万9,000件ぐらいの就職申し込みだったのが、

令和3年度で10万件を超えています。もちろんコロナ

の影響は受けたのですが、この右肩上がりのカーブ

が急カーブであるというところにお気付きいただけ

ると思います。逆に言うと、3つの障害の中で、精神

障害をお持ちの方は、なかなか、就職をしようとか、

あるいは、具体的に就職に結び付く機会がとても制

限されていたと考えることもできるわけです。 

それが証拠に、上の右肩上がりの折れ線グラフに

伴って、下の就職件数も上がってはいるのですが、

なかなか伸びが同様にいかない。どうしてでしょう

か。あとでお話をしますが、精神障害のある方は定

着に課題があったり、企業、職場があまり慣れてい

なかったりするので、雇用管理上の対応がうまくい

かなくて辞めざるを得ない。こういうことも、その

難しさの背景になっています。 

さて、障害者雇用率制度のお話をしました。日本

で、障害がある方が、企業のみならず、公的な機関

でも雇用されるようにしていくための中核的な法制

度が障害者雇用率制度です。皆さんもご存じかと思

いますが、民間企業の場合、現在2.3%。100人分の仕

事があれば2.3人分の仕事は障害のある人によって

担われるべきである、これが法律で決まっているわ

けです。 

それに対して直近の、昨年6月1日現在のデータが

発表されました。全体の雇用率が2.25%。赤いところ

ですね。ですので、法定雇用率自体は満たしていま

せん。しかも、法定雇用率を達成している企業の割

合は、48.3%ですから、半分がまだ法定雇用率を達成

していない。どこかの会社だけが頑張って高い雇用

率を出しても駄目ですよね。おしなべていろいろな

職場や企業で障害がある人が当然2.3%いる、この姿

を求めていくのがこの制度の狙いになっています。

ただ、企業の規模別で見てみると、一番下の赤いと

ころ、着目をしていただくと、1,000人以上、これは

大企業でありますが、2.48%。既に法定雇用率を超え

ているということです。 

私がウン十年前、仕事を始めた時に、障害者雇用

の中核的な担い手は中小企業でした。大企業は、ど

ちらかというと障害者雇用納付金を納めて、もちろ

ん納めても雇用義務は消えないのですが、それに

よって、大変な障害者雇用をするよりは生産性を維

持したいとか、そういう競争力のこともあって、あ

まり取組が進んでいませんでした。今はご覧のとお

り、逆です。大企業が頑張っていて、その分、中小

企業での取組が少し鈍化しているところはあります

けども、また、いろいろな支援を受けながら、地域

で顔が見える関係性の中で、中小企業がさらに障害

者雇用に取り組むことが望まれています。 

さて、この実態のまとめとして、こんなお話をし

ておきたいと思います。障害者の就労実態です。ご

－　　－33



 

 

 

覧いただくと、一番左側が一般就労。すなわち下の

段を見ていただくとよく分かるのですが、労働者と

して取り扱われています。右側が福祉サービスとい

うことで、ここでは、仕事をしている、特に就労継

続支援B型事業所、その他などでは仕事をしています

し、生活介護と言われている福祉サービスの中でも

生産的な仕事に携わっている方もいらっしゃいます。

でも、働いているけれども、その人たちは福祉サー

ビスの利用者であって、労働者ではない。労働者で

はないということは、最低賃金法や労働基準法など

の労働法規によって守られてないということですよ

ね。 

ピンクのところ、中間的な位置付けで、両方にま

たがった就労継続支援A型事業所というのもありま

す。平均の賃金で見てみると、歴然とした差があり

ます。一般就労、身体障害ですと、まあまあ、全体

的な平均と遜色がない給与を得ていますが、それで

も知的障害は11万7,000円ということで非常に低く

なっています。もっと低いのは、例えば、就労継続

支援B型。平均工賃が1万6,000円。月額です。1万6,000

円で、これで働いて、生活を成り立たせるのは相当

大変だということにお気付きいただけると思います。 

ここで大事なのは、ご本人の意図で、あるいは、

最もふさわしい働き方がきちんと選ばれているので

あればいいのですが、社会側の都合で、あなたは一

般就労できるとか、福祉的就労でないと難しいとか、

そういう、制度に合わせた働き方を強いているなら

ば、大きな課題につながってくることになると思い

ます。 

それでは、その課題について、2つ目の柱としても

う少し深めていきたいと思います。先ほど、一般企

業などで働いている状況をお話ししましたけれども、

また、障害者雇用率制度によって、法定雇用率があっ

て、だんだん改善されているというお話をしました。

ここで大事なことは、就職するだけでなく、職場に

定着することであり、それが大きな課題になってい

ます。 

これは、ある研究機関の調査結果ですが、4つの障

害、精神障害、発達障害に分けて出ています。精神

障害、例えば統合失調症や気分障害の人たちですが、

採用1年後の職場定着率が5割を切っている。もちろ

ん大学生であっても3年後に30%が転職をするので、

障害がある人が転職をしてはいけないという考え方

は成り立ちません。でも、障害があると、なかなか

次のステップに上昇していく、そういうキャリア形

成が難しい。そうなりますと、そこの職場で定着を

していくということが強く求められるようになるわ

けです。 

さて、この課題として障害のある人にとって働く

意義を絡めてお話をしていきたいと思います。ご視

聴者の皆さん、ご自分が、あるいは他の方が働くこ

とを支援されているお立場で、働くことの意義をど

のようにお考えになっていらっしゃいますでしょう

か。左側にありますのが、生活基盤の確保、社会や

仲間との連帯、そして自己実現。職業心理学的にも、

職業社会学的にも、働く意義として認識されている

3つの要素です。これは、障害があってもなくても同

じなわけです。 

ところが、例えば障害がある、さっきご紹介した

ように、知的な障害があると、11万7,000円だけで生

活を全て成り立たせるのは難しいです。社会や仲間

との連帯はどうでしょうか。「ちょっと、アサヒ君

こちらにおいで」。皆さんには見えにくいかもしれ

ませんけど、今呼んだアサヒ君は、私の経営する会

社で、特別支援学校を出て10年間一生懸命働いてく

れている知的障害がある社員です。 

「アサヒ君、ちょうど5時になったので、今日の勤

務はおしまい。また明日遅刻しないように、片付け

て、気を付けて帰ってね」といって定時に帰されま

す。ところが、この会社では、明日の朝までに納め

なければいけない仕事があります。そうしますと、

そこから残業をせざるを得ません。体よく帰された

アサヒ君を除いて、障害がない社員が一生懸命残業

をして何とか目標を達成したとします。さて、午後

9時ぐらいになった。じゃ、目標は達成したので、今

は実際にはコロナで難しいかもしれませんが、「帰

りに一杯やっていきますか」といって連帯感が

ギュッと高まっていきますよね。体よく帰されたア

サヒ君はそこにはいないということになります。 

 次のシーン。「あれ？ アサヒ君、どうしたの？ 

浮かない顔して」「僕はずっと特別支援学校を出て

から同じ仕事をやってきたんだけど、あっちの、Aさ

んがやっている、ああいう仕事やってみたいんです」

「アサヒ君、それはね、無理というものだよ。あの

仕事、非常に難しいのだから。第一、飽きたからと

いっても、アサヒ君が今、その仕事辞めたら、そう

そう簡単に次の仕事なんか見つからないからね。は

い、今ある、できることを我慢してやりなさい」、

このように言い含められてしまいます。障害の有無

に関係なく、人は、より難しい、あるいは責任があ

る仕事に就きたいという思いを持っています。でも、

障害があるとそれが認められない。働く意義そのも

のが揺らいできてしまうという課題になります。 

こうした観点で私がずっと教育研究に携わってき

た職業リハビリテーションという分野からこの課題

を捉え直してみると、リハビリテーションと聞くと、

何か訓練をして、仕事ができるようにするみたいな

イメージが強いと思います。でも、そうではなくて、

権利を回復するプロセスであり、その介入だと言わ

れています。どんな権利？それは、障害を理由とし
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て働くことや職場から排除されてきたことで失われ

てきた権利を回復すること、これがリハビリテー

ションの本質であると考えていく必要があるのだと

思います。 

 実際にILOの職業リハビリテーションの目的とい

うのは、この日本語のところを見ていただければ、

おわかりのように、障害者が適当な雇用、エンプロ

イメントに就き、それを継続し、かつ、それにおい

て向上し、それにより社会への統合、または再統合

を促進することにあります。ただ仕事に就けばいい、

ただ定着すればいいだけではなくて、その仕事にお

いて向上することが求められているということです。 

そして、障害がある人が働くということは、社会

への統合を促進すること。再統合の場合には、もし

かすると中途障害のイメージかもしれませんが、仕

事を得ることによって社会の一員としての役割を

担っていくことにつながるということになります。 

それは、取りも直さず、ILOが、21世紀のILOの仕

事は、ディーセント・ワークを全ての人々に提供す

ることであることにつながります。このディーセン

ト・ワーク、ちゃんとした仕事、「働きがいのある

人間的な仕事」と説明され、これを求めていくこと

が、どんな場面でも、どんな働き方をしていても、

障害がある方が尊厳ある働き方を実現していくため

に重要な要素であると考えていただくことになるの

だと思います。 

さて、もう1つが、先ほど職場定着の問題の話をし

ましたけども、マッチングです。マッチングという

言葉、よく聞かれていると思います。そこで、真ん

中にあるように、基本的なマッチングということで、

障害がある方と、その方が担う仕事、職務とマッチ

ングをさせていくことです。これはとても大事です。 

ただ、同時に、障害がある人が、その仕事にだけ

マッチしていればいいというわけではなくて、例え

ば、上のほうに目を移していただくと、自分が所属

しているラインではとても理解があるのだけど、職

場全体とすると、「障害があるアサヒ君がいるライ

ンって、特別な職場で簡単な仕事ばかりだね」といっ

た見方が先立ち、理解が得られないと、その職場や

事業所とのマッチングで齟齬（そご）を来します。 

家族のマッチング。これは家族のご意向を聞くと

いう意味ではなくて、やはり、家族の一員としての

障害がある人が働く上では、ご本人がただ仕事に

マッチしているだけではなくて、それを応援してく

れている家族とのマッチングも大事になってきます。

逆に家族が理解してなくて、本人が働いて、それこ

そ、その給料を家族が使ってしまうような、足を引っ

張るような状況ですと、定着はたちどころに危険な

状態になってしまうと考えていくわけです。 

人生とのマッチングもそうですよね。学校を出た

てでは同じ仕事の繰り返しでもいいかもしれません

が、例えばパートナーを見つけて一緒に生活をして

いきたいといった時に、本当にその仕事を続けるだ

けでいいのだろうかと、こんな観点からのアプロー

チも大事になってきます。 

もう1つが、これも障害者就労支援でよく求められ

ていることですが、準備性です。健康管理ができて、

日常生活の管理がきちんとできて、対人技能のコ

ミュニケーションがうまくいき、基本的な労働習慣

が確立して初めて職務とのマッチング、すなわち職

業適性、ピラミッドの一番上に立てるという考え方

です。このこと自体は非常に大事です。健康管理が

できないのに働くも何もないではないでしょうか。

また、日常生活管理がうまくいかないと基本的な労

働習慣も揺らいでしまう、こういうことを表してい

ます。 

ただ、就労支援の対象者としていろいろな障害を

お持ちの方が増えてくると、完全に健康管理や日常

生活管理ができないと仕事ができないかというと、

そうでもないですよね。むしろ、仕事をすることに

よって、日常生活管理や健康管理の手がかりを得る

ことにもなる。発達障害がある方で、対人技能がう

まくいかないとする。それがうまくいくようになっ

たら仕事に就こうねって言われたら、ずっと仕事に

就けないままかもしれません。 

要は、これらの課題を総合的に捉えて、仕事に向

かっていただくことが大事で、そのようなアプロー

チやアセスメントができるかどうかというのも障害

者就労の重要な考え方になっています。 

 次に障害者就労支援の基本的な視点と方法につい

てお話をさせていただきます。こんな円グラフを書

いてみました。障害がある方が働くとなると、どの

ような条件が必要であるかを考えていただく時に、

非常にシンプルに表したものです。全部の要素がそ

ろって仕事ができると考えると、確かに障害のある

方の自身の力も大事ですけども、それを支援する力、

支えていく環境も大事だということです。 

 仮に、障害のある方の力が、120度くらいでしょう

か、それがもし90度くらいだったとしても、支援力

や環境力が高まれば、この360度のパイは成立すると

いうことです。そうなりますと、障害のある方の適

性だけを考えるのではなくて、あるいは訓練するこ

とだけを考えるのではなくて、今日の障害者就労支

援の到達点でもある環境調整、人的支援での対応が

重要になるということに尽きると思います。 

適性のみに焦点を当てていると、かつてはこの障

害のある方の限られた適性、例えば、身体障害で、

右手は使えないが左手で何ができるか、となると、

それが可能な仕事とのマッチングだけに終始してい

ました。このような狭い意味でのマッチングである
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と、障害のある方の働く可能性を限定しがちになり

ます。と、同時に職場が障害のある人を迎え入れる

雇用可能性も限定してしまいます。 

次が準備モデル。職業レディネスとも言われます

が、先ほどの準備性のピラミッドは、具体的な技術

なども身に付けていく方法論ですが、身体障害を中

心としていた際の考え方としては非常に有効でした。

いかに本人を変えて、仕事、職場が求める機能に近

付けていくかということになるわけです。今もそう

いう側面が大事な部分もありますけども、障害のあ

る方の広がり、すなわち対象者の広がりによって、

むしろ職業を構成する要素や施設や設備、作業方法

のほうを変えて、障害のある方が持っている現有の

機能に近付けていく。これが環境調整、人的支援へ

の対応ということで、現在の制度の中では、ジョブ

コーチモデルという考え方も示されています。幸い、

このシンポジウムでは、このジョブコーチについて

のお話もあると思いますので、私のほうで詳細は省

かせていただきますが、こういう考え方を前提とし

ています。 

 例えば環境調整。当然、そのままではやりにくい

仕事を単純化して、その障害のある方がやりやすく

する。これはとても大事なことです。そうすること

によって、障害がない方もやりやすくなったという

ような例はたくさんあります。 

もう1つ、逆に複雑化。工程を複雑にすることに

よって、かえって速度と正確さが上昇した、そうい

う例が実際に示されています。であれば、工程は複

雑にすると、一見大変そうですが、そのほうが職場

としてはいいですよね。 

そして、視覚化。特に発達障害などで抽象的な概

念が分かりにくい方の場合。例えば「次のお客さん

が気持ち良く使えるように、このトイレ、ピカピカ

にしてよ」と言っても、気持ち良く使えるってどの

くらいかなって分かりにくいと、混乱して、時にパ

ニックになってしまうかもしれない。そういう時に

は、皆さんお気付きのように、写真で「ビフォー・

アフター」を示して、「ここまでピカピカにしましょ

う」と示す、そのような環境調整です。 

そして、人的支援のモデルについて、その人が慣

れるまで、ジョブコーチというかたちで、職場に一

緒に入って、その職場で必要なアセスメントや訓練、

そして、時には、一緒に働く人たちとのコミュニケー

ションの仲立ちをするような、こういった対応が求

められてくるようになっています。 

アメリカのIPSという考え方では、「train then 

place」、すなわち「訓練してそれから雇用する」と

いう考え方から、「place then train」、「まずそ

の職場に配置して、そのあと必要なアセスメントや

トレーニングをしていく」という考え方になってき

ます。 

まとめです。障害のある方の就労を切り口として

お話をしてまいりました。実際には障害による働き

づらさが特に強調されているだけであって、本当は、

障害の有無に関わりなく、何らかの働きづらさを

持っている人たちを支援していくために重要な要素

がそこに散見されます。働き合う喜びを求めて、ご

視聴者の皆さんとも、これからもディーセント・ワー

クの追求のため一緒に作業を進めてまいりたいと思

います。ご清聴、誠にありがとうございました。 

 

障害者就労の現状と課題

埼玉県立大学研究開発センターシンポジウム2022
基調講演

朝日雅也（埼玉県立大学保健医療福祉学部）

埼玉県立大学の朝日雅也です。

・北棟433室

・障害者職業カウンセラー

・労働と福祉

・埼玉県社会福祉審議会

・埼玉の障害者雇用を進め
る関係機関連携会議

・日本職業リハビリテー
ション学会会長
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お伝えしたいこと

１．障害のある人の働く現状

２．障害のある人が働く上での課題

３．支える上での基本的視点と方法

１．障害のある人の働く現状

日中の過ごし方から見ると

65歳未満の障害者（障害児も含む）の場合‥

●家で過ごす 36.3％

●一般就労 26.7％（正規11.7％、非正規15.0％）

●就労系福祉サービス 12.2％

●学校に通っている 10.0％

厚生労働省．平成28年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/seikatsu_chousa_c_h28.pdf 厚生労働省．障害者就労支援対策の状況に基づき講演者加筆

ttps://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/service/shurou.html

就労系で37.5万人

5人以上だと

82.1万人

●2021年度ハローワークにおける障害者の新規求職申込件数は 223,985 件、対前年度比 5.7％
増とコロナ禍以前の水準を上回った。
●就職件数は 96,180 件で、前年度（89,840 件）と比べ 7.1％増と、新規求職申込件数の伸び
を上回ったが、前々年度の令和元年度（103,163 件）と比べると 6.8％の減

厚生労働省．https://www.mhlw.go.jp/content/11704000/000797428.pdf

2021年度精神障害者の新規求職申込件数は108,251件（前年度比13.5％増）

厚生労働省．https://www.mhlw.go.jp/content/11704000/000797428.pdf
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雇用障害者数は実雇用率ともに過去最高を更新

【民間企業（法定雇用率2.3％）】 2022 年6月1日

〇雇用障害者数は61万3,958.0人（前年比2.7％増 16,172人増加）

○全体の実雇用率は2.25％（対前年比で0.05ポイント上昇）

○法定雇用率を達成している企業の割合は48.3％（対前年比1.3ポイント上昇）

○企業規模別では

「43.5～100人未満」1.84％（前年度1.81）

「100～300人未満」2.08（前年度2.02％）

「300～500人未満」2.11％（同2.08％)

「500人～1,000人未満」2.26％（前年度2.20％）

「１,000人以上」2.48％（前年度2.42％）と法定雇用率を上回る

厚生労働省．令和４年 障害者雇用状況の集計結果．2022.12.23

障害者の就労実態（毎月得られる給与・工賃に着目）

一般就労

約82.1万人（5人以上の民
間事業所、2018年度）
身体障害：42.3万人
知的障害：15.0万人
精神障害： 4.8万人

平均月額賃金（2018年度）
身体障害：21.5万円
知的障害：11.7万円
精神障害：12.5万円

就労継続支
援Ａ型
約7.2万人
（2020年3月）
平均月額賃金
（2019年度）

78,975円

就労継続支援
Ｂ型

約26.9万人
（2020年3月）

平均月額工賃
（2019年度）

16,369円

その他

左記以
外の生
産的・
経済的
活動や
自営等

労働者（労働関係法規の適用）

福祉サービス利用者

出典：厚生労働省資料に基づき作成

生活介護

２．障害のある人が働く上での課題

障害種類 採用1年後の職場定着率

身体障害者 60.8％

知的障害者 68.0％

精神障害者 49.3％

発達障害者 71.5％

出典．障害者職業総合センター．障害者の就業等に関する調査研究（2017）

就職だけでなく、職場への定着が重要

（障害のある人にとっての）働く意義と課題

●生活基盤の確保

●社会や仲間との連帯

●自己実現

例えば（知的）障害があ
ると‥

●平均月額11.7万円

●定時に帰されて‥

●10年間同じ仕事‥

権利回復のプロセス
職業リハビリテーション

職場(仕事)から排除されてきたことで、失われた

権利を回復すること。

全人間的復権としての
リハビリテーション

国際生活機能分類
（ＩＣＦ）「人間と環境との

相互作用で障害が発生
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職業リハビリテーション

2. For the purposes of this Convention, each Member 
shall consider the purpose of vocational 
rehabilitation as being to enable a disabled person 
to secure, retain and advance in suitable 
employment and thereby to further such person's 
integration or reintegration into society.

職業リハビリテーションの目的は、障害者が適当な雇
用（employment）に就き、それを継続し、かつ、それに
おいて向上し、それにより社会への統合または再統合を
促進することにある

C159 Vocational Rehabilitation and Employment 
(Disabled Persons) Convention, 1983

国際労働機関（ＩＬＯ）第159号条約

ディーセントワーク（Decent Work）の探求

Decent：ちゃんとした （ジーニアス英和辞典）

⇒ 働きがいのある人間的な仕事
○権利が保護され、十分な収入が得られ、適切な
社会的保護が与えられた生産的な仕事

○尊厳ある働き方

多様な「マッチング」

仕事
（職務）

職場とのマッチング

基本的なマッチング

事業所とのマッチング

家族とのマッチング

地域や社会とのマッチング

人
生
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ

空
間
的

時間的

健康管理

日常生活管理

対人技能

基本的
労働習慣

職業
適性

職業準備性のピラミッド

職務への適性
職務遂行に必要な知識・技能

あいさつ・返事
報告・連絡・相談
身だしなみ
規則の遵守
一定時間仕事に耐える体力

感情のコントロール
注意されたときの謝罪
苦手な人への挨拶

基本的な生活リズム
金銭管理
余暇の過ごし方
移動能力

食事栄養管理
体調管理
服薬管理

出典．就業支援ハンドブック．（独）高齢・障害・求職雇用支援機構．2011

３．支える上での基本的視点と方法

障害者雇用を実現させるためには‥
環境の調整や人的支援、生活面での支援も求められる。

支援力

環境力

障害者
の力

－　　－39



職業リハビリテーションの手法の変遷
（マッチングを中心に）

「適性」への対応

「職業準備性」への対応（訓練モデル）

「環境調整・人的支援」への対応
（ジョブコーチモデル）

「適性」への対応

障害者の「限られた」適性と「限られた」仕
事とをマッチさせる

➡狭い意味での「マッチング」

➡障害者の「働く可能性」を限定しがち
➡職場の「雇用可能性」も限定しがち

「職業準備性」への対応（訓練モデル）

雇用を実現するためには

【職務・職業の必要機能】≦【障害者の現有機能】

【職務・職業の必要機能】≧【障害者の現有機能】である場
合、いかにそのギャップを埋めていくか。

➡障害者自身にかかわる改善や現有機能の拡大、発達、伸張
によって、職務・職業の必要機能に近づける。
➡身体障害を中心としていた際の考え方

道脇正夫：障害者の職業能力開発．雇用問題研究会．1997．p.220

「環境調整・人的支援」への対応
（ジョブコーチモデル）

雇用を実現するためには

【職務・職業の必要機能】≦【障害者の現有機能】

【職務・職業の必要機能】≧【障害者の現有機能】である場
合、いかにそのギャップを埋めていくか。

➡職業を構成する諸要素、施設や設備、作業方法を変えるこ
とで、障害者の現有機能に近づける。
➡知的障害・精神障害に対応した考え方

道脇正夫：障害者の職業能力開発．雇用問題研究会．1997．p.220

「環境調整・人的支援」への対応

＊環境調整

単純化、視覚化、複雑化

＊人的支援のモデル
ジョブコーチ

＊Train then place ➡ Place then train
IPS(Individual Placement and Support)等

ご清聴、ありがとうございました。
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第２部：特別講演 
 

「働き方に係る国の施策動向 ～障害者と女性を中心に～」 
       

厚生労働省 大臣官房 参事官  
 

源河 真規子氏 

 

厚生労働省の大臣官房で人事担当の参事官をして

おります源河真規子と申します。どうぞよろしくお

願いします。 

 今日は「働き方に係る国の施策動向」と題しまし

て、障害者と女性を中心に、皆さまにお話しさせて

いただければと思います。最初に本日の流れですが、

一番最初は女性雇用関係をデータ、施策と、順番に

ご説明させていただければと思います。続いて障害

者雇用・就労の関係につきまして、データ、施策の

順でご説明させていただければと思います。 

 私が障害者雇用というふうに言っておりますのは、

いわゆる労働の世界、一般企業で就職する場合を想

定しております。それから障害者就労と言う場合に

は、障害福祉サービスの就労関係のサービスを利用

すること、市町村から支給決定を受けてサービスを

利用することを想定しております。 

 私は今、大臣官房で人事担当の参事官をしており

ますが、その前の9年間は、女性雇用関係の仕事を6

年間、障害福祉の関係を3年間しておりましたので、

その時に思ったことを中心に説明させていただけれ

ばと思います。 

 ここに1冊の本を掲げておりますのは、私の好きな

本の一つでして、皆さまにも題名をご紹介させてい

ただければと思います。これは、赤松良子さんとい

う男女雇用機会均等法を作った時の婦人局長だった

方の本です。題名が『志は高く』となっておりまし

て、その中身は赤松さんの幼少時代から仕事をして

いく中での苦労等々を掲げておられるんですが、私

はこの志は高くという言葉が非常に好きです。働く

上で、あるいは生活していく上で大変なこと、それ

から理不尽なこと、つらいこと等もいろいろあると

思うのですが、夢を持って、志は高く働き続けてい

くことが重要なのではないかなと思っております。

何かあった時には、この志は高くという言葉を思い

出すようにしておりますので、皆さまにもご紹介さ

せていただければと思います。 

 では最初に女性雇用の話をさせていただければと

思います。一番最初に紹介したいのはジェンダー

ギャップ指数、ジェンダー・ギャップ・インデック

スと言われるもので、略してGGIというふうに言って

おります。2022年の数値です。これは何を指してい

るかと申しますと、スイスの非営利団体であります

世界経済フォーラムが毎年公表しているもので、男

性に対する女性の割合、男性の数値分の女性の数値

を示しているもので、0が完全不平等、1が完全平等

を指しております。 

 右側で順位を見ていただきますと、1位がアイスラ

ンドの0.908、2位がフィンランドの0.860となってお

りまして、以下、順番にずっと国の名前が並んでお

りますが、日本は116位で0.650という数字になって

おります。この中のジェンダーギャップ指数、幾つ

かの分野に分解できまして、経済、教育、健康、政

治と4つの分野があります。日本は、教育や健康は非

常に数値が高くなっておりまして、例えば教育の部

分では1位になっておりまして1.00、平等であります。

それから健康も0.973と高い数値になっております。 

 では、日本の数値が低い原因は何かと申しますと、

経済と政治です。経済は121位、政治は139位となっ

ております。経済というのは、どのような数値、デー

タから分析されているかといいますと、ここに書い

ておりますように、労働参加率の男女比だったり、

同一労働における賃金の男女格差だったり、管理的

職業従事者の男女比だったりが指数になっておりま

す。また政治は、国会議員の男女比だったり、閣僚

の男女比というものがデータとして使われておりま

す。これを念頭に置いて、次の話を聞いていただけ

ればと思います。次からは個別に、女性雇用に関す

るデータをご紹介したいと思います。 

 最初は女性就業者の推移です。女性の就業者数は、

コロナの影響で2022年を見ていただきますと前年よ

り減少しておりますが、9年間、2012年から2021年ま

でで見ていただきますと約340万人も増加していて、

全体として増加傾向にあることがお分かりいただけ

るかと思います。 

 続きまして、女性の年齢階級別労働力率と潜在的

労働力率です。これは皆さま、よくご覧になるかと

思いますが、女性の労働力率というのはM字型カーブ

を描いております。M字の上の部分が25から29歳の辺

りと、それから50から54歳の辺りがちょっと高く

なっておりまして、その中ほど、女性が結婚、出産、

育児等で労働市場から出ていく時というのが低く

なっておりまして、全体としてM字型カーブを描いて
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おります。 

 ただ、この労働力率を、潜在的労働力率と申して

おりますが、就業希望者数も含めて見てみますと、

この辺りに171万人の女性がいらっしゃいます。従い

まして、潜在的な労働力率で見ますと台形に近い形

になって、実は女性の就業希望者数というのは、もっ

といらっしゃるというのが、これからお分かりいた

だけるかと思います。 

 続きまして、民間企業の管理職相当の女性割合の

推移です。先ほどジェンダーギャップ指数、GGIで見

ていただきましたように、日本は管理職相当の女性

の割合が諸外国に比べて低くなっております。具体

的に見ていただきますと、全体として伸びてはいる

ものの、部長相当職で見ますと最新の数値で7.7％、

課長相当職で12.4％、係長相当職で20.7％となって

おります。 

 これ、実は国が成果目標というのを定めておりま

して、この右側のほうに記載してございますが、第

5次男女共同参画基本計画。この男女共同参画基本計

画というものは5年ごとに定められておりますが、今

の基本計画、第5次男女共同参画基本計画で、2025年

までに係長相当職を30％、課長相当職を18％、部長

相当職を12％にするという目標を掲げております。

目標達成まではまだ年数もございますが、数値もま

だまだだということがお分かりいただけるかと思い

ます。 

 続きまして、一般労働者の平均勤続年数の推移で

ございます。これも昭和60年の女性の勤続年数6.8年

から見ますと徐々に伸びておりまして、今、最新の

数値で9.7年となっております。男性が11.9年から

13.7年になっているのと比べますと、女性のほうが

伸び率としては大きいんですが、それでも男性に比

べると、まだ年数的に低いということが見て取れる

かと思います。 

 次の数値は、最近話題の男女間賃金格差でござい

ます。男女間賃金格差を見ていただきますと、これ

も長期的に縮小傾向にある、だんだん縮小してきて

いるということがお分かりいただけるかと思います。

ただ、この男女間賃金格差の要因を分析してみます

と、ここに書いていますように、役職と、それから

平均勤続年数が、男女間賃金格差の大きな原因の二

つであることが、お分かりいただけるかと思います。 

 続きまして、この男女間賃金格差を諸外国の例と

比べて見ていただければと思います。これ、赤がイ

ギリスでして、イギリスも以前は非常に男女間賃金

格差の大きな国だったんですが、どんどん縮小して

きているというのが、このグラフから見て取れるか

と思います。ドイツやフランスも縮小傾向にありま

す。日本も、これを見ていただきますと、どんどん

縮小してきてはいるのですが、諸外国はさらに縮小

してきているので、相対的に見ると日本の男女間賃

金格差が大きくなっております。 

 厚生労働省では、これまで男女間賃金格差を縮小

するために、さまざまな取り組みをしてきておりま

す。昭和60年に男女雇用機会均等法ができて、企業

における募集、採用、配置、昇進に関する均等待遇

の確保等を推進しました。それから平成22年には、

前のページで見ていただいたように、男女間賃金格

差の要因を分析するということを始めました。この

時から、役職や勤続年数の差異が大きな要因となっ

ているということは変わっておりません。 

 それから、後に出てきますが、平成27年には女性

活躍推進法、通称女活法というものを定めまして、

これで男女間賃金格差も縮小すべく、個々の企業で

女性活躍を進めていただくような取組を進めており

ます。後のほうで述べますが、令和4年7月には女性

活躍推進法に基づく省令を改正し、労働者数301人以

上の事業主に関しては、男女の賃金の差異の状況の

公表を義務付けるということも行っております。ま

た諸外国、イギリス、フランス、ドイツでも、男女

間賃金格差を公表するような情報公表の義務付けを

行うなどしておりまして、これによって格差がどん

どん縮小してきたものというふうに思われます。 

 次のページは、ちょっと趣向が変わりまして、両

立に係るデータを見ていただければと思います。こ

れは夫婦の仕事時間、家事・育児関連時間を末子の

年齢別に見たものです。上が夫有業・妻有業の共働

き世帯の時間、下が夫有業・妻無業、つまり妻が専

業主婦の場合の数字でございます。 

 これ、どちらも同じように、妻の家事時間という

のは末子の年齢が上がるにつれて長くなる傾向があ

ります。これで見ていただいて、赤の棒グラフが妻

の家事時間でございます。男性のほうも同じように

赤の部分が家事時間ですが、男性の家事時間という

のは、共働き世帯で見ていただいても、末子が就学

前だと32分、10歳未満だと27分、10歳以上でも17分

と、非常に短くなっております。これは専業主婦家

庭でも、多少時間が短いだけで同じような傾向で、

20分、13分、15分となっております。全体として、

夫の家事・育児時間というのは、妻に比べて短いと

いうことがお分かりいただけるかと思います。 

 次のグラフは、仕事と生活の両立を巡る現状を示

すものとしてよく出てくるものでして、第1子の出生

年別に見た、第1子出産前後の妻の就業変化を表した

ものです。これ、下のグラフの横の数字が、ちょっ

と見にくいのですが、子どもの出生率です。このグ

レーの部分というのは、よく分からない、その他、

不詳で、この水色の部分が妊娠前から無職だった方

の割合です。 

 これを見ていただきますと、一番直近の数字で、
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全体を100とした場合に、出産後、継続就業をしてい

る女性の割合というのは、このピンクの部分とオレ

ンジの部分を足した約53.8％となっております。た

だ、出産前に有職だった方、つまりピンクとオレン

ジと黄色を足したものを100として考えますと、出産

後の継続就業率は69.5％と、目標値である70％に非

常に近い数字になっておりまして、女性の継続就業

というのは徐々に進んできているというのがお分か

りいただけるかと思います。 

 では、右のグラフで、妊娠、出産を機に退職した

方が、なぜ退職したかという理由を見ていただきま

すと、最も多いのは、仕事を続けたかったが仕事と

育児の両立の難しさで辞めた、あるいは家事・育児

に、より時間を割くために辞めた、勤務地や転勤の

問題で仕事を続けるのが難しかったということが上

位三つに当たります。 

 両立の難しさで辞めた方の、両立が難しかった具

体的理由を見ていただきますと、自分の体力・気力

がもたなさそうだった、転勤先に育児との両立を支

援する雰囲気がなかったということが上位になって

おります。後に制度的な面を紹介させていただきた

いと思いますが、両立関係の制度は、私はだいぶ整っ

てきているというふうに思っております。 

ただ、それでも両立が難しいのは、職場の雰囲気

だったり、パートナーとの関係だったり、そういう

制度面ではない、ハード面ではない、ソフトな面が、

まだまだ難しいのかなというふうに感じます。 

 次のページが、育児休業の取得率の推移でござい

ます。育児休業を女性は8割台で推移していますが、

男性は非常に伸びておりまして直近の数字で

13.97％になっているものの、まだまだ女性に比べる

と低い状況にあります。それでも以前から比べると

だいぶ伸びてきているということが、これを見てい

ただけるとお分かりいただけるかと思います。ここ

までがデータで、この先、制度的なもの、施策的な

ものをご紹介させていただければと思います。 

 平成27年に、女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律が制定されております。これ、略称で

この部分、女、活、法と、この三つを取って、私た

ちは女活法というふうに言っているのですが、公務

部門に関しては内閣府が所管しておりまして、民間

事業主の関係を厚労省が所管しております。 

 これが法律の概要ですが、事業主にやっていただ

くことが幾つかございまして、一つ目が、事業主に

行動計画を作っていただくというものがあります。

行動計画というのは、自社の女性の活躍に関する状

況を把握し、課題を分析した上で、これを踏まえて

何をやっていくかを行動計画として策定、届け出、

公表するものです。もう1点、事業主にやっていただ

くこととして、女性の職業選択に資するよう企業の

情報を公表するという、2点がございます。 

 この情報公表ですが、令和4年7月に、この情報公

表の項目というものを省令改正し、項目を追加して

おります。どの項目を追加したかといいますと、男

女の賃金の差異、つまり男女の賃金の割合という、

男女賃金格差が分かるような情報を公表するという

ことを追加しております。 

 この女活法というものは、企業の規模によって、

企業がやらなければいけない義務が分かれておりま

して、労働者数301人以上の企業では3項目、公表す

ることになっておりまして、そのうちの1項目として

男女の賃金の差異が必須になりました。労働者数101

から300人の企業に関しては、項目として、男女の賃

金の差異を含めた機会提供に関する項目と、両立の

関係の中から１項目、開示することになっておりま

す。1人から100人の企業に関しては努力義務となっ

ております。 

 次のページは、すごく細かい資料ですが、見てい

ただきますと、事業主が状況を把握しなければいけ

ない項目と、それから情報公表しなければいけない

項目がありまして、男女の賃金の差異が新たな情報

公表の項目として加わったということが、今回の省

令改正でございます。 

 具体的にどのように公表するかという公表例を示

したものが、次のこのグラフ、表でございます。何

を公表するかといいますと、男性の賃金に対する女

性の賃金の割合。絶対的な数値、額ではなくて割合

を公表することが義務付けられております。これは

小数点第2位を四捨五入して小数点第1位までで表示

することになっております。全労働者の割合、それ

から正社員、パート、有期社員、つまり非正規の方

と、3点が必ず公表する項目となっております。 

 男女の賃金の差異、この割合以外に情報を任意で

追加的に公表することも可能となっておりまして、

例えば任意の追加的な情報公表の例としては、自社

における男女間賃金格差の背景事情、例えば新規採

用の方を、たくさん女性を採用したので、全体とし

て男女間賃金格差が大きくなりましたとか。より詳

細な雇用管理区分、正社員の中にも、勤務地限定社

員とか、短時間正社員とか、いろいろいらっしゃる

ので、それを分けて公表するとか。あるいは時系列

で変化を示す等々を追加で公表できることになって

おります。 

 男女間賃金格差が分かるような数字が企業に公表

されるということは、その企業の女性活躍の指標を

見るという意味で非常に有意義なことだというふう

に思っておりますが、皆さまにご注意いただきたい

のは、決して数値だけを見て何かを判断しないでい

ただきたいということです。 

 数字を一人歩きさせるのではなくて、この任意で
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追加的に公表されるものも含めて、あるいは経年的

な変化も含めて、その企業の状況を把握していただ

ければというふうに思います。決して数字だけで判

断していただかないということが大事かなというふ

うに思っております。 

 女性活躍を進める上では、その男女間賃金格差を

縮小するという意味も含めた、均等を進めるという

ことと、それからもう一つ、両立の部分が非常に大

事になります。仕事と生活の両立支援対策も、いろ

いろな策を講じております。次のページで紹介しま

すが、育児・介護休業法等の法律で両立支援の取り

組みをいろいろ行っております他に、ここに、下の

ほうに書いておりますが、両立支援に取り組む事業

主に助成金を支給したり、あるいはプロジェクトや

予算事業を行っております。 

 次のページが妊娠、出産、育児期の両立支援制度

を示したものです。この水色の部分というものは労

働基準法上の制度です。例えば妊娠前に軽易業務に

転換することが認められたり、妊婦の時間外、休日

労働、深夜業が制限されたり、あるいは原則6週間の

産前休業、多胎の場合ですと14週間の産前休業が取

れるような制度が基準法上、定められております。 

 この、ちょっと薄くて見にくいですが、黄色の部

分というのは、育児・介護休業法上の制度でござい

ます。育児・介護休業法上の制度としては、育児休

業が原則1歳まで、保育園に入れない等の事情がある

場合には2歳まで取れることになっております。それ

以外にも、所定労働時間の短縮措置や、所定外労働

の制限があります。 

 それから、子の看護休暇と申しまして、病気やけ

がをした子の看護のために休暇が取れることになっ

ておりまして、これは予防接種や健康診断を受けさ

れるためにも取得できるものです。子ども1人の場合

には年に5日、2人以上の場合には年に10日、付与さ

れておりまして、時間単位でも利用可能なものです。 

 このように、妊娠、出産、育児期の両立支援の法

的な制度としては、かなり整ってきていて、あとは

どのように活用していくか、あるいはどのようにこ

ういうものを活用しやすい職場の雰囲気をつくって

いくかということが、これからの課題かなというふ

うに思います。 

 育児休業に関連しても、トピックとして一つご紹

介させていただければと思いますが、令和4年10月か

ら新たに育休制度が改正されております。これは二

つ前の通常国会で育児・介護休業法の改正法案が

通ったもので、10月から施行されているものでござ

います。右側に載せているものが改正前の育休制度

で、改正後、10月1日からどうなったかと申しますと、

育児休業を分割して取得することが可能になったり、

あるいは産後パパ育休と通称、申しておりますが、

育児休業とは別に、子の出生後8週間以内に、男性が

4週間まで産後パパ育休というものを取得可能にな

りました。子の出生後8週間というものは、女性の場

合には産後休業に当たる期間です。この期間に子ど

もの育児をすることが、後々、子どもと触れ合うた

めに非常に重要だと言われております。男性にもこ

の期間に育児休業を取ることを勧めているために、

取得しやすい制度として産後パパ育休というものを

創設いたしました。この産後パパ育休の期間は、労

使協定を締結している場合に限り、労働者が合意し

た範囲で、休業中に就業することが可能となってお

ります。 

 どういうふうになったかというものを次のページ

で見ていただければと思います。令和4年9月末まで

の育児休業制度というものは、このような仕組みで

した。それが令和4年10月1日からは、出生後8週間ま

では男性の産後パパ育休が創設され、分割してこの

期間に2回取得可能となりました。 

また、その後の育休も、夫婦ともに分割して2回取

得可能になったり、1歳以降の育児休業も途中交代が

可能になったり、非常に柔軟な制度となりました。

ぜひご活用いただければと思います。 

 女性活躍の部分の最後に、二つほど事業を紹介さ

せていただければと思います。まず、女性活躍のほ

うで、民間企業における女性活躍促進事業というも

のを行っております。詳細はこの専用ホームページ

をご覧いただければと思いますが、女性活躍といっ

ても、中小企業の方を中心に、どういうふうにやっ

たらいいか分からないというお声もあるかと思いま

す。説明会や相談会を開催したり、アドバイザー、

社会保険労務士だったり中小企業診断士の方が就任

なさっていますが、アドバイザーの方による無料の

支援サービスを受けられるような取組をしておりま

す。 

 また、両立関係の事業といたしましては、イクメ

ンプロジェクトというものを平成22年度から実施し

ております。イクメンというのは積極的に育児をす

る方のことを申しますが、イクメンプロジェクトの

中では、経営者、企業向け、あるいはこれから育児

を担う若者向けのセミナーを開催したり、実際にこ

ういうものを活用するための社内セミナー用の研修

教材や資料等を提供しております。こちらも公式サ

イトで情報発信しておりますので、お時間がありま

したら、ぜひホームページをご覧になっていただけ

ればと思います。 

 続きまして、障害者雇用・就労関係に移らせてい

ただきます。こちらも最初にデータを、続いて施策

的なものをご紹介させていただければと思います。 

 最初に障害者数でございます。障害者数は、全体

として知的、身体、精神障害者の総数は965万人に
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なっております。身体障害者が436万人、知的障害児・

者が109万人、精神障害者が419万人となっておりま

す。これを18歳以上65歳未満の方で見ていただきま

すと、全体が約377万人なのに対して、身体の方が101

万人、知的障害児・者が58万人、精神障害者が217万

人というふうになっております。 

 これを年齢別にご覧になっていただきたいのが次

の表でございます。これを見ていただきますと、身

体障害児・者の方は65歳以上が非常に多くて311万人

と、72.6％になっております。知的障害児・者の場

合に一番多い年齢層というのは18歳から39歳の方、

34.7万人、36.1％となっております。精神障害者の

方が一番多いのは40から64歳と65歳以上が同じぐら

いの割合で、145.4万人、37.4％と、144万5,000人、

37.1％となってございます。 

 次に、障害者雇用の状況を見ていただければと思

います。障害者雇用の状況でございますが、民間企

業の雇用状況といたしましては、今、雇用者数が59.8

万人になっております。そのうち身体障害者がこの

白の部分で35.9万人、オレンジの部分が知的障害者

で14.1万人、一番上の網掛けの部分が精神障害者で

9.8万人となっております。障害者雇用率の実雇用率

は、この折れ線グラフで今2.20％となっております。

法定雇用率を達成した企業の割合は47.0％です。こ

の雇用者数は、グラフを見ていただいても分かるよ

うに、18年連続で過去最高を更新しておりまして、

障害者雇用は着実に進展しているというふうに言え

ます。 

 法定雇用率をこの段々となっているグラフで示し

ておりまして、法定雇用率は今2.3％でございます。

この法定雇用率でございますが、昭和51年に身体障

害者を対象とする雇用率制度を創設いたしました。

平成10年、1998年、知的障害者を法定雇用率の算定

基礎対象に追加いたしました。また平成30年に、精

神障害者を法定雇用率の算定基礎の対象に追加いた

しました。 

 次のページは、もう少しグラフを見やすくしたも

のでして、水色が身体障害者、オレンジの部分が知

的障害者、黄緑の部分が精神障害者となっておりま

す。これを見ていただきますと、精神障害者の雇用

が、法定雇用率の算定基礎に追加したおかげもあり、

すごく伸びてきているということがお分かりいただ

けるかと思います。 

 続きまして、障害者の雇用の状況を企業規模別に

見たものです。実雇用率、今2.20％ですが、企業規

模別にやはり実雇用率にも差がございまして、一番

多いのは1,000人以上の企業の2.42％です。低いのは

43.5人から100人未満の企業の1.81％でございます。

また、右側のグラフは企業規模別の達成企業の割合

を示したものです。これも大企業であります1,000人

以上では55.9％となっております。特に中小企業の

取組が、なかなか遅れているということがお分かり

いただけるかと思います。 

 次のグラフは障害者の平均勤続年数の推移を示し

たものです。平成30年の数字で身体障害者10年2カ月、

知的障害者7.5カ月、精神障害者3年2カ月、発達障害

者3年4カ月となっておりますが、これを見ますと、

時系列で見ても、あまり平均勤続年数が伸びてない

といことがお分かりいただけるかと思います。 

 続きまして、男女別の平均賃金を年齢別および障

害の種類別に見ていただくものです。先ほど、一般

労働者の男女別平均賃金を見ていただきました。女

性の割合が7割台だったことがご記憶にあるかと思

いますが、障害者の場合に種別で見ますと、身体障

害者の男性がこの青いグラフ、身体障害者の女性が

この赤いグラフになっておりまして、やはり男性の

ほうが高いということがお分かりいただけるかと思

います。身体障害者の賃金格差が非常に大きく、知

的、精神の方の男女間の賃金格差というのは、それ

ほど大きくないというのがお分かりいただけるかと

思います。 

 続きまして、雇用形態別の平均賃金でございます。

これを見ていただきますと、正規雇用労働者の賃金、

特に身体で正規で無期雇用の方の平均賃金は、右肩

上がりに伸びているということが、よくお分かりい

ただけるかと思います。それに比べて、非正規の方

の賃金は、年齢が増加してもほぼ横ばいという状況

でございます。 

 次のグラフは、障害者が継続雇用される場合の課

題となり得る要因を示したものです。先ほど、平均

勤続年数があまり伸びていないということをご覧い

ただきましたが、その継続雇用の課題としては、労

働条件の他に、コミュニケーションだったり、不調

時の対応だったり、労働時間等の雇用管理に関する

課題も多く見られるということが、これを見ていた

だくと分かります。 

 下のグラフで、離職を防ぐことができたと考えら

れる職場での措置や配慮を見ていただきますと、例

えば調子の悪い時に休みを取りやすくするだったり、

職場でのコミュニケーションを容易にする手段や支

援などが上位に挙げられております。 

 このグラフは、就労支援施策の対象となる障害者

数と流れでございます。障害者総数約965万人のうち、

18歳から64歳の在宅者数が約377万人であることは

冒頭に申し上げましたが、これをちょっと見ていた

だきたいのですが、特別支援学校を令和3年3月に卒

業される方というのが2万1,846人おられます。その

うち一部の方、749人が大学、専修学校へ進学されま

すが、一般企業へ就職される方というのが6,705人、

約3割ほどいらっしゃいます。 
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 それと同じぐらい、就労系の福祉サービスに行く

方というのが7,000人強、いらっしゃいます。障害福

祉サービスに行く方が7,000人強、いらっしゃって、

令和4年3月の時点で障害福祉サービスにはこれだけ

の方がサービスを利用していらっしゃるという状況

です。この障害福祉サービスから企業等の一般雇用

に移られる方というのは年々増えていますが、直近

の数字は若干、減っているのですが、最新の数字で

1万8,599人となっておりまして、約1.9万人が就労系

の障害福祉サービスから企業等の一般雇用へ移って

おられます。 

 障害者総合支援法における就労系障害福祉サービ

スというものは4点ありまして、この4点を総合して

就労系障害福祉サービスと言っております。皆さま

もご承知かと思いますが、就労移行支援事業、それ

から就労継続支援A型事業、就労継続支援B型事業、

就労定着支援事業の4つでございます。 

 一般就労への移行者数、移行率の推移を見ていた

だければと思います。2枚前のスライドでも申し上げ

たように、一般就労への移行というものは、直近の

数字は若干下がっていますが、年々、伸びてきてい

るという状況にございます。就労継続支援A型とB型

の平均賃金、工賃月額の推移をここで見ていただけ

ればと思います。 

 就労継続支援A型事業の平均賃金月額は、直近の数

字で7万9,625円となっておりまして、これは平成27

年度以降、6年連続で増加となっております。就労継

続支援B型事業の平均工賃月額は、最新の数字で1万

5,776円となっておりまして、これは平成21年以降

ずっと増加していたのですが、令和2年度は多少、減

少しております。ここまでがデータ的な話で、この

後、少し施策的な話をさせていただければと思いま

す。 

 これが先の臨時国会に提出されていた、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律等の一部を改正する法律案の概要でして、この法

律案は12月10日に成立しております。中身はいろい

ろ、精神保健福祉法や難病法の改正も一緒にやって

おりますのでたくさんありますが、雇用・就労とい

う点に関しては、この赤字の部分になります。 

 具体的に申しますと、障害者の多様な就労ニーズ

に対する支援および障害者雇用の質の向上の推進と

いうコンセプトで改正を行っておりまして、大きく

3点、改正項目があります。一つ目は①就労アセスメ

ントの手法を活用した就労選択支援という障害福祉

サービスの一類型を創設するとともに、ハローワー

クはこの就労選択支援を受けた者に対して、そのア

セスメント結果を参考に職業指導を実施するという

点。 

 2点目が②雇用義務の対象外である週所定労働時

間10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度知

的障害者および精神障害者に対し、就労機会の拡大

のために実雇用率において算定できるようにする。

3点目が③障害者の雇用者数で評価する障害者雇用

調整金等における支給方法の見直しという点でござ

います。 

これ、全体として令和6年4月1日が施行日ですが、

この①の就労選択支援の関係に関しては、ここに小

さい字で書いてございますが、公布後3年以内の政令

で定める日に施行することになっております。 

 今回の法改正というのは、ポイントとしては、障

害者雇用と障害者福祉が連携して検討した、そして

連携して進めてきたということがあるかと思います。

法律の改正に至る前に、厚生労働省の中でPTを設け

て検討し、それから外部の有識者も交えた検討会も

雇用と福祉が一緒になって開催し、その上で、審議

会もお互い連携しながら進めた上で法改正に至った

というものです。 

 具体的に①の部分の就労アセスメントの手法を活

用した支援の制度化でございますが、これは現状課

題のところを見ていただければと思いますが、これ

まで、障害者の就労能力や適性等については現在も

就労系障害福祉サービスの利用を開始する段階で把

握しているが、それらを踏まえた働き方や就労先の

選択には結び付いていない面や、必ずしも質が担保

されていない面があるというふうな指摘をされてお

りました。 

 このために見直し内容として就労選択支援という

サービスの一類型を創設し、ここで就労アセスメン

トをしっかりやることによって、これを生かしたそ

の後の利用、就労系障害福祉サービスの利用だった

り、あるいはハローワークを利用した一般就労等に

つなげるということが狙いでございます。 

 また同時に、就労中の就労系障害福祉サービスの

一時利用ということも、改正を行っております。今

まで一般企業に雇用された場合は、就労系障害福祉

サービスは原則、使えないことになっていたのです

が、企業等での働き始めに勤務時間を段階的に増や

していく場合、あるいは休職から復職を目指す場合

に両方を併用したほうが効果的ではないかというこ

とで、法令上このようなことができるということを

位置付けております。 

 また、雇用と福祉の連携強化ということも、中に

うたっております。私、思いますに、これまで、例

えば特別支援学校を卒業した方の場合、就労系障害

福祉サービスへ進むのか障害者雇用に進むのかとい

うことが、最初に誰に相談するかで決まっていたよ

うな気がいたします。最初に市町村に相談すると障

害福祉サービスの利用を勧められ、ハローワークに

相談すると一般企業への就労に至るというような形
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があったのではないかなというふうに思います。 

 学校の先生もすごく工夫して調べて、いろいろ対

応してくださっているんですが、やはりこれまでの

つながりとか卒業生の様子を見て、どちらかになっ

てしまうというようなことが多かったのではないか

と思います。就労アセスメントが確立して、うまく

利用できることによって、障害者の方が、より自分

に合った就労先、雇用先というものを選べるように

なるのではないかなというふうに考えております。 

 2点目として、短時間労働者に対する実雇用率の算

定ですが、これは課題といたしまして、障害者雇用

促進法で、今までは事業主に雇用義務が課せられて

いるのは週所定労働時間が20時間以上の労働者でし

た。ただ、障害特性で長時間の勤務が難しい方とい

うのもいらっしゃいますので、こういったニーズも

踏まえまして、週20時間未満の労働時間であれば働

くことができる者の雇用機会の拡大を図ることが必

要というふうに考えられた改正でございます。具体

的に措置する内容は赤枠の中を予定しておりまして、

重度の身体障害者の方、重度の知的障害者の方、そ

れから精神障害者の方を10時間以上20時間未満で

あっても0.5カウントできるようにするということ

を省令で規定する予定でございます。 

 3点目の障害者雇用調整金等の見直しに関しまし

ては、全ての事業主は、社会連帯の理念に基づき、

障害者に雇用の場を提供する共同の義務を有しまし

て、それがかなわない場合、不足1人当たりに関して

納付金を月額5万円、払うことになっています。 

これが未達成企業の場合です。逆に、法定雇用率

を達成している企業に関しましては、超過分1人当た

りに関して、101人以上の企業であれば2万7,000円、

100人以下の企業に関しては報奨金という名で2万

1,000円、支給されていたものが、今後は、この一定

数を超える場合には超過人数分の単価を引き下げる

ということを予定しております。 

 このような改正内容ですが、改正内容に至る前に

は審議会で議論が行われております。障害者雇用に

関しては障害者雇用分科会で、それから障害者の就

労系福祉サービスに関しては障害者部会で議論され

ております。最初に障害者雇用分科会の6月17日の報

告書をここに抜粋させていただきましたので、ご覧

いただければと思います。1点目のアセスメントの強

化、それから2点目の障害者雇用率制度における週所

定労働時間10時間以上20時間未満の障害者の扱い、

3点目の障害者雇用調整金の見直し、全てこの報告書

で考え方が整理されております。 

 また、この報告書の中では、この3点以外にも、そ

の他として掲げられているものがございます。在宅

就業者支援制度の活用促進、それから有限責任事業

組合の算定特例の全国展開、除外率の引き下げによ

る障害者雇用の促進と、障害者雇用に関わるものに

関して、報告書で記載されております。 

 同じように、社会保障審議会の障害者部会でも、

時を同じくして6月13日に障害者の就労支援に関し

て報告書が出されております。この中でも、障害者

の就労支援について現状、課題が整理されておりま

すし、また次のページからはアセスメントに関して

の考え方が整理されております。 

 それから就労選択支援に関しましても、対象者を

どのように考えるかという整理がなされております。

対象者に関しましては、就労系障害福祉サービスを

利用する意向のある方を対象とし、年齢や障害種別

等に関わりなく就労アセスメントの手法を活用した

支援を希望する障害者が利用できることとすべきで

あるとされておりますが、特に必要性が高いと考え

られる方から順番にやっていくべきではないかとい

うことが言われております。 

 1番目として新たに就労継続支援B型を利用する意

向の方、2番目の優先順位としては新たに就労継続支

援A型を利用する意向の者、および標準利用期間を超

えて就労移行支援を更新する意向の方。この方たち

に、特に就労選択支援を利用していただく必要性が

高いのではないかというふうな整理がされておりま

す。このように、障害福祉関係も報告書で整理され

ているわけですが、具体的にイメージ図が障害者部

会で提出されておりますので、これをご覧いただい

て、皆さまにイメージとして、新しくできるサービ

ス、就労選択支援のイメージを描いていただければ

と思います。 

 この上のほうが現状でございます。現状はどう

なっているかと申しますと、課題として、暫定支給

決定等を行ってはいるものの、専門的な支援態勢の

整備が必ずしも十分に行われていない。あるいは就

労アセスメントをしても、その後の本人の働き方や

就労先の選択に関する支援につながっていない。そ

れからB型をずっと利用していく場合に、B型の中で

いろいろな変化があっても、他の選択肢を積極的に

検討する機会が限られている。B型ではなくて他のと

ころに移ったほうがいいのかなと思っても、何とな

くこのまま利用してしまうというような問題があり

ます。 

 それに対して、就労選択支援という新たなサービ

スを利用することによって、最初にアセスメントを

しっかり行うことによって、専門的な支援を受ける

ことができ、また本人にとって何がふさわしいサー

ビスなのか、今後どのように適切に支援を進めて

いったらいいのかということが、ここで明らかにな

ります。また、B型を利用した後も、就労ニーズや能

力等の変化に応じて、必要なサービス、よりふさわ

しいサービスを利用していくということが可能にな
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ります。 

 同じようなことはA型でも言えまして、A型でも申

請段階でサービスを選択する必要があるが、なかな

か十分な情報等がない中で自己理解を進めにくいと

か、就労する事業所が決まった上で暫定的な支給決

定を受けているので、就労する事業所がアセスメン

トを実施するために他の選択肢を持ちにくい、ある

いはA型を利用し始めてしまったら、他の選択肢を積

極的に考えにくいというような問題がありました。

これも同じように、より専門的なサービスを受ける

ことができ、それからアセスメントをしっかり受け

ることができ、A型を利用してからも、よりニーズに

沿ったものは何かということを考える機会が与えら

れるということになります。 

 これは新たなサービスの対象者のイメージでござ

います。特にサービスを利用する可能性が高いのが

B型の方。B型で新たに利用する方で、推計では年間

1万人ぐらいいるのではないか。続いて就労継続支援

A型を新たに利用する方として、推計で年間1.8万人

ぐらいいるのではないかというふうに言われており

ます。 

 同じく障害者福祉の関係で、障害者部会で出され

た報告書の中では、一般就労中の就労系福祉サービ

スの一時的な利用につきましても、考え方が整理さ

れております。これも、障害者の希望する一般就労

の実現を多様な手法で実現するためには、企業等で

の働き始めに週10時間程度から段階的に勤務時間を

増やしていくようなことが有用ではないかというよ

うなことが整理されております。 

 これも同様に、イメージと実態を見ていただくと

分かりやすいかというふうに思います。この一時利

用、就労系福祉サービスを企業に雇用されても一時

利用するというのは、原則、今認められていないわ

けですが、例外的にはございます。具体的に調査結

果を見ていただきますと、調べた事業所のうち175カ

所で、入職時に就労後の職場に段階的に慣れていけ

るように、企業等で働きながらサービスを利用して

いるというものがございます。就労継続支援B型で受

け入れているという実績が、この緑の部分、多くなっ

ておりますが、人数的には就労移行支援で受け入れ

ているというのが多くなっております。 

 支援効果といたしましては、早期の離職がある方

のリスクに対して、継続的に就労サービスで支援を

行うことによって離職の防止につながるであります

とか、20時間未満の短時間等の勤務条件の方に、慣

れた事業所、ずっと通っていた就労系福祉サービス

が支援をすることで、生活リズムやメンタル面での

安定が図れるというようなことが指摘されておりま

す。 

 これは、実際に利用した時のイメージを障害者部

会に提出された資料から取っております。一時利用

を活用する事例のイメージとして、この場合は精神

障害の方を想定していますが、精神障害の方で体調

の波がある場合に、一時利用をしながら段階的に時

間を増やしていく。その間、元の就労系福祉サービ

スで、合理的配慮というのは、こういうことをやっ

ていただいたらどうかというような相談に乗ること

ができます。 

 一時利用を利用する場合の効果として、勤務時間

の延長に向けて通所を継続することで、生活リズム

の維持、段階的な負荷設定と必要な訓練、職場内で

の適切な配慮を受けることが可能になるなどが見込

まれております。 

 精神障害者の次は、休職中の障害者の方が利用す

るイメージを見ていただければと思います。まず、

就職した後、休職に入ってしまった労働者の方。最

初は療養しておりますが、徐々に復帰する前に一時

利用として障害福祉サービスを利用していただいて、

その間に生活リズムを整えたり、集中力を向上させ

たりということが考えられます。それによって、復

職にスムーズにつなげるということができるかと思

います。 

 就労系福祉サービスから一般企業に移る場合、そ

の一般企業に移ってから定着していく時に利用する

というのが考えられます。現行の支援策としては、

就労福祉サービスから企業に就職した場合に、定着

支援を使うか、あるいはジョブコーチ支援等を使う

ことになりますが、この就労系福祉サービスを使う

ことによって、企業と障害福祉サービスが時間延長

や、あるいは本人の変化等について調整することが

可能になって、生活リズムを維持しながら徐々に勤

務時間を増やしていくというようなことが考えられ

ます。 

 続きましては、就労系福祉サービスの報酬改定の

概要を掲げさせていただいております。これは皆さ

ま、もうご案内の内容かと思いますが、令和3年度に

就労系福祉サービスの報酬改定が行われております。

報酬改定は3年ごとに行われておりますので、次の改

訂は令和6年の4月からになります。従いまして、こ

れからは令和6年の報酬改定に向けた議論が始まる

というふうに思います。 

 就労系福祉サービス、いろいろございますが、障

害者の活躍する場が広がっているという意味におい

て幾つかの事例を持ってきましたので、ちょっと古

いものもあるのですが、ご紹介させていただければ

と思います。ここに掲げました二つは、就労継続支

援A型事業所の事例です。 

 就労継続支援A型では、観光と福祉を連携している

この沖縄県のような例もありまして、これは施設外

就労として地域のリゾートホテルの客室清掃業務を
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行っている事例でございます。右側のほうは、観光、

福祉だけではなく、農業と、三つ連携している例で

ございまして、青森県の例ですが、築60年以上の古

民家を活用したカフェで、地元の農家と連携してラ

ンチを提供しているような例でございます。 

 続きましては、就労継続支援事業B型の事例でござ

います。これは東京都の、障害者が高齢者を支える

事例でございまして、外出が難しい高齢者宅へ夕食

の配食や見守りを行っているという事例でございま

す。また、右側は徳島県のセルプ箸蔵の事例ですが、

非常に高齢化が進んでいる地域ですが、障害者の方

が高齢者を見守り、話し相手となることで地域を支

えているというような例です。 

 それから次は、農業と福祉の連携事例です。農福

連携という言葉は最近、非常に広まっておりまして、

障害者だけではなくて、高齢者の方だったり、生活

困窮者の方だったり、あるいは刑務所出所者の方も

含めて、福というのは非常に広く捉えておりまして、

農業と福祉の連携、農福連携と言っております。農

福連携だけではなくて、林業と福祉が連携する林福

連携だったり、水産業と福祉が連携する水福連携

だったり、非常に福祉といろいろな分野が連携して、

地域課題を解決しようという取り組みが広がってお

ります。 

 そのうちの幾つかを紹介させていただければと思

います。左側は神奈川県の進和学園の事例です。進

和学園では、県内農産品を加工・販売して、障害者

の働く場を広げておりまして、すごくおいしそうな

ものが生産されております。また、右側は北海道の

九神ファームめむろの事例ですが、これも農業と加

工の作業を組み合わせて、総菜チェーンや地元の食

堂に販売し、安定収益を上げております。 

 このように障害福祉の事業所で作られたものとい

うのは、最近ではふるさと納税の返礼品にもなって

おりまして、非常に人気だというふうに聞いており

ます。就労継続B型でも同じように、福島県のこころ

んの事例、あるいは石川県の佛子園等の事例もござ

います。私もよく、障害福祉の事業所のクッキーだっ

たり、あるいはマフィンだったりというものを買っ

ております。最近ではオンライン販売も広がってき

て、非常に買いやすくなったなというふうに思いま

す。 

 ただ、障害者が作ったからというだけで、いろい

ろなものを買ってもらえるわけではなくて、リピー

ターになっていただくためには、さまざまな工夫が

必要だというふうに考えております。 

本当に人気商品で売れているものについては、

パッケージだったり、あるいは商品名だったりが工

夫されておりまして、超高級お菓子店のパッケージ

や味にも引けを取らないような商品がいっぱい出て

おりますので、ぜひ皆さんも、検索した上でいろい

ろお買い上げいただければなと思います。 

 障害者雇用のほうも、少し施策を紹介させていた

ければと思います。最初に、もうご存じかと思いま

すが、障害者雇用率制度についてです。障害者雇用

率制度というものは、障害者について、一般労働者

と同じ水準において常用労働者となり得る機会を確

保することとして、常用労働者の数に対する割合を

設定しているものでございます。 

 事業主に、この障害者雇用率達成義務を課してお

ります。計算方法としては、分母に常用労働者数と

失業者数、分子に、対象障害者である常用労働者の

数と失業している対象障害者の数を足したものにし

て計算しております。障害者の雇用率、現行の数字

は、民間企業が2.3％、特殊法人が2.6％、国と地方

公共団体は、国・地方公共団体が2.6％、都道府県等

の教育委員会が2.5％となっておりまして、国や地方

公共団体も毎年、自分のところの障害者雇用率を公

表しております。 

 この推移を見ていただければと思いますが、今が

直近の数値、令和3年でございまして、ここが民間企

業2.3％、特殊法人2.6％となっております。身体障

害者の雇用率が定められたのが、この昭和51年でご

ざいます。知的障害者が算定に入ったのは、この平

成10年。精神障害者が算定に入ったのは平成30年と

なっております。昭和51年10月までは、民間企業は

努力義務でございました。 

 障害者雇用を支えるものとして、主な地域の就労

支援機関、大きく三つご紹介させていただければと

思います。一つ目が全国各地に544カ所あります公共

職業安定所、ハローワークです。新規求職申込み件

数は22万3,000件、就職件数も9万件を超えてござい

ます。二つ目が地域障害者職業センターで、これは

前都道府県に47カ所プラス支所が五つございます。

利用者数が2万7,147人、利用事業所数が2万472カ所

となっております。それから3番目が障害者就業・生

活支援センター。通称、なかぽつセンターと呼ばれ

ているものです。支援対象者数を見ていただきます

と、21万199人というふうになっております。これは

全国に338カ所ございます。 

 一つ一つ見ていただきますと、ハローワークは何

をやっているかと申しますと、ハローワークは障害

者に対してはきめ細かく就職支援をやっております。

また、事業主に対しては、雇用率を達成するために

指導をしたり、あるいは各種助成金を支給して、障

害者雇用を支援しております。また、この障害者と

事業主の間をつなぐべく、就職面接会を開いたり、

就職説明会を開いたりというようなことを行ってお

ります。続いて地域障害者職業センターですが、地

域障害者職業センターでは、職業評価、職業準備支
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援、それからジョブコーチ支援事業というようなこ

とを行っております。 

 また、通称なかぽつセンターは、障害のある方に

対して、就業面の支援だけではなく、生活面の支援

も行っております。就業面の支援といたしましては、

就職に向けた準備、職業準備訓練でありますとか、

あるいは障害者の特性、能力に合った職務を選定す

るお手伝い、また生活面では日常生活や地域生活に

関する助言を行っています。 

 この全国に338センターあるなかぽつセンターで

すが、地域ごとにばらつきがありまして、都道府県

別の数字をここで見ていただければと思います。 

箇所数が多いのは、例えば千葉の16カ所、愛知の

12カ所、大阪、兵庫の18カ所、10カ所、それから福

岡の13カ所となっております。 

 ここでちょっと中高年齢層の障害者の雇用継続の

事例を見ていただければと思います。障害者の方、

若いうちは元気に働けるのですが、加齢に伴って一

般企業で働くことが難しくなるということがござい

まして、中高年齢の障害者にどのように支援してい

くかというのは、勤続年数を伸ばすという意味にお

いても大きな課題だというふうに思っております。 

 ここに三つほど例をあげますが、株式会社シー

エックスカーゴ桶川流通センター、ここでは障害者

の方に対して、勤務時間を柔軟にするとか、あるい

は健康状況に関して情報シートを作成して、健康状

態のフォロー態勢を強化するというようなことを

やっております。また、愛媛県松山市のキホクでは、

ここでも多少のずれがあってもきれいに包装できる

ように機械を変更する、機械という面で支援を行っ

たり、あるいは単独で作業を行えるように配置転換

を行う、あるいは短時間勤務を導入するというよう

なことを行っております。また、最後のこの三重県

の旭電器工業でも、高齢者の継続雇用に向けて配置

転換を行ったり、作業工程を細分化・見える化して

という、障害者の雇用を支援しております。 

 これ、まとめますと、中高年齢層の障害者の雇用

継続で取り組んだ内容としては、大きく7点ありまし

て、勤務時間、休暇制度に関する改善をする、体力

などの変化に応じた職務を見直す、社内のサポート

態勢を整備する、社員の状況や外部の支援機関に関

する情報を集約する、勉強会等の工夫、業務を行い

やすくするための工夫、それから家族や支援機関と

の連携というのがございます。 

 この課題というものを、この下のほうに掲げてお

りますが、高齢・障害・求職者雇用支援機構の調査

研究でまとめております。高齢・障害・求職者雇用

支援機構、通称JEED（ジード）と呼んでおりますが、

JEEDではさまざまな調査研究を行っておりますので、

一度ホームページをご覧になって、どのような調査

研究や支援や事例があるかをご覧いただければと思

います。 

 最後にテレワークの事例を紹介させていただけれ

ばと思います。障害者の方にとって、テレワークが

広がってきたということは非常に有効だというふう

に思っております。地方ではなかなか職場がない場

合も、テレワークによって東京の企業の仕事を自宅

で受けるというようなことが可能になりまして、地

方の障害者の方も東京の企業に就職するというよう

なことが可能になります。 

 この事例1は、ヘルプデスク業務を障害者の方が

行っている事例でございまして、設備としてはウェ

ブ会議ツールを常時接続したというような事例で、

情報通信業の事例でございます。2点目は不動産業の

事例で、企業内容としてはチラシに掲載する間取り

図を作成するというようなものでございます。テレ

ワークも各企業がいろいろ工夫しておりますので、

好事例をぜひご参照いただければと思います。長く

なりましたが、障害者雇用の関係は以上でございま

す。 

 障害者と女性と、両方を紹介させていただきまし

たが、女性雇用の事例、教訓は、障害者の雇用につ

いても応用できることはいろいろあるのではないか

なというふうに思っております。私は、女性が働き

やすい会社、両立支援の整った会社は、他の社員も

働きやすい会社だというふうに思っておりますが、

同様に、障害者の方が働きやすい会社というのは、

一般の方も、例えば勤務時間が柔軟になっていたり、

設備が工夫されていたり、マニュアルがしっかりし

ていたりということで、働きやすい会社だというふ

うに思っておりますので、女性雇用や障害者雇用の

好事例というものは、他の雇用にも生かせるのでは

ないかなというふうに思います。 

 長くなりましたが説明は以上です。ご清聴、あり

がとうございました。
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「働き方に係る国の施策動向
〜障害者と⼥性を中⼼に〜」

厚⽣労働省⼤⾂官房参事官 源河真規子

本⽇の流れ

１ ⼥性雇⽤関係
データ、施策

２ 障害者雇⽤・就労関係
データ、施策

２

「志は高く」

編者︓⾚松良⼦
株式会社 有斐閣
１９９０年発⾏

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

アイスランド(0.908)

1位/146か国

日本(0.650)

116位/146か国

平均(0.681)

経済参画(0.564)

教育(1.000)政治参画(0.061)

健康(0.973)

（備考） １．世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書(2022)」より作成
２．スコアが低い項目は赤字で記載
３．分野別の順位：経済（121位）、教育（1位）、健康（63位）、政治（139位）

・労働参加率の男女比
・同一労働における賃金の男女格差
・推定勤労所得の男女比

・管理的職業従事者の男女比
・専門・技術者の男女比

・出生児性比
・健康寿命の男女比

・識字率の男女比
・初等教育就学率の男女比
・中等教育就学率の男女比

・高等教育就学率の男女比

・国会議員の男女比
・閣僚の男女比
・最近50年における

行政府の長の在任年数の男女比

・スイスの非営利財団「世界経済フォーラム」が公表。男性に対する女性の割合（女性の数値/男性の数値）を示して
おり、０が完全不平等、１が完全平等。

・日本は146か国中116位。「教育」と「健康」の値は世界トップクラスだが、「政治」と「経済」の値が低い。

ジェンダー・ギャップ指数（GGI）2022年
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出典：総務省「労働力調査（基本集計）」より作成

女性就業者の推移

＋約340万人

(年)

（万人）

女性就業者数は、コロナの影響により、2020年は前年より減少したが、９年間(2012～21年)で約340万
人増加。
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労働力率 潜在的労働力率

女性の年齢階級別労働力率と潜在的労働力率（2021年)

（資料出所）総務省「労働力調査」、「労働力調査（詳細集計）」より、厚生労働省雇用環境・均等局作成

女性の年齢階級別労働力率はM字カーブを描いている。また、労働力率と潜在的労働力率の差は大きく、
就業を希望する女性の数は171万人にのぼる。

就業希望者数
(女性)：171万人

潜在的労働力率 ＝
人口（15歳以上）

就業者＋失業者＋就業希望者
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民間企業 管理職相当の女性割合の推移

部長、課長、係長に就く女性割合は近年上昇傾向にあるが、上位の役職ほど
割合が低い。

（備考） １．各年６月時点、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。
２．常用労働者100人以上を雇用する企業に属する労働者のうち、雇用期間の定めがない者における役職者。
３．管理職の定義について ・部長級：事業所で通常｢部長｣又は「局長」と呼ばれている者であって、その組織が２課以上からな

り、又は、その構成員が20人以上（部（局）長を含む。）のものの長 ・課長級：事業所で通常「課長」と呼ばれている者であっ
て、その組織が２係以上からなり、又は、その構成員が10人以上（課長を含む。）のものの長。

成果目標
（第５次男⼥共同参画基本計画）

30％（2025年）

18％（2025年）

12％（2025年）

係⻑相当職

課⻑相当職

部⻑相当職

(年)

(％)
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一般労働者の平均勤続年数の推移

女性一般労働者の継続就業は進んでいるが、平均勤続年数は男性よりいまだ短い。

資料出所：厚生労働省「令和３年賃金構造基本統計調査」

注１）平成30年調査から、常用労働者の定義が変更されている。（変更前：１か月を超える期間を定めて 雇われている者、
変更後：１か月以上の期間を定めて雇われている者）

注２）平成30年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」を除外して
いる。

注３）令和２年から、推計方法が変更されている。
注４）平成18年～令和元年分については、データの一部に遡及推計値を用いている。
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昭和

令和

男⼥間賃⾦格差

○男⼥間賃⾦格差は⻑期的には縮⼩傾向にある。
○男⼥間賃⾦格差の要因で最も大きいのは、役職の違い（管理職比率）であり、次いで勤続年数
の違いとなっている。

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を用いて厚生労働省雇用環境・均等局作成

男女間賃金格差（※）の推移

1 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。
2 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所定
労

働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。平成16年
まで「パートタイム労働者」の名称で調査していたが、定義は同じである。

3 「正社員・正職員」とは、事業所で正社員、正職員とする者をいう。
4 平成30年調査から、常用労働者の定義が変更されている。（変更前：１か月を超える期間を定めて雇われて

いる者、変更後：１か月以上の期間を定めて雇われている者）
5 平成30年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」を

除外している。
6 令和２年から、推計方法が変更されている。
7 平成18年～令和元年分については、データの一部に遡及推計値を用いている。

（年）

昭和 平成

（※）男性労働者の所定内給与額を100.0としたときの、女性労働者の所定内給与額の値 男女間賃金格差の要因（単純分析）（令和３年）

調整した事項
男女賃金格差 男⼥間格差の

縮⼩の程度
②－①男⼥間格差

（原数値）①
男⼥間格差

（調整済み）
②

役職

75.2

85.0 9.8

勤続年数 79.3 4.1

学歴 77.1 1.9

労働時間 77.5 2.3

年齢 75.9 0.7

企業規模 75.2 0.0

産業 73.0 -2.2

（注） １ 「調整前（原数値）」は男性100に対する、実際の女性の賃金水準
２ 「調整後」は女性の各要因の労働者構成が男性と同じと仮定した場合の賃金水準
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⽇英独仏の男⼥間賃⾦格差（OECD）

厚 ⽣ 労 働 省 の こ れ ま で の 取 組
• 昭和60年〜 男⼥雇⽤機会均等法に基づき、企業における募集・採⽤・配置・昇進に関する均等待遇の確保等を推進。
• 平成22年 男⼥間賃⾦格差の要因を分析（平成22年研究会報告）。役職や勤続年数の差異が、⼤きな要因となっていることを解明。
• 平成27年 ⼥性活躍推進法に基づき、個々の企業における状況把握・目標設定・情報公表を通じ、⼥性活躍推進のPDCAサイクルを廻す取組を開始。
• 令和元年 ⼥性活躍推進法を改正し、中⼩企業に適⽤拡⼤、状況把握を⾒直し（男⼥の賃⾦の差異を選択項目に追加）、情報公表を拡充（⼤企業は２項目公表）。
• 令和4年7月 ⼥性活躍推進法に基づく省令を改正し、常⽤労働者数301⼈以上の事業主に対して、男⼥の賃⾦の差異の把握・公表を義務付け。
（参考︓諸外国における近年の取組）
• イギリス︓2017年 男⼥間賃⾦格差に関する情報公表を義務付け（労働者数250⼈超の官⺠の組織が対象）
• フランス︓2001年 男⼥間賃⾦格差を団体交渉事項に追加。 2018年 男⼥間賃⾦格差を含む男⼥平等指標の公表を義務付け（労働者数50⼈以上の企業が対象）
• ドイツ ︓2017年 男⼥の賃⾦の公平性に関する報告書の公表を義務付け（労働者数500⼈以上の会社が対象）

資料出所︓OECD Stat.データ（各国のフルタイム労働者について男性と⼥性の賃⾦（中位数）の差を男性の賃⾦で除したもの）

（年）

（％）

（備考）１．総務省「社会生活基本調査」より作成。
２．「家事・育児関連時間」は、「家事」、「介護・看護」、「育児」、「買い物」の合計（週全体）。

夫婦の仕事時間、家事・育児関連時間（末子の年齢別）（2021年）

• 妻の就業の有無に関わらず、夫の家事・育児時間は妻に比べて短い。
• 妻の家事時間は、末子の年齢が上がるにつれて、長くなる傾向。
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【資料出所】株式会社日本能率協会総合研究所
「令和２年度仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業 報告書」

仕事と⽣活の両⽴をめぐる現状
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妊娠・出産を機に退職した理由 （複数回答）

【資料出所】 国立社会保障・人口問題研究所 「第１６回出生動向基本調査（夫婦調査）」

政府目標： 第１子出産前後の女性の継続就業率 70％（令和７年）

①自分の気力・体力がもたなそうだった（もたなかった） （59.3%）

②勤務先に育児との両立を支援する雰囲気がなかった （33.3%）

③制度は整備されていたが、勤務先で短時間勤務制度や残業を免除する制度などの

両立できる働き方の制度を利用出来そうになかった（できなかった） （29.6％）

④夕方から夜間（18時～21時）までの時間帯に勤務時間があった（シフト制などによる

ものも含む） （29.6％）

⑤配偶者・パートナーの協力が得られなかった、配偶者・パートナーが辞めることを

希望した （25.9％）

⑥勤務先に短時間勤務制度や残業を免除する制度などの両立できる働き方の制度が

整備されていなかった （22.2％）

両立が難しかった具体的理由 （複数回答）

○ 約７割の女性が第１子出産後も就業継続している。 ○ 妊娠・出産を機に退職した理由を見ると、「両立の難しさで辞め
た」（41.5％）、「転勤等で就業継続が困難」（26.2％）（※対象：末子妊

娠判明当時の仕事を辞めた、現在は就業中の女性正社員）

第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化

（※）（ ）内は出産前有職者を100として、出産後の継続就業者の割合を算出

（注１）就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化をみたもの。
（注２）上記グラフは、対象期間（例：2015～2019）中に出産した女性の就業変化を表している。
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育児休業取得率の推移

○育児休業取得率は、⼥性は８割台で推移している一⽅、男性は上昇傾向にあるものの⼥性に
⽐べ低い⽔準となっている（令和3年度︓13.97％）。

資料出所︓厚⽣労働省「雇⽤均等基本調査」

（※） 平成22年度以前調査においては、調査前年度の１年間。
（注） 平成23年度の［ ］内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

育児休業取得率＝ 出産者のうち、調査年の10月1日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数
調査前年の9月30日までの１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数
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次の（１）・（２）について、常用労働者数が101人以上の事業主は義務、100人以下の事業主は努力義務

２ 事業主行動計画等

✎ 行動計画の必須記載事項▶目標（省令で定める項目に関連した定量的目標） ▶取組内容 ▶実施時期 ▶計画期間

✎ 情報公表の項目 （省令で規定）
①女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績、②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績について、▶常用労働者数301人以上の事業主（義務） ①から男女の賃金の差異を含めた２項目以上と②から１項目以上（計３項目以上）を公表▶常用労働者数101人以上300人以下の事業主（義務） ①及び②の全ての項目から１つ以上公表▶常用労働者数100人以下の事業主（努力義務） ①及び②の全ての項目から１つ以上公表

▶ 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）。▶ 地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内における推進計画を策定（努力義務）。

１ 基本方針等

✎ 認定基準は、業種毎・企業規模毎の特性等に配慮し、省令で規定

① 制定時：平成27年９月４日公布・施行（事業主行動計画等に関する部分は平成28年４月１日施行）。 10年間（令和７年度末まで）の時限立法。

② 改正時：令和元年６月５日公布、令和２年６月１日施行（状況把握・目標設定については令和２年４月１日施行、101人～300人事業主への適用拡大については

令和４年４月１日施行）。

③ 改正法施行（令和２年６月１日）５年後の検討。

④ 省令等改正（301人以上事業主について、男女の賃金の差異の把握・公表を義務化：令和４年７月８日公布・同日施行）

３ その他（施行期日等）

（１） 企業におけるPDCAを促し、女性活躍の取組を推進

⇒ 自社の女性の活躍に関する状況把握・課題分析、及びこれを踏まえた行動計画の策定・届出・公表

（指針に即した行動計画を策定・公表（労働者への周知含む）） ※常用労働者数301人以上の事業主は、男女の賃金の差異の把握が義務化

（２） 女性の職業選択に資するよう、企業の情報公表を促進

⇒ 女性の活躍に関する情報公表

（３） 認定制度によるインセンティブの付与

⇒ 優良企業を認定し、認定マーク「えるぼし」「プラチナえるぼし」の利用を可能に

（４） 履行確保措置

⇒ 厚生労働大臣（都道府県労働局長）による報告徴収・助言指導・勧告
情報公表に関する勧告に従わなかった場合に企業名公表ができることとする。

⼥性の職業⽣活における活躍の推進に関する法律概要（⺠間事業主関係部分） ⼥性の職業⽣活における活躍の推進に関する法律に基づく
一般事業主⾏動計画等に関する省令等の改正概要

情報公表項目への追加

○ 情報公表の項目に、「男⼥の賃⾦の差異」を追加し、

・常⽤労働者数が301⼈以上規模の企業は、必須項目、

・常⽤労働者数が101〜300⼈規模の企業は、選択項目、

・常⽤労働者数が1〜100⼈規模の企業は、努⼒義務、とする。
企業規模 改正前 改正後

301⼈以上 ２項目開示義務
・｢機会提供｣８項目から１項目選択
｢両⽴｣７項目から１項目選択

３項目開示義務
・男⼥の賃⾦の差異（必須）
・｢機会提供｣８項目から１項目選択
・｢両⽴｣７項目から１項目選択

101⼈〜300⼈ １項目開示義務
・15項目（｢機会提供｣８項目＋｢両⽴｣

７項目））から１項目

１項目開示義務
・16項目（男⼥の賃⾦の差異＋｢機会提供｣８項目＋

｢両⽴｣７項目）から１項目選択

１⼈〜100⼈ 努⼒義務 努⼒義務

※301⼈以上の企業については、男⼥の賃⾦の差異の情報公表の必須化に伴い、状況把握に
ついても必須化。

令和４年７月８日改正、同日施⾏

状況把握・目 標設 定 、 情 報公 表 の 対 象 事項 対照表 改正後

状況把握・目標設定（16項目＋8項目） 情報公表（9項目＋7項目）

①⼥性労
働者に対
する職業
⽣活に関
する機会
の提供

①採⽤した労働者に占める⼥性労働者の割合（区） ①採⽤した労働者に占める⼥性労働者の割合（区）

②男⼥別の採⽤における競争倍率（区） ②男⼥別の採⽤における競争倍率（区）

③労働者に占める⼥性労働者の割合（区）（派） ③労働者に占める⼥性労働者の割合（区）（派）

④男⼥別の配置の状況（区） ー

⑤男⼥別の将来の育成を目的とした教育訓練の受講の状況（区） ー

⑥管理職及び男⼥の労働者の配置・育成・評価・昇進・性別役割分担意識その他の職場風⼟等に関する意識（区）
（派︓性別役割分担意識など職場風⼟等に関する意識） ー

⑦管理職に占める⼥性労働者の割合 ④管理職に占める⼥性労働者の割合

⑧各職階の労働者に占める⼥性労働者の割合及び役員に占める⼥性の割合
⑤係⻑級にある者に占める⼥性労働者の割合

⑥役員に占める⼥性の割合

⑨男⼥別の１つ上位の職階へ昇進した労働者の割合 ー

⑩男⼥の⼈事評価の結果における差異（区） ー

⑪セクシュアルハラスメント等に関する各種相談窓口への相談状況（区）（派） ー

⑫男⼥別の職種⼜は雇⽤形態の転換の実績（区）（派︓雇い⼊れの実績） ⑦男⼥別の職種⼜は雇⽤形態の転換実績

⑬男⼥別の再雇⽤⼜は中途採⽤の実績（区） ⑧男⼥別の再雇⽤⼜は中途採⽤の実績

⑭男⼥別の職種若しくは雇⽤形態の転換者、再雇⽤者⼜は中途採⽤者を管理職へ登⽤した実績 ー

⑮非正社員の男⼥別のキャリアアップに向けた研修の受講の状況（区） ー

⑯男⼥の賃⾦の差異（全・正・パ有） ー ⇒⑨男⼥の賃⾦の差異（全・正・パ有）
②職業⽣
活と家庭
⽣活との
両⽴に資
する雇⽤
環境の整
備

①男⼥の平均継続勤続年数の差異（区） ①男⼥の平均継続勤続年数の差異

②10事業年度前及びその前後の事業年度に採⽤された労働者の男⼥別の継続雇⽤割合（区） ②10事業年度前及びその前後の事業年度に採⽤された労働者の男⼥別の継続雇⽤割合

③男⼥別の育児休業取得率及び平均取得期間（区） ③男⼥別の育児休業取得率（区）

④男⼥別の職業⽣活と家庭⽣活との両⽴を⽀援するための制度（育児休業を除く）の利⽤実績（区） ー

⑤男⼥別のフレックスタイム制、在宅勤務、テレワーク等の柔軟な働き⽅に資する制度の利⽤実績 ー

⑥労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間（健康管理時間）の状況 ④労働者の一月当たりの平均残業時間

⑦雇⽤管理区分ごとの労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間（健康管理時間）の状況（区）（派） ⑤雇⽤管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均残業時間（区）（派）

⑧有給休暇取得率（区）（派）
⑥有給休暇取得率

⑦雇⽤管理区分ごとの有給休暇取得率（区）

下線の状況把握に関する4つの必須項目に加えて、301⼈以上企業は
男⼥の賃⾦の差異も状況把握が必須（目標設定は必須項目なし） 男⼥の賃⾦の差異を追加し、301⼈以上企業は公表必須項目

状況把握の
局面では、
把握するこ
とを推奨

（指針）し
ており、
301⼈以上
企業は情
報公表の
必須化に
伴い、状
況把握も
必須化

101〜300
⼈以下企
業は男⼥
の賃⾦の
差異を含
めた16項
目から1
項目以上
を公表

301⼈以上
企業は、
男⼥の賃
⾦の差異
（必須）
＋8項目
から1項
目以上を

公表301⼈以上企業︓
男⼥の賃⾦の差異は
正規雇⽤労働者、
パート・有期社員
（非正規雇⽤労働

者）、全ての労働者
の3区分について算出

※（区）･･･雇⽤管理区分ごとに対応する項目、（派）･･･派遣労働者を含めて対応する項目

301⼈以上
企業は7項
目から1項
目以上を

公表

男⼥の賃⾦の差異（※）
（男性の賃⾦に対する⼥性の賃⾦の割合）

全労働者 XX.X％
正社員 YY.Y％

パート・有期社員 ZZ.Z％

算出の前提とした重要な事項を記載すること。
例えば、

・賃⾦から除外した手当がある場合には、その具体的な名称等
・正規雇⽤労働者、非正規雇⽤労働者については、個々の事業

主における呼称等に即して、どのような労働者が該当して
いるか

「男⼥の賃⾦の差異」以外の情報を任意で追加的に公表可能
• 求職者等に対して、⽐較可能な企業情報を提供するという目的から、「男⼥の賃⾦の差異」は、すべての事業主が共通の計算⽅法で数値を公表する必要

がある。
• その上で、「男⼥の賃⾦の差異」の数値だけでは伝えきれない⾃社の実情を説明するため、事業主の任意で、より詳細な情報や補足的な情報を公表する

ことも可能。

• ⾃社の⼥性活躍に関する状況を、求職者等に正しく理解してもらうためにも、『説明欄』等を有効活⽤することが望ましい。

任意の追加的な情報公表の例
 ⾃社における男⼥間賃⾦格差の背景事情がある場合に、追加情報として公表する。

例えば、⼥性活躍推進の観点から、⼥性の新卒採⽤を強化した結果、前年と⽐べて相対的に賃⾦⽔準の低い⼥性労働者が増え、男⼥賃⾦格差が前事
業年度よりも拡⼤した、など。

 より詳細な雇⽤管理区分（正規雇⽤労働者を正社員、勤務地限定正社員、短時間正社員に区分する等）での男⼥の賃⾦の差異や、属性（勤続年数、
役職等）が同じ男⼥労働者の間での賃⾦の差異を、追加情報として公表する。

 契約期間や労働時間が相当程度短いパート・有期労働者を多数雇⽤している場合に、次のような⽅法で男⼥の賃⾦の差異を算出し、追加情報とし
て公表する。

・正社員、パート・有期労働者それぞれの賃⾦を１時間当たりの額に換算する

 時系列で男⼥の賃⾦の差異を公表し、複数年度にわたる変化を示す。

男⼥の賃⾦の差異の公表例

対象期間︓令和４事業年度（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）（必須）
賃⾦︓基本給、超過労働に対する報酬、賞与等を含み、退職手当、通勤手当等を除く。
正社員︓出向者については、当社から社外への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。
パート・有期社員︓期間⼯、パートタイマー、嘱託を含み、派遣社員を除く。

公表日︓2023年4月25日
⼩数点第２位を四捨五入し、⼩数点第１位まで表示（必須）。

仕事と⽣活の両⽴⽀援対策の概要

 子が満１歳（※１）まで（※２）の育児休業
※１ 両親ともに育児休業を取得した場合、１歳２ヶ月（パパ・ママ育休プラス）
※２ 保育所等に⼊所できない場合等は最⻑２歳まで

 出生時育児休業（産後パパ育休）（子の出生後８週間以内に４週間まで）
※令和４年１０月１⽇施⾏

 子が３歳に達するまでの短時間勤務制度、所定外労働の免除、
⼩学校就学前の子の看護休暇（年５⽇（２⼈以上であれば年10⽇））

 介護休業（93⽇、３回までの分割取得可）

 介護休暇（年５⽇（２⼈以上であれば年10⽇））、介護のための短時間
勤務制度、所定外労働の免除

 育児休業や介護休業を取得したこと等を理由とする解雇その他の不利益取
扱いの禁止

 個別周知・意向確認、育児休業を取得しやすい雇用環境整備措置 等

 育児休業給付（180⽇までは賃⾦の67％、以降は50％）、介護
休業給付（賃⾦の67％相当）

 社会保険料（健康保険、厚生年⾦保険）免除等
※育児休業のみ

仕事と子育てを両⽴しやすい環境の整備等に関する⾏動計画の策
定・届出・公表・従業員への周知 （101⼈以上は義務、100⼈以
下は努⼒義務）

 一定の基準を満たした企業を認定

くるみん認定、プラチナくるみん認定、 トライくるみん認定、プラス認定マーク▲

法律に基づく両⽴⽀援の取組

育児休業等両⽴⽀援制度の整備（育児 ・介護休業法）
 ⼥性の継続就業率

現状:69.5% （2021年）→ 目標:70％（2025年）
 男性の育児休業取得率

現状:13.97% （2021年度）→ 目標:30％（2025年）

休業中の経済的⽀援

次世代育成⽀援対策推進法に基づ く事業主の取組推進

主な数値目標

 両⽴⽀援に取り組む事業主へ助成⾦を⽀給
・男性の育児休業等取得を⽀援した場合
・介護休業の円滑な取得・復帰や介護両⽴⽀援制度の利用を⽀援した場合
・育児休業の円滑な取得・復帰や、代替要員を確保し休業取得者を原職等
に復帰させた場合 等

 イクメンプロジェクトの実施
男性の仕事と育児の両⽴⽀援の促進のため、労働者や⼈事労務担当者等を
対象としたセミナー等を実施

両⽴⽀援制度を利⽤しやすい職場環境づくり

 中⼩企業で働く労働者の育児休業取得・円滑な職場復帰⽀援のため
の「育休復帰⽀援プラン」や、介護離職防止のための「介護⽀援プラン」
の策定・利用⽀援

 「介護離職を予防するための両⽴⽀援対応モデル」の普及促進
 「⼥性の活躍・両⽴⽀援総合サイト両⽴⽀援のひろば」による情報提供
 「仕事と介護を両⽴できる職場環境」の整備促進のため、シンボルマーク

「トモニン」の普及促進

妊娠
判明

産前
６週間

出産
（予定）日

産後
８週間 １歳

１歳
６ヶ月 ３歳 就学

所定労働時間の短縮措置等
【原則】 短時間勤務制度 （１日の所定労働時間が６時間以下）

〈短時間勤務制度を講じることが困難と認められる業務の代替措置〉
・育児休業に関する制度に準じる措置
・フレックスタイムの制度
・始業又は終業時間を繰り上げ、繰り下げる制度（時差出勤）
・保育施設の設置運営、その他これに準ずる便宜の供与

所定外労働の制限
・労働者の請求で、所定労働時間を超える労働を禁止
・１回につき、１月以上１年以内の期間で、何回も請求できる

時間外労働・深夜業の制限
・労働者の請求で、制限時間（１ヶ月２４時間、１年１５０時間）を超える労働を禁止
・時間外労働の制限は、１回につき１月以上１年以内の期間で、何回でも請求できる
・労働者の請求で、午後１０時から午前５時における労働を禁止
・深夜業の制限は、１回につき１月以上６月以内の期間で、何回でも請求できる

子の看護休暇
・病気・けがをした子の看護、予防接種・健康診断を受けさせるために、取得できる
・子供１人の場合年に５日、２人以上の場合年に１０日が付与される（時間単位で利用可）

妊娠・出産・育児期の両立支援制度

軽易業務への転換

産前休業

坑内業務・危険有害業務の就業制限坑内業務・危険有害業務の就業制限

妊婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

産婦の時間外・休日労働・
深夜業の制限

男性は子の出生
日（又は予定日）
から取得可能

始業時刻の変更等、又はそれに準ずる措置

所定労働時間
の短縮、又はそ
れに準ずる措

置

所定外労働の
制限、又はそれ
に準ずる措置

：労基法上の制度

：育介法上の制度

：育介法上の努力義務

：均等法上の制度

育児時間
（１日２回 各３０分以上）

産後休業

育児休業、
又はそれに準ずる措置

育児休業
（一定の場合、最長２歳まで取得可）

２歳

育児目的休暇

母性健康管理の措置（保健指導又は健康診査を受けるための時間の確保、指導事項を守ることができるようにするための措置）

出生時育児
休業（産後
パパ育休）
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男性の育児休業取得促進のための出生時育児休業【産後パパ育休】の創設、
育児休業の分割取得

R4.10前後の制度の概要
産後パパ育休（R4.10.1〜）

育休とは別に取得可能
育休制度

（R4.10.1〜）
育休制度
（改正前）

対 象 期 間
取得可能⽇数

子の出⽣後８週間以内に
４週間まで取得可能

原則子が１歳
（最⻑２歳）まで

原則子が１歳
（最⻑２歳）まで

申 出 期 限 原則休業の２週間前まで 原則１か月前まで 原則１か月前まで

分 割 取 得 分割して２回取得可能
(初めにまとめて申し出ることが必要)

分割して２回取得可能
（取得の際にそれぞれ申出） 原則分割不可

休業中の就業 労使協定を締結している場合に限り、労働者が合
意した範囲で休業中に就業することが可能 原則就業不可 原則就業不可

１ 歳 以 降 の
延 ⻑ 育休開始⽇を柔軟化※１ 育休開始日は１歳、

１歳半の時点に限定

１ 歳 以 降 の
再 取 得

特別な事情がある場合に限り
再取得可能※２ 再取得不可

※１ １歳（１歳６か月）以降の育児休業について、期間の途中で配偶者と交代して育児休業を開始できるようにする観点から、育休開始⽇について、１歳（１歳６か月）時点
に加え、配偶者が１歳（１歳６か月）以降の育児休業を取得している場合には、その配偶者の休業の終了予定⽇の翌⽇以前の⽇を育児休業開始予定⽇とできるようになります。

※２ １歳以降の育児休業が、他の子についての産前・産後休業、産後パパ育休、介護休業または新たな育児休業の開始により育児休業が終了した場合で、産休等の対象だった子
等が死亡等したときは、再度育児休業を取得できます。

雇用環境の整備など
について、法を上回る
取組を労使協定で定
めている場合は、
１か月前までとできる

制度改正により実現できる働き⽅・休み⽅（イメージ）

ピンク色の矢印が、
今回の改正で新たに
できるようになったことです

令和４年９月末まで

⺠間企業における⼥性活躍促進事業

中小企業を中心とした企業を対象に、説明会・相談会の開催、アドバイザー
による無料の支援を実施中です。

詳しくは専用ＨＰをご覧ください。 https://joseikatsuyaku.com/専用ＨＰ：

詳しくは、

専用ＨＰを

ごらんください。

■「イクメンプロジェクト」とは

○積極的に育児をする「イクメン」及び「イクメン企業」を周知・広報・⽀援するプロジェクト（H22年度から実施）
○男性の育児休業取得促進に向けた企業の取組を促進するセミナーの開催、男性が育児休業中にしっかり育児に向き合う
ことを後押しする取組の普及・促進、企業が男性育休促進に取り組む上での課題・解決等をまとめたマニュアルの作成・
普及等により男性の育休取得促進を強⼒に進める。

○経営層・企業向けセミナー・若年層セミナーの実施
企業の取組を促進する経営層・企業向けセミナー、今後育児を担う若年層向けセミナーの開催

○企業内セミナー等の取組促進（社内セミナー活⽤動画・研修資料等の提供）
企業の取組を促進するため、社内セミナー研修動画や資料等を提供

○好事例の展開及び実践マニュアルの周知
・育児休業等を取得しやすい雇⽤環境整備の効果的な取組事例などを収集し、公式サイトや

シンポジウム等で展開
・企業が男性育休促進に取り組む上での課題と解決策等をまとめた対応実践マニュアルを作成・

普及
○普及啓発資料（ポスター・読本・リーフレット）の作成

⽗親向けの読本、ミニリーフレットを作成し、市町村⺟子保健窓口とも連携して配布

○普及啓発キャンペーンの実施
雑誌とのタイアップ記事掲載、シンポジウムの開催

○公式サイトによる情報発信
育児・介護休業法の周知やイクボス宣言・育児体験談等の投稿を促すとともに、⾃治体の
取組紹介ページを充実させるなど、参加型サイトとして情報発信
（https://ikumen-project.mhlw.go.jp/）

主な事業内容

男性の育児休業取得促進事業（イクメンプロジェクト）

本⽇の流れ

１ ⼥性雇⽤関係
データ、施策

２ 障害者雇⽤・就労関係
データ、施策

障害者数について

総数 在宅者

施設入所者
身体・知的障害

者更生施設等入

所者や入院患者

18歳以上

65歳未満

身体障害児・者 ４３６．０ ４２８．７ １０１．３ ７．３

知的障害児・者 １０９．４ ９６．２ ５８．０ １３．２

精神障害者 ４１９．３ ３８９．１ ２１７．２* ３０．２

総 計 ９６４．７ ９１４．０ ３７６．５ ５０．７

（単位：万人）

○ 身体・知的・精神障害者の総数は約965万人。うち18歳以上65歳未満の在宅者は約377万人。

*  精神障害者については20歳～65歳未満

・身体障害児・者のうち、在宅者は、厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）、施設入所者は厚生労働省「社会福
祉施設等調査」（平成30年）等

・知的障害児・者のうち、在宅者は、厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）、施設入所者は厚生労働省「社会福
祉施設等調査」（平成30年）、精神障害者数は、厚生労働省「患者調査」（平成29年）
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合 計
18歳未満 18〜39歳 40〜64歳 65歳以上 不詳

身体障害児・者
（在宅者）

４２８．７
（100％）

６．８
（1.6％）

１８．２
（4.2％）

８３．１
（19.4％）

３１１．２
（72.6％）

９．３
（2.2％）

知的障害児･者
（在宅者）

９６．２
（100％）

２１．４
（22.2％）

３４．７
（36.1％）

２３．３
（24.2％）

１４．９
（15.5％）

１．８
（1.9％）

精神障害者
（在宅者）

３８９．１
（100％）

２７．３
（※1）

（7.0％）

７１．８
（※2）

（18.5％）

１４５．
４

（37.4％）

１４４．５
（37.1％）

０．７
（0.2％）

（単位:万人）

年齢別の障害者数（在宅者）について

身体障害児・者数、知的障害児・者数は、厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）
精神障害者数は、厚生労働省「患者調査」(平成29年) 

※１ 20歳未満の数値
※２ 20～39歳の数値

＊（ ）内は、構成比。数値は四捨五入しているため、年齢別の合計が100にならない場合もある。
＊精神障害については、患者数をもとにしたデータであり、精神障害者保健福祉手帳

を所持しているのは、その一部であることに留意が必要。
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精神障害者

知的障害者

身体障害者

法定雇用率1.8% 1998.7.1

法定雇用率1.6% 1988.4.1～

56.1

法定雇用率2.2%  2018.4.1～

○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 59.8万人 （身体障害者35.9万人、知的障害者14.1万人、精神障害者9.8万人）
実雇用率 2.20％ 法定雇用率達成企業割合 47.0％

○ 雇用者数は18年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

（2021年6月1日現在）

（万人）
（％）

法定雇用率2.0% 2013.4.1～

法定雇用率1.5% 1976.10.1～

53.5

49.6

59.8
57.8

出典：障害者雇用状況の集計結果

障害者雇⽤の状況

法定雇用率2.3%  2021.3.1～

障害者雇用の状況

（令和３年６月１日現在）

○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 59.8万人 （身体障害者35.9万人、知的障害者14.1万人、精神障害者9.8万人）
実雇用率 2.20％ 法定雇用率達成企業割合 47.0％

○ 雇用者数は18年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

出典：障害者雇用状況の集計結果
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企業規模別実雇用率 企業規模別達成企業割合(%) (%)

2.02

2.42

2.2
0

2.20

2.08

1.81
45.2

50.6

47.0

41.7

42.9

55.9

※平成24年までは56～100人未満、平成29年までは50～100人未満
※令和２年までは45.5～100人未満
※令和３年からは43.5～100人未満

※平成24年までは56～100人未満、平成29年までは50～100人未満
※令和２年までは45.5～100人未満
※令和３年からは43.5～100人未満

○ 全体として実雇用率は順調に伸びているものの、特に中小企業の取組が遅れている。

出典：障害者雇用状況報告

障害者の雇用の状況（企業規模別）

(1,000人以上)

(500～1000人未満)

(100～300人未満)

(43.5 ～100人未満)※

(300～500人未満)

(全体)

(500～1000人未満)

(1,000人以上)

(300～500人未満)

（全体）

(100～300人未満)

(43.5～100人未満)※

障害者の平均勤続年数の推移

○ 障害者の平均勤続年数については、全体として、精神障害の場合には短い傾向が見られる。

身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者

平成10年 １２年０ヶ月 ６年１０ヶ月 － －

平成15年 １０年０ヶ月 ９年３ヶ月 ３年９ヶ月 －

平成20年 ９年２ヶ月 ９年２ヶ月 ６年４ヶ月 －

平成25年 １０年０ヶ月 ７年９ヶ月 ４年３ヶ月 －

平成30年 １０年２ヶ月 ７年５ヶ月 ３年２ヶ月 ３年４ヶ月

出典：障害者雇用実態調査結果報告書（平成10、15、20、25、30年度）（厚生労働省障害者雇用対策課）

※ 勤続年数：事業所に採用されてから調査時点（平成10年～25年：11月1日、平成30年：６月１日）までの勤続年数をいう。
ただし、採用後に身体障害者、精神障害者又は発達障害者であることが明らかとなった者の勤続年数は、身体障害者手帳、精
神障害者保健福祉手帳又は精神科医の診断書により企業が把握した年月（ただし、身体障害者、精神障害者又は発達障害者
であることを把握した年月が明らかでないときは、手帳等の交付日（診断日））を起点とした。

（備考）１．厚生労働省「平成30年度障害者雇用実態調査」の調査票情報を職業安定局障害者雇用対策課において特別集計して作成。
ただし、産業別・規模別の復元を行っていない参考値であり、復元値を用いた実態調査の報告書の数値とは異なることに留意が必要。

２．一般の賃金については厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(2019）による（企業規模10人以上の「きまって支給する給与」）
３．19歳以下、20-24歳、60-64歳及び65歳の年齢階級はサンプル数が少ない（50以下）区分があることに留意

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

歳

（千円）

精神男

○ いずれの障害の種類においても、男女間の賃金格差がみられる。
○ 身体障害者の賃金格差は一般と比べるとやや大きいが、知的・精神の賃金格差は一般と比べると小さい。

男女別平均賃金（年齢別及び障害の種類別）

身体男

身体女

精神女

知的男
知的女

男女別平均賃金（2018年） 男女の賃金格差（2018年）

女の賃金
が高い

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

（歳）

精神

男の賃金
が高い

知的

身体

一般

数 -19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-

身体男 49 360 635 783 1046 1391 1846 2022 2131 1463 697

身体女 26 284 415 450 484 616 814 772 746 532 251

知的男 267 842 598 405 242 267 171 102 57 30 7

知的女 97 322 220 129 104 91 74 46 16 10 3

精神男 15 106 219 265 342 376 418 322 221 63 13

精神女 7 57 165 169 186 199 188 96 49 19 4

（倍、男の平均賃金／女の平均賃金）
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（備考）１．厚生労働省「平成30年度障害者雇用実態調査」の調査票情報を職業安定局障害者雇用対策課において特別集計して作成。
ただし、産業別・規模別の復元を行っていない参考値であり、復元値を用いた実態調査の報告書の数値とは異なることに留意が必要。

２．同調査においては、雇用形態について、「正規・無期」「正規・有期」「非正規・無期」「非正規・有期」の４区分が存在。そのうち、 「正規・有期」
「非正規・無期」についてはサンプル数が少ないため割愛。

○ 正規雇用労働者の賃金は、身体・知的においては年齢とともに上昇する傾向。精神の伸びは鈍い。
○ 非正規雇用労働者の賃金は年齢が増加してもほぼ横ばい。

雇用形態別平均賃金（年齢別及び障害の種類別）

雇用形態別平均賃金（2018年）

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-
（歳）

（千円）

身体・非正規・有期

知的・非正規・有期

身体・正規・無期

精神・正規・無期

知的・正規・無期

精神・非正規・有期

具体的な離職理由

離職を防ぐことができたと考えられ
る職場での措置や配慮

（出典）「障害のある求職者の実態等に関する調査研究」（2020年３月,  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）による。

障害者の継続雇用の課題となり得る要因

障害者の継続雇用の課題としては、労働条件のほか、コミュニケーションや不調時の対応、労働時間等の雇
用管理に関する課題も多く見られる。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害・病気のため
業務遂行上の課題あり
労働条件があわない

人間関係の悪化
職場以外の要因
将来への不安

キャリアアップのため
基本的労働習慣に課題あり

労働意欲に課題あり

身体障害者
知的障害者
精神障害者

0% 10% 20% 30% 40%

能力が発揮できる仕事への配置
調子の悪いときに休みをとりやすくする

短時間勤務など労働時間の配慮
通院時間の確保、服薬管理など雇用管理上の配慮

業務内容の簡略化などの配慮
職場でのコミュニケーションを容易にする手段や支援者の配置

作業を容易にする設備・機器の整備
業務遂行の支援や本人、周囲に助言する者等の配置

上司や専門職員などによる定期的な相談
移動のための配慮（点字ブロック、スロープ等）

職業生活、生活全般に関する相談員の配置
教育訓練・研修の充実

身体障害者
知的障害者
精神障害者

※複数回答

※複数回答※平成30年６月１日から６月30日までの間に新規求職申込みを行った障害者を対象に調査。

① 特別支援学校から一般企業への就職が約 ３０．７％ 就労系障害福祉サービスの利用が約 ３２．１％

② 就労系障害福祉サービスから一般企業への就職は、年々増加し、 令和２年は約１．９万人が一般

就労への移行を実現

一般就労への

移行の現状

就職

企 業 等

就 職

就労⽀援施策の対象となる障害者数／地域の流れ

就労系障害福祉サービス
から一般就労への移行

1,288人/ H15 1.0
2,460人/ H18 1.9 倍
3,293人/ H21 2.6 倍
4,403人/ H22 3.4 倍
5,675人/ H23 4.4 倍
7,717人/ H24 6.0 倍
10,001人/ H25 7.8 倍
10,920人/ H26 8.5 倍
11,928人/ H27 9.3 倍
13,517人/ H28 10.5倍
14,845人/ H29 11.5倍
19,963人/ H30 15.5倍
21,919人/ R1 17.0倍
18,599人/ R2 14.4倍

障害福祉サービス
大
学
・専
修
学
校
へ
の
進
学
等

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ、学校基本調査、障害者雇用状況調査、患者調査、生活のしづらさなどに関する調査 等

・就労移行支援 約 ３．５万人

・就労継続支援Ａ型 約 ８．０万人

・就労継続支援Ｂ型 約３０．５万人

（令和４年３月）

雇用者数

約５９．８万人

（令和３年６月１日）

※43.5人以上企業

※身体、知的、精神の
手帳所持者

13,139人/年
（うち就労系障害福祉サービス 7,016人）

6,705人/年749人/年 特別支援学校
卒業生21,846人（令和３年３月卒）

（令和３年度）

ハローワークから
の紹介就職件数

９６,１８０件
※A型：21,554件

障害者総数約９６５万人中、１８歳～６４歳の在宅者数約３７７万人
（内訳：身体101.3万人、知的 58.0万人、精神217.2万人）（内訳：身体436.0万人、知的 109.4万人、精神419.3万人）

※ 身体障害者数及び知的障害者数は、生活のしづらさなどに関する調査及び社会福祉施設等調査等による身体障害者手帳及び療育
手帳の所持者数等を元に算出した推計値、精神障害者数は、患者調査を元に算出した推計値。

このほか、就労支援施策については、難病患者等が対象になる。

就労移⾏⽀援事業
(規則第6条の9)

就労継続⽀援Ａ型事業
（規則第6条の10第1項）

就労継続⽀援Ｂ型事業
（規則第6条の10第2項）

就労定着⽀援事業
(規則第6条の10の4)

事

業

概

要

通常の事業所に雇⽤されることが可能と
⾒込まれる者に対して、①⽣産活動、職
場体験等の活動の機会の提供その他の就
労に必要な知識及び能⼒の向上のために
必要な訓練、②求職活動に関する⽀援、
③その適性に応じた職場の開拓、④就職
後における職場への定着のために必要な
相談等の⽀援を⾏う。
（標準利⽤期間︓２年）

※ 必要性が認められた場合に限り、最⼤１年間の
更新可能

通常の事業所に雇⽤されることが困難で
あり、雇⽤契約に基づく就労が可能であ
る者に対して、雇⽤契約の締結等による
就労の機会の提供及び⽣産活動の機会の
提供その他の就労に必要な知識及び能⼒
の向上のために必要な訓練等の⽀援を⾏う。
（利⽤期間︓制限なし）

通常の事業所に雇⽤されることが困難で
あり、雇⽤契約に基づく就労が困難であ
る者に対して、就労の機会の提供及び⽣
産活動の機会の提供その他の就労に必要
な知識及び能⼒の向上のために必要な訓
練その他の必要な⽀援を⾏う。
（利⽤期間︓制限なし）

就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、⽣活介護、
⾃⽴訓練の利⽤を経て、通常の事業所に
新たに雇⽤され、就労移⾏⽀援等の職場
定着の義務・努⼒義務である６月を経過
した者に対して、就労の継続を図るため
に、障害者を雇⽤した事業所、障害福祉
サービス事業者、医療機関等との連絡調
整、障害者が雇⽤されることに伴い⽣じ
る日常⽣活⼜は社会⽣活を営む上での各
般の問題に関する相談、指導及び助言そ
の他の必要な⽀援を⾏う。
（利⽤期間︓３年）

対

象

者

① 企業等への就労を希望する者

※平成30年4月から、65歳以上の者も要
件を満たせば利⽤可能。

① 移⾏⽀援事業を利⽤したが、企業等
の雇⽤に結びつかなかった者

② 特別⽀援学校を卒業して就職活動を
⾏ったが、企業等の雇⽤に結びつかな
かった者

③ 就労経験のある者で、現に雇⽤関係
の状態にない者

※平成30年4月から、65歳以上の者も要
件を満たせば利⽤可能。

① 就労経験がある者であって、年齢や体⼒の
面で一般企業に雇⽤されることが困難となっ
た者

② 50歳に達している者⼜は障害基礎年
⾦1級受給者

③ ①及び②に該当しない者で、就労移
⾏⽀援事業者等によるアセスメントに
より、就労面に係る課題等の把握が⾏
われている者

① 就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、⽣活
介護、⾃⽴訓練の利⽤を経て一般就労
へ移⾏した障害者で、就労に伴う環境
変化により日常⽣活⼜は社会⽣活上の
課題が⽣じている者であって、一般就
労後６月を経過した者

報酬
単価

４６８〜１，１２８単位／日
＜定員20⼈以下の場合＞

※就職後６月以上の定着率が⾼いほど⾼い報酬

３１９〜７２４単位／日
＜定員20⼈以下、⼈員配置7.5︓1の場合＞

※「1日の平均労働時間」、「⽣産活動」、
「多様な働き⽅」、「⽀援⼒向上」、「地域
連携活動」の５つの項目による総合評価

Ⅰ．「平均⼯賃月額」に応じた報酬体系
５６６〜７０２単位／日

＜定員20⼈以下、⼈員配置7.5︓1の場合＞

※平均⼯賃月額が⾼いほど⾼い報酬

Ⅱ．「利⽤者の就労や⽣産活動等への参加等」
をもって一律に評価する報酬体系

５５６単位／日
＜定員20⼈以下の場合＞

１，０４６〜３，４４９単位／月
＜利⽤者数20⼈以下の場合＞

※利⽤者数に応じた設定

※就労定着率（過去３年間の就労定着⽀援の総
利⽤者数のうち前年度末時点の就労定着者
数）が⾼いほど⾼い報酬

事業
所数

３,０１1事業所
（国保連データ令和４年８月）

4,３０５事業所
（国保連データ令和４年８月）

15,６２９事業所
（国保連データ令和４年８月）

1,５０８事業所
（国保連データ令和４年８月）

利⽤者
数

3６,７９１⼈
（国保連データ令和４年８月）

８２，１８６⼈
（国保連データ令和４年８月）

３１６,2３９⼈
（国保連データ令和４年８月）

14,5０３⼈
（国保連データ令和４年８月）

障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス

1,111 1,801 2,544 3,310 4,570 5,881 6,441 6,966 8,095 8,906 
12,244 13,288 11,614 

96 142 209 
463 

840 
1,473 1,742 2,316 
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3,233 
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4,185 

3,330 

517 669 1,122 
1,606 
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3,655 

1,276 6… 528 
296 

0

5,000
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15,000

20,000

25,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

系列1 系列2 系列3 系列4

18,599

＜一般就労への移行者数の推移 ＞

【出典】社会福祉施設等調査（各年の移行者数は、当該年の１０月１日時点における前年１年間の実績）

一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別）

○ 就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、令和元年までは毎年増加していたが、令和２年に
おいては前年比約１５％減となり、約１．９万人であった。

○ 令和２年におけるサービス利用終了者に占める一般就労への移行者の割合は、いずれのサービスにおいて
も前年より減少している。
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14,845

19,963

＜サービス利用終了者に占める一般就労への移行者割合の推移＞

21,919

令和４年４月８日
社会保障審議会障害者部会 資料１

113,077 

99,697 

88,502 
80,532 

75,317 
71,513 68,691 69,458 66,412 67,795 70,720 

74,085 76,887 78,975 

79,625 
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80,000

100,000

120,000
Ａ型平均賃⾦月額※１

Ｂ型平均工賃月額※２

就労継続⽀援事業所における平均賃⾦・⼯賃月額の推移

※１ 平成２３年度までは、就労継続⽀援A型事業所、福祉⼯場における平均賃⾦
※２ 平成２３年度までは、就労継続⽀援Ｂ型事業所、授産施設、⼩規模通所授産施設における平均⼯賃

平
均
賃
⾦
・
⼯
賃
月
額
（
円
）

○ 就労継続⽀援Ａ型事業所の平均賃⾦月額は、平成27年度以降６年連続で増加となった。
○ 就労継続⽀援Ｂ型事業所の平均⼯賃月額は、平成21年度以降増加していたが、令和２年度は減少した。

（厚⽣労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課調べ）
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障害者の⽇常⽣活及び社会⽣活を総合的に⽀援するための
法律等の一部を改正する法律案の概要（令和4年12月10⽇成⽴）

施 ⾏ 期 ⽇
令和６年４月１日（ただし、２①及び５の一部は公布後３年以内の政令で定める日、３②の一部、５の一部及び６②は令和５年４月１日、４①及び②の一部は令和５年10月１日）

改 正 の 概 要
１．障害者等の地域⽣活の⽀援体制の充実【障害者総合⽀援法、精神保健福祉法】

① 共同⽣活援助（グループホーム）の⽀援内容として、一⼈暮らし等を希望する者に対する⽀援や退居後の相談等が含まれることを、法律上明確化する。
② 障害者が安⼼して地域⽣活を送れるよう、地域の相談⽀援の中核的役割を担う基幹相談⽀援センター及び緊急時の対応や施設等からの地域移⾏の推進を担う地域

⽣活⽀援拠点等の整備を市町村の努⼒義務とする。
③ 都道府県及び市町村が実施する精神保健に関する相談⽀援について、精神障害者のほか精神保健に課題を抱える者も対象にできるようにするとともに、これらの

者の⼼身の状態に応じた適切な⽀援の包括的な確保を旨とすることを明確化する。

２．障害者の多様な就労ニーズに対する⽀援及び障害者雇⽤の質の向上の推進【障害者総合⽀援法、障害者雇⽤促進法】
① 就労アセスメント（就労系サービスの利⽤意向がある障害者との協同による、就労ニーズの把握や能⼒・適性の評価及び就労開始後の配慮事項等の整理）の手法

を活⽤した「就労選択⽀援」を創設するとともに、ハローワークはこの⽀援を受けた者に対して、そのアセスメント結果を参考に職業指導等を実施する。
② 雇⽤義務の対象外である週所定労働時間10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者に対し、就労機会の拡⼤のため、実雇⽤率に

おいて算定できるようにする。
③ 障害者の雇⽤者数で評価する障害者雇⽤調整⾦等における⽀給⽅法を⾒直し、企業が実施する職場定着等の取組に対する助成措置を強化する。

３．精神障害者の希望やニーズに応じた⽀援体制の整備【精神保健福祉法】
① 家族等が同意・不同意の意思表示を⾏わない場合にも、市町村⻑の同意により医療保護⼊院を⾏うことを可能とする等、適切に医療を提供できるようにするほか、

医療保護⼊院の⼊院期間を定め、⼊院中の医療保護⼊院者について、一定期間ごとに⼊院の要件の確認を⾏う。
② 市町村⻑同意による医療保護⼊院者を中⼼に、本⼈の希望のもと、⼊院者の体験や気持ちを丁寧に聴くとともに、必要な情報提供を⾏う「⼊院者訪問⽀援事業」

を創設する。また、医療保護⼊院者等に対して⾏う告知の内容に、⼊院措置を採る理由を追加する。
③ 虐待防⽌のための取組を推進するため、精神科病院において、従事者等への研修、普及啓発等を⾏うこととする。また、従事者による虐待を発⾒した場合に都道

府県等に通報する仕組みを整備する。

４．難病患者及び⼩児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療養⽣活⽀援の強化【難病法、児童福祉法】
① 難病患者及び⼩児慢性特定疾病児童等に対する医療費助成について、助成開始の時期を申請日から重症化したと診断された日に前倒しする。
② 各種療養⽣活⽀援の円滑な利⽤及びデータ登録の促進を図るため、「登録者証」の発⾏を⾏うほか、難病相談⽀援センターと福祉・就労に関する⽀援を⾏う者の

連携を推進するなど、難病患者の療養⽣活⽀援や⼩児慢性特定疾病児童等⾃⽴⽀援事業を強化する。

５．障害福祉サービス等、指定難病及び⼩児慢性特定疾病についてのデータベース（ＤＢ）に関する規定の整備【障害者総合⽀援法、児童福祉法、難病法】
障害ＤＢ、難病ＤＢ及び⼩慢ＤＢについて、障害福祉サービス等や難病患者等の療養⽣活の質の向上に資するため、第三者提供の仕組み等の規定を整備する。

６．その他【障害者総合⽀援法、児童福祉法】
① 市町村障害福祉計画に整合した障害福祉サービス事業者の指定を⾏うため、都道府県知事が⾏う事業者指定の際に市町村⻑が意⾒を申し出る仕組みを創設する。
② 地⽅分権提案への対応として居住地特例対象施設に介護保険施設を追加する。 等

このほか、障害者総合⽀援法の平成30年改正の際に手当する必要があった同法附則第18条第２項の規定等について所要の規定の整備を⾏う。

障害者等の地域⽣活や就労の⽀援の強化等により、障害者等の希望する⽣活を実現するため、①障害者等の地域⽣活の⽀援体制の充実、②障害者の多様な就労ニー
ズに対する⽀援及び障害者雇⽤の質の向上の推進、③精神障害者の希望やニーズに応じた⽀援体制の整備、④難病患者及び⼩児慢性特定疾病児童等に対する適切な医
療の充実及び療養⽣活⽀援の強化、⑤障害福祉サービス等、指定難病及び⼩児慢性特定疾病についてのデータベースに関する規定の整備等の措置を講ずる。

改 正 の 趣 旨

就労アセスメントの手法を活⽤した⽀援の制度化等

○ これまで障害者雇⽤施策と障害福祉施策に基づき就労⽀援を進めている。※⺠間企業に約60万⼈、就労系障害福祉サービス事業所に約40万⼈が就労
○ 障害者の就労能⼒や適性等については、現在も就労系障害福祉サービスの利⽤を開始する段階で把握しているが、それらを踏まえた

働き⽅や就労先の選択には結びついていない面や、必ずしも質が担保されていない面がある。
○ 就労を希望する障害者のニーズや社会経済状況が多様化している中で、障害者が働きやすい社会を実現するため、一⼈一⼈の障害者

本⼈の希望や能⼒に沿った、よりきめ細かい⽀援を提供することが求められている。

現状・課題

○就労選択⽀援の創設（イメージは下図）
・ 障害者本⼈が就労先・働き⽅についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を活⽤して、本⼈の希望、就労能⼒

や適性等に合った選択を⽀援する新たなサービス（就労選択⽀援）を創設する（障害者総合⽀援法）。
・ ハローワークはこの⽀援を受けた者に対して、アセスメント結果を参考に職業指導等を実施するものとする（障害者雇⽤促進法）。

○就労中の就労系障害福祉サービスの一時利⽤
・ 企業等での働き始めに勤務時間を段階的に増やしていく場合や、休職から復職を目指す場合（※）に、その障害者が一般就労中

であっても、就労系障害福祉サービスを一時的に利⽤できることを法令上位置づける（障害者総合⽀援法）。 （※）省令で規定

○雇⽤と福祉の連携強化
・ 一般就労への移⾏・定着⽀援をより一層推進するため、市町村や障害福祉サービス事業者等の連携先として、障害者就業・⽣活

⽀援センターを明示的に規定する（障害者総合⽀援法）。

見直し内容

就労選択支援のイメージ

アセスメント結果を踏まえて
職業指導等を実施
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⼈

ハローワーク等 企
業
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本人と協同して作成したアセスメント結果を⽀給決定等において勘案

就労移⾏⽀援事業所

就労継続⽀援Ａ型事業所

就労継続⽀援Ｂ型事業所

就労系障害福祉サービス利⽤

アセスメント結果の作成

多機関連携によるケース会議

作業場面等を活用した状況把握
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※⼈材確保・体制整備のため施⾏に向けて⼗分な準備期間を確保する。また、本サービスの対象者は段階的に拡⼤する予定。
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就労能⼒や適性を客観的に評価
するとともに、本⼈の強みや課
題を明らかにし、就労に当たっ
て必要な⽀援や配慮を整理

短時間労働者（週所定労働時間10時間以上20時間未満）に対する実雇⽤率算定等

１⼈をもって0.5⼈と算定する。

＜ 新 た に 対 象 と な る 障 害 者 の 範 囲 ＞
週所定労働時間が特に短い（⼤⾂告示で週10時間
以上20時間未満と規定予定）精神障害者、重度身
体障害者、重度知的障害者

＜ カ ウ ン ト 数 ＞ ※ 省 令 で 規 定 予 定

週所定
労働時間 30Ｈ以上 20Ｈ以上30Ｈ

未満
10Ｈ以上20Ｈ

未満

身体障害者 １ ０．５ －

重度 ２ １ ０．５

知的障害者 １ ０．５ －

重度 ２ １ ０．５

精神障害者 １ ０．５ ※ ０．５

※ 一定の要件を満たす場合は、0.5ではなく１とカウントする措置が、
令和４年度末までとされているが、省令改正を⾏い延⻑予定

雇⽤率制度における算定⽅法（赤枠が措置予定の内容）

 障害者雇⽤促進法においては、障害者の職業的⾃⽴を促進するという法の趣旨から、事業主に雇⽤義務が課せられているのは、週
所定労働時間が20時間以上の労働者となっている。

 他⽅で、障害特性で⻑時間の勤務が難しいこと等により、週所定労働時間20時間未満での雇⽤を希望する者は、いずれの障害種別
でも一定数存在し、特に精神障害者で多い。こうしたニーズを踏まえ、週20時間未満の労働時間であれば働くことができる者の雇
⽤機会の拡⼤を図ることが必要。

現状・課題

 週所定労働時間が特に短い（⼤⾂告示で10時間以上20時間未満と規定予定）精神障害者、重度⾝体障害者及び重度知的障害者に
ついて、特例的な取扱いとして、事業主が雇⽤した場合に、雇⽤率において算定できるようにする。

 あわせて、これにより、週所定労働時間20時間以上の雇⽤が困難な者に対する就労機会の拡⼤を直接図ることが可能となるため、
特例給付⾦（※）は廃⽌する。

見直し内容

※週所定労働時間10時間以上20時間未満の障害者を雇⽤する事業主に対し、雇⽤障害者数に応じ、月７千円/⼈（100⼈以下の場合は、月５千円/⼈）を⽀給するもの

障害者雇⽤調整⾦等の⾒直しと助成措置の強化

 全ての事業主は、社会連帯の理念に基づき、障害者に雇⽤の場を提供する共同の責務を有しており、この理念のもと、障害者の雇⽤に伴う
経済的負担を調整するとともに、障害者を雇⽤する事業主に対する助成を⾏うため、事業主の共同拠出による納付⾦制度を整備している。

 事業主の取組の進展（実雇⽤率上昇）の結果、雇⽤する障害者の数で評価する調整⾦や報奨⾦が⽀出のほとんどを占め、雇⽤の質の向
上のための⽀援を⾏う助成⾦の⽀出が限られている。

現状・課題

 限られた財源を効果的に運⽤し、雇⽤の質の向上に向け、事業主による障害者の職場定着等の取組に対する⽀援を充実させるため、以
下の⾒直しを実施。
 事業主が一定数を超えて障害者を雇⽤する場合、当該超過⼈数分の調整⾦や報奨⾦の⽀給額の調整
 事業主の取組⽀援のため、助成⾦を新設（雇⼊れや雇⽤継続を図るために必要な一連の雇⽤管理に関する相談援助の⽀援、加齢に

伴い職場への適応が困難となった障害者への雇⽤継続の⽀援）

見直し内容

法定雇用率未達成企業 法定雇用率達成企業

雇用
障害者数

雇用
障害者数

「納付金」の徴収
【不足１人当たり 月額５万円】

法定雇用
障害者数 未達成

達成

未達成企業(100人超) 353億円 達成企業(100人超) 199億円
「調整金」の支給

【超過１人当たり 月額２万７千円】

「報奨金」の支給
【超過１人当たり 月額２万１千円】

（納付金は徴収されていない）

達成企業（100人以下） 53億円

「助成金」の支給
（施設整備費用等）

企業全体 ４億円
助成⾦を新設し充実

一定数（※）を超える場合、
超過⼈数分の単価引下げ

＜ 納 付 ⾦ 制 度 の 概 要 ＞

※ 調整金は10人、報奨金は35人
（対象数や単価は、政省令で規定予定）

調整⾦等の⽀給⽅法（赤字が措置予定の内容）※ 額は令和２年度の制度・主な実績

※ あわせて、障害者の雇⽤の促進等に関する法律に関し、以下の⾒直しを実施。
○ 雇⽤の質の向上に向け、事業主の責務を明確化（適当な雇用の場の提供や適正な雇用管理等に加え、職業能力の開発及び向上に関する措置を追加）
○ 就業機会の更なる確保につなげるため、

・ 在宅就業障害者⽀援制度（在宅就業障害者に仕事を発注する企業に発注額に応じて特例調整金を支給するもの）の登録要件の緩和（団体登録に必要な在宅就
業障害者の人数要件を10人から５人に引き下げる等）

・ 事業協同組合のスキームを活⽤して複数の中⼩企業の実雇⽤率を通算できる特例について、有限責任事業組合（LLP）を対象に追加

今 後 の 障 害 者 雇 ⽤ 施 策 の 充 実 強 化 に つ い て （ 概 要 ① ） 令 和 4年 6月 1 7⽇
労 働 政 策 審 議 会 障 害 者 雇 ⽤ 分 科 会 意 ⾒ 書

２ ． 雇 ⽤ 施 策 と 福 祉 施 策 の 更 な る 連 携 強 化

○ アセスメントの強化
 ハローワークは、障害者総合⽀援法の就労選択⽀援（仮称）（就労アセスメント（※１）の手法を活⽤した新たな障害福祉サービス）を利

⽤した障害者に対し、その結果を参考に職業指導等を実施する。

○ 障害者就労を⽀える⼈材の育成・確保等
 障害者の就労⽀援（就労系福祉サービスを含む）に従事する⼈材に対して、福祉分野と雇⽤分野（※２）の知識・スキルを横断的に付

与する基礎的研修を実施するなど、専門⼈材の育成を強化する。

 地域障害者職業センターは、基礎的研修を実施するなど、これまで以上に障害者就労を⽀える⼈材の育成に努め、地域の就労⽀援
の基盤整備を図ることとするなど、地域の就労⽀援機関の役割分担を整理する。

（※１）就労系福祉サービスの利⽤意向のある障害者を対象とした、就労アセスメント（本⼈の就労能⼒や適性の客観的な評価を⾏うとともに、
本⼈と協同して就労に関するニーズ、強みや職業上の課題を明らかにし、就労に当たって必要な⽀援や配慮を整理すること）を実施するも
の

（※２）労働関係法規、企業に対する⽀援、雇⽤管理・定着⽀援等に関する知識・スキル

１ ． 雇 ⽤ の 質 の 向 上 に 向 け た 事 業 主 の 責 務 の 明 確 化

障害者の活躍促進のため、事業主に対し、キャリア形成の⽀援を含め、適正な雇⽤管理をより一層積極的に⾏うことを求める。

３ ． 多 様 な 障 害 者 の 就 労 ニ ー ズ を 踏 ま え た 働 き 方 の 推 進

○ 障害者雇⽤率制度における週所定労働時間10時間以上20時間未満の障害者の扱い
 雇⽤義務の対象となっていない週所定労働時間10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度知的障害者、精神障害者の就労機

会の拡⼤のため、これらの障害者を事業主が雇⽤した場合に、特例的な扱いとして、実雇⽤率において算定できるようにする。
 当該措置により、週所定労働時間20時間以上の就業が困難な者に対する就業機会の拡⼤を直接的に図ることが可能となるため、

特例給付⾦（※３）は廃⽌する。
（※３）週所定労働時間10時間以上20時間未満の障害者を雇⽤する事業主に対して、その雇⽤障害者数に応じて、１⼈当たり月額７千円（常⽤労

働者100⼈以下の事業主にあっては月額５千円）を⽀給するもの。

今 後 の 障 害 者 雇 ⽤ 施 策 の 充 実 強 化 に つ い て （ 概 要 ② ） 労 働 政 策 審 議 会 障 害 者 雇 ⽤ 分 科 会 意 ⾒ 書

３ ． 多 様 な 障 害 者 の 就 労 ニ ー ズ を 踏 ま え た 働 き 方 の 推 進

○ 障害者雇⽤率制度における精神障害者の算定特例の延⻑
 精神障害者の雇⽤促進のため、週所定労働時間20〜30時間未満の精神障害者の算定特例を延⻑する。

※ 障害者雇⽤率制度における障害者の範囲等（障害者手帳を所持していない精神障害者・発達障害者・難病患者の取扱い、就労継続⽀
援Ａ型の利⽤者の扱い、精神障害者に係る重度の扱い）は、引き続き検討。

４ ． 障 害 者 雇 ⽤ の 質 の 向 上 の 推 進

障害者雇⽤納付⾦財政について、財政の安定的運営を図るとともに障害者雇⽤の質の向上を推進するため、障害者の数で評価する障害
者雇⽤調整⾦等による⽀出増加を抑制し、その分を助成⾦に充て、企業が実施する職場定着等の取組を⽀援する。
○ 障害者雇⽤調整⾦、報奨⾦による対応
 調整⾦を受給している企業が一定の⼈数（10⼈）を超えて、調整⾦の対象となる障害者を雇⽤している場合、当該超過⼈数分の調整

⾦について単価を引き下げる。（１⼈当たり月額２万７千円を半額）

 また、報奨⾦（※４）を受給している企業が一定の⼈数（35⼈）を超えて、報奨⾦の対象となる障害者を雇⽤している場合、当該超過
⼈数分の報奨⾦について⽀給しないこととする。

○ 障害者雇⽤を推進する企業の取組に対する⽀援
 中⼩企業のノウハウ不⾜という課題に対処するため、障害者雇⽤に関するコンサルティングを⾏う⺠間事業者から相談⽀援を受け

ることで障害者雇⽤を促進する企業に対して助成する。
 中⾼年齢者の障害者の雇⽤継続のために企業が実施する取組に対して助成する。

※ 常⽤労働者100⼈以下の企業に対する納付⾦の適⽤範囲拡⼤は、これらの企業における障害者雇⽤の進展等を踏まえ、引き続き検討。

（※４）納付⾦の納付義務のない常⽤労働者100⼈以下の事業主が、法定雇⽤率を超えて障害者を雇⽤しており、かつ、一定の要件を満たす場合、
障害者雇⽤を奨励等することを目的に、その超過している雇⽤障害者数に応じて、１⼈当たり月額２万１千円を⽀給するもの。
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今 後 の 障 害 者 雇 ⽤ 施 策 の 充 実 強 化 に つ い て （ 概 要 ③ ） 労 働 政 策 審 議 会 障 害 者 雇 ⽤ 分 科 会 意 ⾒ 書

○ 在宅就業障害者⽀援制度の活⽤促進
 在宅就業障害者⽀援制度（※５）の更なる活⽤を促進するため、在宅就業⽀援団体の新規登録が促進されるよう、登録要件の緩和

（団体登録に必要な在宅就業障害者の⼈数要件を10⼈から５⼈に引き下げる）等を⾏う。

○ 有限責任事業組合の算定特例の全国展開
 事業協同組合のスキームを活⽤して複数の中⼩企業の実雇⽤率を通算できる算定特例については、現在、国家戦略特区内において

のみ有限責任事業組合（LLP）（※６）が対象として認められているが、これを全国においても認める。

○ 除外率の引下げによる障害者雇⽤の促進
 平成14年の障害者雇⽤促進法改正で廃⽌されたものの、当分の間存置されている除外率について、一律に10ポイント引き下げる。

５ ． そ の 他

（※５）在宅就業障害者に仕事を発注する企業に対し、発注額に応じて特例的な調整⾦（発注額等／35万円×２万１千円）を⽀給するもの。

（※６）有限責任組合契約に関する法律により認められる事業体。

３．障害者の就労支援について
（１） 現状・課題

○ 障害者の就労支援は、雇用施策と福祉施策がそれぞれの政策体系や政策目的を持ちつつ、連携も図りながら進めてきており、就労
系障害福祉サービスから民間企業等への就職が増加するとともに【令和２年：約1.9万人】、民間企業等における雇用者数【令和３年６
月１日時点：約59.8万人】も着実に増加している。

○ 就労系障害福祉サービスの利用を希望する障害者の就労能力や適性を客観的に評価し、それを本人の就労に関する選択や具体
的な支援内容に活用する手法等が確立されていないため、障害者の就労能力や一般就労の可能性について、障害者本人や障害者を
支援する者が十分に把握できておらず、適切なサービス等に繋げられていない場合があるのではないかという指摘がある。

○ 就労系障害福祉サービスについては、企業等で雇用されることを目指す者や、直ちに企業等で雇用されることが難しい者に対して、
知識や能力の向上のための訓練等を実施するという趣旨・目的から、原則、一般就労中の利用は想定していない。一方、障害者の多
様な就労ニーズを踏まえ、一般就労への移行の促進や雇用の継続を図るためには、一般就労中企業における支援と就労系障害福祉
サービス事業所による支援の連携を強化する必要がある。

○ 障害者の就労支援に携わる人材について、雇用・福祉分野の基礎的な知識やスキルが不十分である、実践的な研修の機会が限ら
れている、専門人材の質・量ともに不足しているといった状況がある。また、一般就労への移行の促進や関係機関の機能・役割を踏ま
えた地域における一般就労後の定着支援の円滑な実施のためには、雇用・福祉施策それぞれの分野における地域の支援機関の連携
を強化する必要がある。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～

（２） 今後の取組
（就労を希望する障害者への就労アセスメントの手法を活用した支援の制度化）

＜基本的な考え方＞
○ 就労を希望する障害者が、本人の強みや課題、職場における合理的配慮に関する事項等を整理する機会を得ることで、

・ 就労アセスメントの結果を踏まえて、就労先や働き方をより適切に検討・選択できる
・ 就労開始後は、本人の特性を踏まえた就労支援が受けやすくなり、その結果、知識や能力の発揮・向上につながる

・ 就労開始後の就労ニーズや能力等の変化を客観的に知るため、就労アセスメントの機会を設けることにより、就労先や働き方につ
いて改めて検討・選択ができる

ことを目指すべきである。

○ 具体的には、就労アセスメントの手法を活用して整理した情報に係る書面の作成・提供、関係機関（ハローワーク等の雇用支援機関、
計画相談支援事業所、教育や医療などの関係機関等）との意見交換等を行うことにより、障害者本人が一般就労や就労系障害福祉
サービス事業所などを自ら選択することや、就労開始後の配慮事項の整理等を通じて本人の能力や適性、地域社会や地域の事業所
の状況に合った選択ができることを目指して、必要な支援を行う新たなサービス（就労選択支援（仮称））を創設すべきである。

○ このため、就労選択支援（仮称）による「就労アセスメント」は、単に対象者の就労能力や適性を評価するだけのものではなく、本人と
協同して、ニーズや強み、職業上の課題等を明らかにし、就労するに当たって必要な支援や配慮を整理することを含むものとして実施
すべきである。

○ また、市町村が就労系障害福祉サービスの支給要否決定を行う際の勘案事項の１つとして、就労アセスメントの手法を活用して整
理した情報に係る書面を新たに位置付けることを検討すべきである。

○ 就労選択支援（仮称）の創設にあたっては、人材の質及び量の確保を着実に行う必要があるため、実施までに十分な準備期間を確
保すべきである。また、必要性が高い者の利用を促進するにあたっては、就労選択支援（仮称）の支援体制の整備状況を踏まえつつ、
段階的な実施を検討すべきである。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～

＜就労選択支援（仮称）の対象者＞

○ 就労系障害福祉サービスを利用する意向のある（就労系障害福祉サービスを利用しており、支給決定の更新の意向がある場合を
含む。）障害者を対象とし、年齢や障害種別等にかかわりなく、就労アセスメントの手法を活用した支援を希望する障害者が利用できる
こととすべきである。

○ その上で、以下の者については、就労先や働き方を選択するに当たって就労選択支援（仮称）の利用の必要性が高いと考えられる
ことから、就労選択支援（仮称）を就労開始時に利用することについて、支援体制の整備の状況を踏まえつつ、以下の順で段階的な促
進を検討すべきである。
① 新たに就労継続支援Ｂ型を利用する意向の者
② 新たに就労継続支援Ａ型を利用する意向の者及び標準利用期間を超えて就労移行支援を更新する意向の者

○ また、就労開始前に就労選択支援（仮称）を利用することを原則としつつ、制度の円滑な実施を図る観点から、

・ 新たにＢ型を利用する意向の者については、現行の取組を参考に就労経験のない者を中心に就労選択支援（仮称）の利用を促進
すること

・ 新たにＡ型を利用する意向の者については、一定の例外的な場合（例えば、Ａ型利用開始後も一般就労に向けた就職活動を継続
する場合）にはＡ型の利用開始後の一定期間のうち（例：半年や１年以内など）に就労アセスメントの手法を活用した支援を利用する
ことも可能とすること

・ 特別支援学校の生徒について、卒業後の円滑な就労の開始に支障が生じないよう、在学中に就労選択支援（仮称）を利用すること
を基本とした上で、現行の取組を参考に、特別支援学校による進路指導等において把握・整理される情報の活用や実施場所等につ
いて地域の状況に応じた対応も可能とすること

・ 同様のアセスメントが実施されている場合、重複しない範囲で支援すること

・ 本人の事情（障害特性や病状等）その他の合理的な事情（経済的に困窮しており早期の就労収入の確保が必要等）により、就労選
択支援（仮称）の利用に困難を伴う場合を考慮すること

について検討すべきである。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～

＜就労選択支援（仮称）の内容について＞
○ 就労選択支援（仮称）について、利用者が就労先や働き方をより適切に検討・選択できるよう支援する観点から、

・ 就労に関する本人のニーズを相談等により把握するとともに、実際の作業場面等を活用し、相談場面等では把握しにくい、就労に
必要な能力の整理を行うこと

・ 必要な情報の整理がスムーズに行えるよう、必要な視点が網羅された項目立てに沿って整理が進められるツールを活用すること
や、一般就労に向けた課題に留まらず、強みや合理的配慮を踏まえた状況なども含めて、本人と協同して状況を整理すること

・ 支援の質と中立性の確保を図るため、地域の関係機関とケース会議（協議会の就労支援部会等の場やオンライン会議等の活用を
含む。）を開催すること等により、支援を通じて把握した情報や関係機関が有している情報（例えば、就労面以外の支援に関する情
報や主治医からの情報など）を相互に共有すること

・ 就労に係る選択肢の幅を広げ、本人の的確な選択につながるよう、支援の実施前後において、地域における企業等での雇用事例
や就労支援に係る社会資源などに関する情報提供、助言・指導等を行うこと

・ 支援後の本人の選択に応じて、計画相談支援事業所やハローワーク等の雇用支援機関との連携、連絡調整等を行い、支援を通じ
て整理した情報がその後の就労支援において効果的に活用されるように取り組むこと

とすべきであるとともに、各地域の実情を踏まえた実施が図られるよう留意する必要がある。

○ また、作業場面等を活用した情報の整理や関係機関とのケース会議等を含めた、就労選択支援（仮称）の支援全体を実施する期間
については、実際の就労を開始するにあたって過度な負担とならないことを考慮する必要があることから、概ね２週間（最大でも２か月）
程度としつつ、利用する障害者のニーズや状況に応じて、柔軟に取り扱うことを検討すべきである。

○ なお、就労系障害福祉サービス事業所を現に利用している者が就労選択支援（仮称）を利用する場合、当該事業所が支援を通じて
把握している情報について就労選択支援（仮称）の実施主体が提供を受けるなどの必要な連携を図るとともに、本人が働きながら就労
選択支援（仮称）を利用することもできるよう、今後、具体的な実施方法等についても検討する必要がある。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～

＜就労選択支援（仮称）の実施主体等について＞

○ 就労選択支援（仮称）の内容を踏まえれば、一般就労中の者や一般就労に移行する者を含めた障害者に対する就労支援について
一定の経験・実績を有していること（注）のほか、
・ 地域における就労系障害福祉サービス事業所を含めた就労支援機関等の状況
・ 地域における企業等の障害者雇用の状況

等について、適切に対象者へ情報提供できることを、実施主体に求めることを検討すべきである。
注 例えば、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、障害者就業・生活支援センター、自治体設置の就労支援センター、人材開発支援助成金（障害者職
業能力開発コース）による障害者職業能力開発訓練事業を行う機関等。

○ また、適切かつ効果的な事業運営を確保するため、
・ 就労支援に関する一定の経験を有する人材の配置
・ 相談や作業場面等を活用したアセスメントを行うことができる設備の確保
・ 障害福祉サービス事業者等からの利益収受の禁止をはじめとした中立性の確保

等の観点から、地域における一定の支援体制の確保に留意しつつ検討すべきである。

○ さらに、就労選択支援（仮称）を担う人材の養成や支援体制の整備については、現在、就労アセスメントに携わっている支援機関や
人材の活用も図りながら、専門的なスキルに基づいた支援を行うことができるよう、既存の就労支援に関する研修等を活用するととも
に、就労選択支援（仮称）の実施に向けて、今後、国による独自の研修の構築等に向けた調査研究、地域の関係機関の連携による支
援体制の整備やスキルアップに関する取組のモデル的な実施を進めることが必要である。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～
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＜就労選択支援（仮称）を含めた就労支援に関する手続き等について＞

○ 就労選択支援（仮称）の利用を含めた就労支援に関する手続きについては、本人の円滑な就労の開始に支障が生じることのないよ
う、十分に配慮して運用していく必要がある。例えば、就労選択支援（仮称）の利用を経た上で、就労系障害福祉サービスの利用申請
を行う際の支給決定（変更）に関する手続きについては、就労選択支援（仮称）を利用するための支給決定の手続きにおいて既に把握
されている情報を活用するなどして、本人の負担が軽減されるように取り扱うなどの工夫を検討する必要がある。

○ また、本人が円滑に就労を開始できるよう、

・ 就労選択支援（仮称）の実施主体は、就労面のアセスメント及び地域の企業等に関する情報の提供を通じて、障害者本人の選択
を支援する役割を担うものであること

・ 就労系以外の障害福祉サービスを併せて利用する者もいることなどを踏まえ、就労選択支援（仮称）を含めたサービス等利用計画
案の作成から、就労系障害福祉サービスの支給決定後のモニタリング等までを含めた一連の流れにおいて、計画相談支援事業所
が利用者のためのケアマネジメント全体を担う役割を果たすものであること

を踏まえた上での連携の在り方として、就労選択支援（仮称）において本人と協同して作成するアセスメント結果等の情報を、その後の
計画相談支援においてサービス等利用計画案の作成にあたって踏まえることや、就労選択支援（仮称）の実施主体からの助言等を参
考にすることを検討すべきである。

○ なお、就労選択支援（仮称）を利用した時点で把握・整理された本人の状況は、その後に変化する可能性もあることを踏まえつつ、

・ 就労選択支援（仮称）の利用を経て本人が利用する就労系障害福祉サービス事業所やハローワーク等の雇用支援機関において、
就労選択支援（仮称）の実施主体から共有された情報を活用するとともに、その後の本人の状況に応じて就労支援を進めること

・ 就労系障害福祉サービスを利用する場合には、本人に改めて就労選択支援（仮称）を利用する意向があるか、計画相談支援事業
所による定期的なモニタリングにおいて留意すること

・ 一般就労する場合には、企業等においても職場環境の整備や合理的配慮の提供を検討する際に、就労選択支援（仮称）やその後
の支援（産業医や衛生管理者との連携を含む。）を通じて得られた情報を活用すること

が重要であることから、就労選択支援（仮称）の創設の趣旨・目的や支援の内容について、就労選択支援（仮称）の実施主体だけでは
なく、障害者の就労支援を担う者への幅広い周知を検討する必要がある。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～

就労を希望する障害者の就労・障害福祉サービスの選択に係る⽀援の創設
〜専門的なアセス メン ト と本 ⼈中 ⼼ の就 労 選択 の ⽀援 （就 労 選択 ⽀ 援 [仮称 ]） 〜

現状

今後の
方向性

課題③
就労ニーズや能⼒等に変化があっても、
他の選択肢を積極的に検討する機会は
限られている。

市町村
に相談 Ｂ型利⽤ Ｂ型利⽤就労移⾏

利⽤申請
Ｂ型
利⽤

⽀
給
決
定
更
新

就労選択
⽀援（仮称）
利⽤申請

改善③
B型利⽤後も、希望に応じて新たなサー
ビスを受けることができ、就労ニーズや
能⼒等の変化に応じた選択が可能となる。

Ｂ型利⽤ Ｂ型利⽤ Ｂ型
利⽤

⽀
給
決
定
更
新
等

⽀
給
決
定

就労移⾏⽀援
Ａ型

一般就労

市町村
に相談

就労選択⽀援
（仮称）利⽤
※希望に応じて利⽤

Ｂ型利⽤
申請

Ｂ型利⽤
申請

就労移⾏⽀援
事業所等による
アセスメント

就労選択⽀援
（仮称）利⽤

※現⾏の就労アセスメントでは
・50歳に達している者⼜は障害基礎年⾦1級の受給者
・就労経験がある者であって、年齢や体⼒の面で一般企業に雇⽤されることが困難になった者

を対象としていない。

３年後

イメージ（就労継続⽀援B型のケース）

B 型 利 ⽤ 後B 型 利 ⽤ 前

就労移⾏⽀援
Ａ型

一般就労⽀
給
決
定
変
更

課題①
実施主体や⼈材の面で、専門的な⽀援
体制の整備が必ずしも⼗分に⾏われて
いない。

改善①
都道府県等による事業所指定、就
労⽀援について一定の経験等を有
する⼈材や研修を通じて育成した
⼈材の配置により、専門的な⽀援
を受けることが可能となる。

⽀
給
決
定
変
更

アセスメントが、
業務として法令
上位置づけられ

ていない

就労選択⽀援
（仮称）を法令
上位置づける

課題②
アセスメントにより整理した情報を、
その後の本⼈の働き⽅や就労先の選択
に関する⽀援に⼗分つなげられていな
い。

暫
定
⽀
給
決
定

改善②
就労能⼒や適性、本⼈のニーズや強み、職業
上の課題、就労に当たっての⽀援や配慮事項
といった本⼈と協同して整理した内容や地域
の企業等の情報を基に、関係機関と連携する
⇒本⼈にとって、より適切に就労・障害福

祉サービスを選択することが可能となる。

⽀
給
決
定

令和４年６月１３日
社会保障審議会障害者部会 参考資料１

課題①
申請段階でサービスを選択する必要が
あるが、選択する上での情報把握や、
⾃⼰理解を進めにくい。

課題②
就労する事業所が決まった上で、就
労する事業所がアセスメントを実施
するため、他の選択肢を持ちにくい。

Ａ型利⽤ Ａ型利⽤ Ａ型
利⽤

Ａ
型
利
⽤

⽀
給
決
定
更
新
等

３年後

改善①
サービス開始前に、⾃⾝の強み
や課題、配慮事項等を整理する
機会が得られ、本⼈にとってよ
り適切な就労・障害福祉サービ
スの選択が可能となる。

Ａ型及び新
たなサービ
ス利⽤申請

一 定 の 例 外 的 な ケ ー ス

Ａ型
利⽤
申請

※Ａ 型 の 利 ⽤ 開 始 後 （ 例 え ば 半 年 や 一 年 以 内 な ど ） に 、 新 た な サ ー ビ ス を 利 ⽤

市町村
に相談

Ａ型利⽤ Ａ型利⽤
暫定⽀給決定期間

２ヶ月以内
（アセスメント）

⽀
給
決
定
更
新

イメージ（就労継続⽀援A型のケース）

現状

市町村
に相談

A型
利⽤申請

新たな
サービス
利⽤申請

市町村
に相談

⽀
給
決
定

就労を希望する障害者の就労・障害福祉サービスの選択に係る⽀援の創設
〜専門的なアセス メン ト と本 ⼈中 ⼼ の就 労 選択 の ⽀援 （就 労 選択 ⽀ 援 [仮称 ]） 〜

今後の
方向性

就労移⾏⽀援等

課題③
就労ニーズや能⼒等に変化があっても、
他の選択肢を積極的に検討する機会は
限られている。

改善③
サービス開始後も、希望に応じ
て新たなサービスを受けること
で、就労ニーズや能⼒等の変化
に応じた選択が可能となる。

就労選択⽀援
（仮称）利⽤

※希望に応じて利⽤

A 型 利 ⽤ 後

就労移⾏⽀援
Ｂ型

一般就労

改善②
就労する事業所とアセスメ
ントに係る事業所が異なる
ので、本⼈が⾃由に選択し
やすくなる。

Ａ 型 利 ⽤ 前

⽀
給
決
定 ⽀

給
決
定
変
更

就労する事
業所がアセ
スメントを
実施

就労する事
業所とは異
なる事業所
がアセスメ
ントを実施

⽀
給
決
定
変
更

就労移⾏⽀援
Ｂ型

一般就労

⽀
給
決
定

Ａ型利⽤

就労選択
⽀援(仮

称)利⽤※

就労選択
⽀援(仮称)

利⽤

令和４年６月１３日
社会保障審議会障害者部会 参考資料１

新たなサービスの対象者のイメージ

サービス類型 新規利⽤者 利⽤中の者※１

就労移⾏⽀援 希望に応じて利⽤

希望に応じて利⽤

就労継続⽀援Ａ型 ②
（推計︓約1.8万⼈／年）

就労継続⽀援Ｂ型

・50歳に達している者又は
障害基礎年⾦1級受給者

・就労経験ありの者※2
希望に応じて利⽤

それ以外の者
（現⾏の就労アセスメント対象者）

①
（推計︓約1万⼈／年）

※1 新たなサービスの創設時点で、既に当該サービスを利⽤しており、⽀給決定の更新の意向がある者を含む。
※2 就労経験がある者であって年齢や体⼒の面で一般企業に雇⽤されることが困難になった者。

就労を希望する障害者や就労中の障害者が本⼈の意向・希望に応じて利⽤することを基本とする。特に⽀援の必要
性が⾼いと考えられる⽅（橙色）には、就労前に利⽤することについて、⽀援体制の整備の状況を踏まえつつ、以下
の順（①、②）で段階的に促進することが必要ではないか。

②標準利⽤期間を超えて更新を希望する者
（推計︓約２千⼈／年）

令和４年４月８日
社会保障審議会障害者部会 資料１

（一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用）
＜基本的な考え方＞
○ 障害者の希望する一般就労の実現を多様な手法で支援するため、企業等での働き始めに週10時間～20時間未満程度から段階的

に勤務時間を増やしていく場合や休職から復職を目指す場合において、就労系障害福祉サービスの一時的な利用を法令上可能とす
ることで、

・ 通い慣れた就労系障害福祉サービス事業所でも引き続き就労することにより、生活リズムを維持したまま、段階的に勤務時間の増
加を図ることができる

・ 企業等と就労系障害福祉サービス事業所が相互に情報共有して、時間をかけながら支援することにより、合理的配慮の内容等に
ついて調整が受けやすくなるなど、その後の職場定着につながる

・ 復職に必要な生活リズムを確立するとともに、生産活動等を通じて、体力や集中力の回復・向上、復職後の業務遂行に必要なスキ
ルや対処方法の習得などに取り組むことができる

・ 企業等における復職プロセスに沿って、主治医や産業医とも連携を図りながら対応することができ、円滑な職場復帰につながる
といった効果をもたらすことや、支援の選択肢を広げて本人の一般就労への移行や復職を支援しやすくすることを目指すべきである。

○ 具体的には、就労移行支援及び就労継続支援の対象者として、企業等での働き始めに週10時間～20時間未満程度から段階的に
勤務時間を増やす者や、休職から復職を目指す場合に一時的なサービス利用による支援が必要な者を、現行の対象者に準ずるもの
として法令上位置付けることとすべきである。

○ 一方、中高齢の障害者が企業等を退職して福祉的就労へ移行する場合等については、雇用主である企業等が責任を持って雇用を
継続することが望ましいという指摘や、既存の雇用施策・福祉施策と役割が重なる部分があるため整理が必要であるという指摘がある
ことなども踏まえ、一般就労中の就労系障害福祉サービスの利用に関して、引き続き、市町村による個別の必要性等の判断に基づくも
のとしつつ、現行の取扱いの中でより適切な運用を図るよう検討する必要がある。

＜一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用の期間について＞

○ 企業等での働き始めに週10時間～20時間未満程度から段階的に勤務時間を増やしていく場合については、就労系障害福祉サービ
スの利用により、企業等で働く準備を進めた上で、勤務時間を増やす時期を目標として定めつつ、状況に応じて進めることが効果的と
考えられる。このため、利用期間は原則３～６か月以内、延長が必要な場合は合計１年までとした上で、一時的な利用の後において円
滑に職場定着が図られるように、個々の状況に応じて設定できる方向で検討すべきである。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～

○ 休職から復職を目指す場合については、現行の運用でも就労移行支援の標準利用期間（２年）のほかに、期間を制限する取扱いは
行っていないことから、これを上限として、企業の定める休職期間の終了までの期間を利用期間とすることを検討すべきである。

＜適切な支援の実施が図られるための具体的な方策について＞

○ 企業等及び就労系障害福祉サービス事業所それぞれにおける支援が、一般就労への移行や復職といった目的に沿って適切に行
われることを確保する観点から、

・ 一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用の必要性を検討するにあたって、考慮すべき事項や、関係機関からの助
言等の在り方について整理すること（一時的な利用の前や利用中にどのような支援を実施するのか等）

・ 休職から復職を目指す場合については、一時的な利用の必要性に関して医療と連携して判断すること
・ サービス等利用計画や個別支援計画において、支援の目標や内容を具体的に整理すること
・ 企業等と就労系障害福祉サービス事業所が一時的な利用の期間中の支援内容等をあらかじめ共有すること

・ 企業等と就労系障害福祉サービス事業所が、支援内容や本人の状況の変化等を共有し、必要に応じて互いの支援内容の調整や
関係機関への相談を行うなどの連携をすること

・ 関係機関が効果的な助言等を行うために、支援内容や企業等と本人との雇用契約の内容などについて情報共有すること
について検討するとともに、一時的な利用を行う者の利用形態も踏まえつつ、報酬上の取扱いを検討すべきである。

○ また、今後、円滑な活用や関係者の連携を図るため、本人だけではなく、企業等や就労系障害福祉サービス事業所、医療を含めた
その他の関係機関に対して、具体的な連携方法などを含めたわかりやすい周知を行っていく必要がある。併せて、現在でも、個々の
様々な事情などから、市町村による個別の必要性等の判断に基づいて、例外的に一般就労中の利用が認められているケースがあるこ
とも踏まえて、引き続き、適切な運用を図る必要がある。

○ さらに、一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用の不適切な活用を防ぐ観点から、
・ 企業等及び就労系障害福祉サービス事業所それぞれにおいて、活用にあたって必要となる規程等の整備、その内容
・ 本人にとって過重な負担にならないことを前提とした企業等での勤務とサービス利用の時間の組み合わせの考え方
・ 他の既存のサービスや施策等による支援策との機能や役割の違いについての整理

等も重要であり、今後、具体的な仕組みを検討すべきである。

障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて
～令和４年６月１３日 社会保障審議会障害者部会報告書 （Ⅲ各論点について 「３．障害者の就労支援」）～

－　　－59



①︓平成30〜令和2年度間で「⼊職時、就労後の環境に段階的に慣れていけるように、企業等で働きながらサービスを利⽤した者」を受け⼊れ
ている就労系障害福祉サービス事業所（175か所）の状況
②③︓①の事業所のうち、直近で受け⼊れている最⼤５名までの個々の利⽤者（348⼈）の状況

一時利⽤（入職時）の実態

令和３年度障害者総合福祉推進事業「就労系福祉サービスにおける⽀援の質の向上に関する調査研究」※全国の就労移⾏⽀援、就労継続⽀援A型・B型の5,352事業所が回答（回
収率25.5%）

② 利 ⽤ 者 像

① 受 入 事 業 所

• 有期雇⽤、週20時間以下の短時間勤務などの一般就労で、⽣活リ
ズムの安定・体調管理の面で継続してサポートが必要な者等
※トライアル雇⽤中の施設外⽀援も一部含まれている。

• 精神障害（57.8%）、若年者（30代以下59.7%）が多い

③ ⽀ 援 内 容

• 個別相談（74.9%）、関係機関との調整（62.9%）、⽣産活動の
機会の提供（62.9%）の実施率が⾼い。

• 他の一時利⽤に⽐して、ストレス対処や対⼈スキル向上
（50.9%）、企業との調整（42.3%）の実施率が⾼い。

• 就労継続⽀援Ｂ型での受⼊実績が多いが、1か所当たりの平均⼈数は、
就労移⾏⽀援が多い。

• 早期離職のリスクがある⽅に対して、継続的に⽀援を⾏う
ことで、離職の防⽌につながる。

• 20時間未満の短時間等の勤務条件の⽅に、慣れた事業所
が⽀援をすることで、⽣活リズムやメンタル面での安定が
図れる。

主 な ⽀ 援 効 果

• 通常の定着⽀援と異なる⽀援が必要か明確な基準がない。
• ⽣活リズムの安定を主目的とすると、⽀援が⻑期化する他、

依存⼼を助⻑する面もあり、利⽤終了のタイミングの⾒極
めが難しい。

主 な ⽀ 援 課 題

74 23 124

0 50 100 150 200 250

1

系列1 系列2 系列3

※実施率が他の多様な利⽤者タイプを含む全体より、 ︓＋10%、 ︓＋5%、 ︓－5%、 ︓－10%

※多機能型事業所は複数カウント

（件）

※各事業所の受⼊⼈数（ｳｪｲﾄ平均）

受入れ者数（ｳｪｲﾄ平均）（人）

就労移行支援 2.65

就労継続支援Ａ型 2.30

就労継続支援Ｂ型 1.82

令和４年４月８日
社会保障審議会障害者部会 資料１

一般就労中の企業における⽀援と就労系障害福祉サービスの一時的な利⽤によ
る⽀援の連携による効果①

一般就労への円滑な移⾏のための就労系障害福祉サービスの一時的な利⽤

就労系サービス
利⽤

一時利⽤

6ヶ月間の
定着⽀援

就労定着
⽀援

時 間 を 掛 け た 段 階 的 な 就 労 時 間 の 延 ⻑

円 滑 な 時 間 延 ⻑ に 向 け た ⽀ 援 の 継 続

就 職 先 の 企 業 や 就 労 ⽀ 援 機 関 と の 連 携 に よ る
よ り 的 確 な 定 着 ⽀ 援

一時利⽤を活⽤する事例のイメージ
• 例（精神障害）︓体調の波があり、短時間からの勤務開始を希望している。また、不安・緊張が強く、⾃宅で過ごすとリズムを崩し

かねないため、週10時間程度の短時間勤務と就労系障害福祉サービスを一時的に並⾏利⽤し、時間を掛けて集中⼒や持続⼒の状況を
踏まえて、作業の内容や時間を調整し、段階的に勤務時間を⻑くすることが必要。

相 談 を 中 ⼼ と し た 定 着 ⽀ 援 に 移 ⾏

勤務と並⾏して慣れた事業所の利⽤を継続することで、⽣活
リズムを維持したまま、段階的に企業での勤務時間の増加を
図ることが可能に。

併せて、安定した勤務に向けて、必要な訓練や⽀援を受けら
れるようになる。

例︓職場での対⼈関係の取り⽅、就職先での体調・ストレス管理の実践
⽅法
※ 利⽤頻度・時間について、過度に負担にならぬよう、適宜調整。

週2日（⼜は1日2・3時間）程度から、段階的に時間を掛け
て勤務時間を増加

これまでの⽀援を踏まえて、状態の変化等が早急に把握さ
れやすくなり、必要に応じて就職先の企業や就労⽀援機関
等と連携して、合理的配慮の内容等についての調整が受け
やすくなるなど、定着⽀援にもつながる。

一 時 利 ⽤ に よ り 期 待 さ れ る 効 果

就職

一 定 期 間 継 続 し た 定 着 ⽀ 援 に 移 ⾏

職場訪問等を通じて、職業⽣活上の相談等を継続し、⽣活
面の課題に対処できるよう⽀援を一定期間受けられる。

職場訪問や終業後の通所等を通じて、職業⽣活上の相談等
を引き続き受けることが可能。

引き続き、必要に応じて就職先の企業や就労⽀援機関等と
連携して、合理的配慮の内容等についての調整を受けるこ
とで、的確な定着⽀援につながる。

• 勤務時間の延⻑に向けて、通所を継続することで、⽣活
リズムの維持や、段階的な負荷設定と必要な訓練、職場
内での適切な配慮を受けることが可能となる

→勤務時間・日数の円滑な増加、定着状況の安定・改善
• 利⽤者の意向や企業等の状況に合わせた働き⽅で、一般

就労を始めることができる

イ メ ー ジ

令和４年６月１３日
社会保障審議会障害者部会 参考資料１

一時利⽤を活⽤する事例のイメージ
本⼈が復職を希望し、企業・かかりつけ医も復職を前提としたサービス利⽤を受けることが適当と判断している休職中の障害者※
※地域の医療機関や就労⽀援機関等が実施する復職⽀援が活⽤困難な場合
• 例１（精神障害）︓かかりつけ医から復職に向けた訓練は許可されたものの、⽣活リズムにはまだ波があり、継続した通勤や終日の

作業遂⾏に不安があるため、段階的な慣らしが必要。
• 例２（⾼次脳機能障害）︓就業中に受障して休職中。復職に向けて、復職後の業務遂⾏に向けた訓練や、⾃身の障害特性を踏まえた

必要な対処の練習が必要（例︓メモの取り⽅、確認の励⾏等）。

一般就労中の企業における⽀援と就労系障害福祉サービスの一時的な利⽤によ
る⽀援の連携による効果②

休職からの円滑な復職のための就労系障害福祉サービスの一時的な利⽤

一時利⽤

療養

企 業 、 産 業 医 、 か か り つ け 医 と の 連 携

⽣ 活 リ ズ ム の 確 ⽴ 、 体 ⼒ ・ 集 中 ⼒ の 向 上

相 談 を 中 ⼼ と し た 定 着 ⽀ 援 に 移 ⾏

職場訪問や終業後の通所等を通じて、職業⽣活上の相談等
を引き続き受けることも可能。

段階的に通所頻度を増やし、復職に必要な⽣活リズムを確
⽴すると共に、⽣産活動の機会を活⽤する等して、体⼒や
集中⼒の向上や、復職後の職務に向けた訓練を受けること
が可能に。

進捗状況を共有するなど、事業所が企業、産業医、かかり
つけ医と連携を図ることで、企業における復職プロセスに
沿った対応が可能に。

• 段階的な通所や⽣産活動の機会を通じて、⽣活リズムの確
⽴や作業面での調整が図られ、円滑な職場復帰の促進に繋
がる。

一 時 利 ⽤ に よ り 期 待 さ れ る 効 果

就業中

休職

復職 6ヶ月間の
定着⽀援

イ メ ー ジ

令和４年６月１３日
社会保障審議会障害者部会 参考資料１

就労系障害福祉サービスの利⽤段階から
一般就労への移⾏、定着段階における⽀援策のイメージ

今後可能
とする
⽀援策
（案）

現⾏の
⽀援策

訓 練 等 に よ る
就 労 能 ⼒ の

向 上 等

• 継続通所により⽣活リズムを維持し、時間延⻑を容易に
• 対⼈面やストレス対処面での実践方法の訓練

訓 練 等 に よ る 課 題 解 決

• リアルタイムな状況を踏まえて、時間延⻑を調整
• 変化に早期に気づき、企業や就労⽀援機関等と調整

企 業 等 と の 調 整

• 職場の悩み、安定出勤、体調維持等に対してタイムリーな
助言、不安の解消

⽣ 活 面 等 の 相 談

１〜２週に１回程度

• 職場での状況確認、関
係機関との連絡調整し
ながら、時間延⻑後の
変化を注視

企 業 等 と の 調 整

⽣ 活 面 等 の 相 談
改善点①
定着⽀援のみでは対応し難い、
訓練等による課題解決が並⾏し
て実施できる。 （継続通所機
会、実践⽅法の練習等）

改善点②
リアルタイムに把握した状
況を踏まえて時間延⻑の調
整をし、課題発⽣時にはタ
イムリーな対応が可能に。

月に１回程度

• 職場の状況を踏まえた時間延⻑の助言、合理的配慮についての企業との調整
企 業 と の 調 整 等 の 協 ⼒ 等

• 体調の変化を注視しな
がら、体調の⾃⼰管理
を助言

• 不調の際に、対処につ
いて助言

⽣ 活 面 等 の 相 談

通常利⽤

一時利⽤
同一事業所による

定着⽀援（６ヶ月間）
就労定着⽀援
（最⼤３年間）

• 職場での悩み、体調の
安定に向けて随時助言

現状は原則として利⽤が認められておらず、
同一事業所が６ヶ月の定着⽀援を実施

週1~３日程度

ジョブコーチ⽀援 （１〜８ヶ月間程度）

障害者就業・⽣活⽀援センター

週４~５
日程度

• 職場環境を踏まえたストレス対処⽅法の検討、豊富な⽀援経験から随時助言
⽣ 活 面 等 の 相 談

• 職場訪問により本⼈の
体調変化の際の対処方
法を助言

• 不調の際に、企業、医
療機関等と負荷の軽減
に向けて情報共有

企 業 等 と の 調 整

• 時間延⻑に併せた職域拡⼤の⽀援

• 必要に応じて⽀援⽅法の助言

特
に
必
要
と
認

め
ら
れ
る
場
合職場定着に

関する
雇⽤施策

企業等で
の

雇⽤開始
新

※運営基準により、一般就労への移
⾏後における職場への定着のための
⽀援の継続が求められている。

令和４年６月１３日
社会保障審議会障害者部会 参考資料１

① 就労移⾏⽀援における基本報酬の算定に係る実績（「就労定着率」）の算定方法の⾒直し 等
○ 一般就労の⾼い移⾏実績を実現する事業所について、基本報酬において更に評価。
○ 「就労定着率」は、標準利⽤期間が２年間であることを踏まえ、直近２か年度の実績により算定するものとする。
○ 就労⽀援員について、同一法⼈内の就労継続⽀援事業所や就労定着⽀援事業所等との就労⽀援ノウハウの共有や⼈材利活⽤の観点から、常勤要件を緩

和し、常勤換算による配置を可能とする。

② 就労定着⽀援における基本報酬の⽀給要件（「利⽤者との対面による１月１回（以上）の⽀援」）の⾒直し 等
○ 経営の実態等を踏まえ、基本報酬の⾒直しを実施。
○ ⽀給要件については、⽀援内容が多岐にわたり、個別性が⾼いものであること等を踏まえ、特定の⽀援内容を要件とするのではなく、どのような⽀援

を実施したか等をまとめた「⽀援レポート」を本⼈その他必要な関係者と共有することを要件とする。
○ 実績に応じて設定する基本報酬の区分について、よりきめ細かく実績を反映するため、その範囲（｢就労定着率９割以上｣等）を⾒直す。

③ 就労継続⽀援Ａ型における基本報酬の算定に係る実績（「１⽇の平均労働時間」）の⾒直し 等
○ 基本報酬の算定に係る実績について、「労働時間」､「⽣産活動」､「多様な働き⽅」､「⽀援⼒向上」及び「地域連携活動」の５つの観点から成る各評

価項目の総合評価をもって実績とする⽅式（スコア⽅式）に⾒直す。
○ スコア⽅式による評価内容について、事業所ホームページ等による公表を義務づけるとともに、未公表の事業所は報酬上減算する。

④ 就労継続⽀援Ｂ型における基本報酬の報酬体系の類型化 等
○ 基本報酬について、⼯賃向上とともに、地域における多様な就労⽀援ニーズに対応する等の観点から、「平均⼯賃月額」に応じて評価する体系に加え、

「利⽤者の⽣産活動等への参加等を⽀援したこと」をもって一律に評価する体系を新たに設ける。
○ 「平均⼯賃月額」に応じて評価する体系においては、⼯賃向上をより実現していくため、⾼⼯賃事業所の基本報酬を更に評価する。
○ 「利⽤者の⽣産活動等への参加等を⽀援したこと」をもって一律に評価する体系においては、
・ 利⽤者の多様な働く意欲に応えつつ、就労を通じた地域での活躍の場を広げる取組として、就労の機会の提供や⽣産活動の実施に当たり、地域や地域

住⺠と協働した取組を実施する事業所を評価する地域協働加算を創設する。
・ 地域⽣活や就労を続ける上での不安の解消、⽣産活動の実施に向けた意欲の向上などへの⽀援を充実させるため、ピアサポートによる⽀援を実施する

事業所に対して新たに報酬上の評価をするピアサポート実施加算を創設する。

⑤ 就労継続⽀援から一般就労への移⾏に対する更なる評価の設定 等
○ 就労移⾏⽀援体制加算の更なる評価を実施する。また、更なる評価は、基本報酬の区分に応じてメリハリのあるものとする。さらに、就労継続⽀援か

ら就労移⾏⽀援への移⾏についても一定の評価を新たに実施する（就労移⾏連携加算の創設）。
○ 一般就労への移⾏促進を⾒込み、就労継続⽀援の福祉専門職員配置等加算における有資格者として作業療法⼠を新たに評価する。

⑥ 一般就労への移⾏や工賃向上等の更なる促進に向けた施設外就労加算の発展的な⾒直し
○ 施設外就労加算を廃⽌・再編し、一般就労への⾼い移⾏実績や⾼⼯賃を実現する事業所、地域連携の取組への評価に組み替える。

⑦ 就労移⾏⽀援及び就労継続⽀援における在宅でのサービス利⽤に係る要件の緩和
○ 在宅でのサービス利⽤について、新たな⽣活様式の定着を⾒据え、本⼈の希望や特性を踏まえつつ、更に促進するため、令和２年度に限って新型コロ

ナウイルス感染症への対応として臨時的に要件緩和した取扱いを、令和３年度以降は常時の取扱いとする。

⑧ 基本報酬の算定に係る実績の取扱いに関する新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた柔軟な取扱い
○ 令和３年度の報酬算定に係る実績の算出については、令和元年度⼜は令和２年度の実績を⽤いないことも可能（就労継続⽀援は平成30年度実績を⽤い

ることも可能）とする。

令和３年度 就労系福祉サービスの報酬改定の概要 障害者の活躍する場の広がり

就労継続支援Ａ型事業所の事例

（事例１）観光と福祉の連携
【株式会社アソシア（沖縄県）】

当該事業所では、施設外就労として地域のリゾートホ
テルの客室清掃業務を行っている。
 障害特性に応じた作業のレクチャー、体調に応じ

たシフト作成により、約１２人の障害者が働いてお
り、国内外から訪れる観光客に快適な客室を提供
する。

 人材不足に悩む観光産業と、働く場を求める障害
者施設を行政が結びつけて始まったプロジェクト。

○ 障害者が地域の人手不足が深刻な産業や、高齢化に悩む地域を支えている事例が地域で産ま
れている。

○ 様々な業界、分野と連携し、障害者が活躍する場が広がっている。

（事例２）観光・農業・福祉の連携
【一般社団法人日々木の森農園カフェ日々木（青森県）】

当該事業所では、築60年以上の古民家を活かしたカ
フェで地元農家と連携したランチを提供している。
 地元の十和田の観光立地も活かして観光業者と

連携して、団体旅行客や外国人観光客も来店する
人気のカフェ。

 地元農家との連携により、野菜ソムリエがコーディ
ネートしたランチを提供。ブルーベリー等の農園作
業、ジャム等の製造販売も行う。

－　　－60



（事例１）障害者が高齢者を支える事例
【社会福祉法人ドリームヴィ ヴィ長屋（東京都）】
 当該事業所は、首都圏にある老朽化の進んだ大規

模団地の一角でカフェレストランを運営。身体に優
しい栄養バランスのよい定食や、和洋スイーツを提
供。

 この地域は高齢化率５０％以上と高い。団地内に
ある商店街の殆どは閉店し、公共交通機関の利用
も不便なため孤立しがちな高齢住民にとって、当該
事業所は憩いの場となっている。

 主に知的障害のある利用者約２０人は、カフェでの
作業以外にも、外出が難しい高齢者宅への夕食の
配食＆見守り（配達当日と翌日の容器回収の2回、
対面により安否を確認）サービスを行っている。

 地域包括支援センターや社会福祉協議会とも連携
し、地域活性のための新しい街づくりを進める。

就労継続支援Ｂ型事業所の事例

（事例２）
【社会福祉法人池田博愛会 セルプ箸蔵（徳島県）】

 障害のある方、約６０人が働く当該事業所では、弁
当やパンを製造販売し、学校給食としても提供して
いる。喫茶室も運営し、地域住民との交流の場に
なっている。

 さらに、事業所で製造した商品や、近隣の商店から
調達した食料品や生活用品を、注文に応じて山間
部の高齢者へ定期的に宅配し、同時に高齢者を見
守り、話し相手となることで地域を支えている。

 地元の民間企業とともに、見守り協力機関として自
治体と協定を結んでおり、一人暮らしの高齢者を守
る活動の充実強化にも寄与している。

農業と福祉の連携事例

就労継続支援Ａ型事業所の事例

○ 障害者就労施設が、有機農業によって付加価値の高い農作物を生産し、また、加工・販売まで
手掛けること（６次産業化）によって、高い工賃（賃金）を実現している事例もある。

○ また、農業分野には、多様な作業があることから、障害者の特性に応じた仕事を開発することに
より、より多くの障害者の雇用・就労につながる。また、地域の農家ともつながることにより、地域活
性化や地方創生にも資する事例もでてきている。

＜事例１＞ （社福）進和学園（神奈川県）
 法人内で生産する農産物を基盤に、県内農産品を

加工･販売することにより、障害者の働く場を広げ、
地域の農業を活性化。地元農家や農協、行政とネッ
トワークを構築し、地域全体で連携して取組む。

 A型利用者約２０人のうち、一部（※）が、地元の野菜
や果実からジュースやジャムを製造し、販売する。

※農業以外に自動車部品組立作業も行っている。

＜事例２＞ (株)九神ファームめむろ（北海道）
 就労継続支援Ａ型事業所として、農業と加工作業

を組合せて通年の作業を確保。２０人の利用者が、
主にジャガイモの生産と加工を行い、総菜チェーン
や地元の食堂に販売し、安定収益を上げている。

 Ａ型利用者から支援スタッフへのキャリアアップも
実現。

 地域の高齢者を積極的に雇用し、農業の経験や知
恵を伝承。高齢者の生きがい創出にもなっている。

就労継続支援Ｂ型事業所の事例

＜事例１＞ （社福）こころん（福島県）
 当事業所では、約３０品目の野菜を生産。同じ法人

で運営する養鶏場の鶏ふんを使った自家製堆肥に
よる土作りなども行い、農薬を使わない野菜作りを
行っている。

 直売店やネット通販、車による移動販売も行い、売
上げ確保に努めている。外出が困難な地域住民に
とって、買い物支援の役割も担っている。

 精神障害のある約３０人の利用者が、それぞれの
適性と体調を判断しつつ、就労に必要な体力、忍
耐力、チームワークを養いながら作業している。

 地元の農家から請負で作業を行う「施設外就労」に
取組むことで、地域の農業を支えている。

＜事例２＞ （社福）佛子園（石川県）

 当該事業所では、使われなくなった畑地を耕し、主
にカボチャとブドウ、他にもトマト、ピーマン、ブルー
ベリー等の少量多品種の野菜や果物を生産してい
る。ブドウの選定作業などは、地域の高齢者の協
力を得ている。

 農産物は、ＪＡの直売所や施設内の市場で販売し
ている。施設内の市場には地元の農家も出店し、
高齢化･過疎化が進む地域の農家にとって新たな
販路拡大、所得確保の機会にもなっている。

 約４０人の利用者の多くは知的障害者で、農業の
他に、法人内で製造するクラフトビールの瓶詰めや
ラベル貼り、レストランでの清掃、調理補助、接客
にも取り組む。

障害者雇用率制度について

障害者について、一般労働者と同じ水準において常用労働者となり得る機会を確保することとし、常用労

働者の数に対する割合（障害者雇用率）を設定し、事業主に障害者雇用率達成義務等を課すことにより、そ

れを保障するものである。

■ 民間企業における雇用率設定基準

対象障害者である常用労働者の数＋ 失業している対象障害者の数
障害者雇用率 ＝

常用労働者数 + 失業者数

※ 短時間労働者は、原則、１人を０．５人としてカウント。
※ 重度身体障害者、重度知的障害者は１人を２人としてカウント。短時間重度身体障害者、短時間重度知的障害者は１人としてカウント。

■ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率

一般の民間企業の障害者雇用率を下回らない率をもって定めることとされている。

（参考） 現行の障害者雇用率 （令和３年３月１日から）

＜国及び地方公共団体＞

国、地方公共団体 ＝ ２．６％

都道府県等の教育委員会 ＝ ２．５％

＜民間企業＞

民間企業 ＝ ２．３％

特殊法人等 ＝ ２．６％

法定雇⽤率の変遷

※ 昭和51年10月まで民間企業は努力義務。
※ （現業的機関）：郵政省、林野庁、大蔵省造幣局及び印刷局等の身体障害者が比較的従事しにくい作業を内容と

する職種が多い機関
（非現業的機関）：現業的機関以外

施行時期 国及び地方公共団体 民間企業 特殊法人

昭和35年７月
1960年

現業的機関 ：1.4％
非現業的機関：1.5％

現業的事業所 ：1.1％
非現業的事業所：1.3％

現業的事業所 ：1.3％
非現業的事業所：1.5％

昭和43年10月
1968年

現業的機関 ：1.6％
非現業的機関：1.7％

1.3％ 1.6％

昭和51年10月
1976年

現業的機関 ：1.8％
非現業的機関：1.9％

1.5％ 1.8％

昭和63年４月
1988年

現業的機関 ：1.9％
非現業的機関：2.0％

1.6％ 1.9％

平成10年７月
1998年

国及び地方公共団体：2.1％
教育委員会 ：2.0％

1.8％ 2.1％

平成25年４月
2013年

国及び地方公共団体：2.3％
教育委員会 ：2.2％

2.0％ 2.3％

平成30年４月
2018年

国及び地方公共団体：2.5％
教育委員会 ：2.4％

2.2％ 2.5％

令和３年３月
2021年

国及び地方公共団体：2.6％
教育委員会 ：2.5％

2.3％ 2.6％

障害者一人ひとりの特性に配慮した職業指導、職業紹介等の職業リハビリテーションを、医療・保健福祉・教育等の関係機関
の連携のもとに実施。

（１） 公共職業安定所（ハローワーク） 〔５４４カ所（平成25年度～）〕 （厚生労働省）

就職を希望する障害者の求職登録を行い（就職後のアフターケアまで一貫して利用）、専門職員や職業相談員がケースワーク方式により障害の種
類･程度に応じたきめ細かな職業相談・紹介、職場定着指導等を実施

（２） 地域障害者職業センター 〔各都道府県47所、5支所（昭和47年設置開始、昭和57年設置完了。支所は平成元年に設置。）〕 （（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構）

障害者に対して、職業評価、職業指導、職業準備訓練、職場適応援助等の専門的な職業リハビリテーション、事業主に対する雇用管理に関する助
言等を実施

（３） 障害者就業・生活支援センター (知事が指定した社会福祉法人、NPO等が運営） 〔３３８センター（令和４年４月～）〕
障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面及び生活面における一体的な相談支援を実施

平成28年度 令和３年度

新規求職申込件数 191,853件 223,985件 ＋ 16.7%

就職件数 93,229件 96,180件 ＋3.2%

平成28年度 令和３年度

障害者職業カウンセラー 316人 318人 ※R２:325人 ＋ 0.6%

利用者数 32,332 27,147 ※R２:26,326 △ 16.0%

職リハ計画作成件数 27,462 23,653 ※R２:22,586 △ 13.9%

利用事業所数 18,524所 20,472所 ※R２:15,766所 ＋ 10.5%

利用関係機関数 2,105機関 2,026機関 ※R２:1,810機関 △ 3.8%

平成28年度 令和３年度

設置箇所数 330箇所 336箇所 ※令和４年度338箇所 ＋ ６箇所

支援担当者数 1,167人 1,283人 ＋ 9.9%

支援対象者数（1センター当たり） 166,635人（505人） 210,199人（626人） ＋ 26.1%（＋ 24.0%）

就職件数（1センター当たり） 15,638件（47件） 15,832件（47件） ＋ 1.2%（± 0%）

主な地域の就労支援機関の概要
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ハローワークにおける障害者雇⽤の促進

○ ハローワークは、障害者雇⽤促進法に基づく職業リハビリテーション機関として、障害者に対する
専門的な職業相談・職業紹介や、就職後の定着⽀援等を⾏っている。

○ また、事業主に対しては、障害者雇⽤状況報告に基づく雇⽤率達成指導を⾏うとともに、各種助成⾦
制度も活⽤しながら、雇⼊れに向けた⽀援や、継続雇⽤の⽀援等を⾏っている。

○ いずれにおいても、地域の関係機関と連携し、必要に応じて⽀援チームを結成して取り組んでいる。

障 害 者
「⾃分の能⼒を発揮したい」
「必要な配慮を受けながら、

安⼼して働きたい」

労働局・ハローワーク
（全国47箇所・全国544箇所）

事 業 主
「障害者に活躍してもらいたい」

「ニーズに合った労働者を
採⽤したい」

【障害特性等に応じた専門的⽀援】
・身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、難病等のあ

る求職者に対し、専門知識・技術を持つ職員が担当者制
（ケースワーク⽅式）によりきめ細かく就職⽀援

【障害者向けチーム⽀援】
・障害者が利⽤している関係機関とチームを結成し、就職

から職場定着までの一貫した⽀援

【雇⽤率達成指導】
・障害者雇⽤状況報告に基づく雇⽤率達成指導、雇⼊れ計

画作成命令、雇⼊れ計画の適正実施勧告、企業名公表
【企業向けチーム⽀援】

・障害者雇⽤の経験・ノウハウが不⾜している障害者雇⽤
ゼロ企業等に対し、関係機関とチームを結成し、雇⼊れ
準備から採⽤後の定着⽀援までの一貫した⽀援

【各種助成⾦制度】
・障害者の雇⼊れや試⾏的な雇⽤を⾏った事業主への助成
・障害者の職場定着のための措置を⾏った事業主への助成

【認定制度】
・障害者雇⽤に関する取組が優良な中⼩事業主を厚⽣労働

⼤⾂が認定
【精神・発達障害者しごとサポーター養成講座】

・精神・発達障害者の同僚・上司等に対し、障害について
の基礎知識や必要な配慮などを学べる講座を実施

地域の関係機関
（地域障害者職業センター、障害者

就業・⽣活⽀援センター、⾃治体 等）
担当者制によるきめ細かな就職⽀援

≪ハローワークの紹介状況≫
（令和３年度）

新規求職申込件数︓223,985件
就職件数︓96,180件

≪⺠間企業の障害者雇⽤状況≫
（令和３年６月１日）

雇⽤障害者数︓59.8万⼈
実雇⽤率︓2.20％

雇⽤率達成指導・雇入れ⽀援 等

連携

・職業紹介
・就職面接会
・就職説明会

マッチング⽀援

○ 職業評価
就職の希望などを把握した上で、職業能力等を評価し、それらを基に就職して職場に適応するために必要な支援内容・方法等を

含む、個人の状況に応じた職業リハビリテーション計画を策定。（利用者数：27,147人）

○ 職業準備支援
ハローワークにおける職業紹介、ジョブコーチ支援等の就職に向かう次の段階に着実に移行させるため、センター内での作業体

験、職業準備講習、社会生活技能訓練を通じて、基本的な労働習慣の体得、作業遂行力や職業能力の向上、コミュニケーション能
力・対人対応力の向上を支援。（支援対象者数：2,102人、就職率：72.1%）

○ 職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業
障害者の円滑な就職及び職場適応を図るため、事業所にジョブコーチを派遣し、障害者及び事業主に対して、雇用の前後を通じ

て障害特性を踏まえた直接的、専門的な援助を実施。（支援対象者数：2,746人、職場定着率：90.5％）

○ 精神障害者総合雇用支援
精神障害者及び事業主に対して、主治医等の医療関係者との連携の下、精神障害者の新規雇入れ、職場復帰、雇用継続のた

めの様々な支援ニーズに対して、専門的・総合的な支援を実施。（職場復帰支援対象者数：2,169人、復職率：87.7%）

○ 事業主に対する相談・援助
事業主に対して、障害者の従事しやすい職務の設計、わかりやすい指導の方法などを、雇入れの段階から定着に至るまで一貫し

て実施。（支援対象事業所数：20,472事業所）

○ 地域の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する助言・援助等の実施
障害者就業・生活支援センターその他の関係機関や事業主に対し、職業リハビリテーションに関する助言・援助を行うほか、関係

機関の職員等の知識・技術等の向上に資するため、マニュアルの作成や研修等を実施。
（助言・援助実施関係機関における障害者就業・生活支援センター及び就労移行支援事業所の数：2,132機関）

地域障害者職業センターの概要

○ 地域障害者職業センターは、公共職業安定所等の地域の就労支援機関との密接な連携のもと、障害者に対する専門

的な職業リハビリテーションを提供する施設として、全国４７都道府県（ほか支所５か所）に設置。

○ 障害者一人ひとりのニーズに応じて、職業評価、職業指導、職業準備訓練及び職場適応援助等の各種の職業リハビリ
テーションを実施するとともに、事業主に対して、雇用管理に関する専門的な助言その他の支援を実施。また、地域の関
係機関に対して、職業リハビリテーションに関する助言・援助等を実施。

※全て令和3年度実績

障害者の身近な地域において就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う
「障害者就業・生活支援センター」を設置（令和４年４月現在 338センター）

障害のある方

相談

地域障害者

職業センター

専門的支援
の依頼

生活支援
（生活支援担当者1名）

就業支援
（就業支援担当者2～7名）

ハローワーク

事業主

職場適応支援

求職活動支援

特別支援学校
連携

保健所
保健サービスの

利用調整

福祉事務所
福祉サービスの

利用調整

医療機関

医療面の相談

○ 関係機関と

の連絡調整

○ 日常生活・

地域生活に関

する助言

○ 就業に関す

る相談支援

○ 障害特性を踏

まえた雇用管理

に関する助言

○ 関係機関と

の連絡調整

一

体

的

な

支

援

自立・安定した職業生活の実現

技術的支援

就労移行支援
事業者等基礎訓練の

あっせん

対象者の送り
出し

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要
とする障害のある方に対し、センター窓口で
の相談や職場・家庭訪問等を実施します。

＜就業面での支援＞

○ 就業に関する相談支援
・ 就職に向けた準備支援（職業準備訓練、

職場実習のあっせん）
・ 障害者の特性、能力に合った職務の選定
・ 就職活動の支援
・ 職場定着に向けた支援

○ 障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ
た雇用管理についての事業所に対する助言

○ 関係機関との連絡調整

＜生活面での支援＞

○ 日常生活・地域生活に関する助言
・ 生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等

の日常生活の自己管理に関する助言
・ 住居、年金、余暇活動など地域生活、生

活設計に関する助言

○ 関係機関との連絡調整

業務内容雇⽤と福祉のネットワーク

【令和３年度実績】
⽀援対象障害者数︓ 210,199⼈
相談・⽀援件数︓ ⽀援対象障害者 1,291,475件 事業所 450,831件
就職件数（一般事業所）︓ 15,832件 就職率︓ 78.0％
定着率（１年）︓ 81.4％

障害者就業・生活支援センターの概要 センターの設置状況（都道府県別）
令和４年４月現在

中⾼年齢層の障害者の雇⽤継続に取り組んだ職場改善好事例
中⾼年齢層の障害者についても、勤務時間の変更や、職務内容の⾒直し、サポート体制の整備等を⾏うことにより、
安定した就業を継続している例がある。

 個別の体調などに配慮した柔軟な勤務時間の設定
や⾝体的負荷の低い職務への変更を実施。

 障害者職業生活相談員とジョブコーチとの連携・情
報シートによる体調管理などで職場定着を⽀援。

課題（事例①）
 採用後、腎不全を発症し、透析治療が必要となった。
 年齢とともにスピーディな作業が負担になり、また体調

を崩すことが増えてきた。

具体的な対応策
 フルタイム勤務から短時間勤務に変更することで、週

３⽇の透析治療を確実に⾏えるようになり、安⼼して
勤務できるようになった。

 正確性、迅速性が求められる点検業務から、仕分け
業務（比較的自分のペースで作業ができる、複数の
作業工程があるため負担の少ない業務に特化できる、
複数の社員で作業を分担しているためスムーズにサ
ポートができる）に配置転換し、負担を軽減した。

 本⼈の障害情報、雇用状況等をまとめた情報シート
を作成し、職場の上司、相談員・ジョブコーチ間で体
調変化、健康上の留意点等の情報を共有するなど、
健康状態へのフォロー体制を強化した。

有限会社 キホク
• 所在地︓愛媛県松山市
• 雇用障害者数︓７⼈
• 業種︓生活関連サービス業
• 事業内容︓飲食店・ホテルなどへのおしぼりのレンタル

紙おしぼりの販売

旭電器工業 株式会社
• 所在地︓三重県津市
• 雇用障害者数︓13⼈
• 業種︓製造業
• 事業内容︓電気機器配線器具・防災機器・産業用ス

イッチ・コネクタ・⾞載用部品などの生産

 脳出血による後遺症に配慮した配置転換、短時間勤
務からの段階的職場復帰など、障害や体⼒に応じた
配慮により、継続雇用を推進。

課題（事例②）
 左上下肢機能の低下のため、作業精度・作業ペース

に課題があり、グループ作業では周囲と差が発生するこ
とから、精神的負担となっていた。

 脳出血による休職から職場復帰するにあたり、疾病と
加齢による体⼒低下に配慮する必要があった。

具体的な対応策
 商品の包装作業を担当していたが、商品をまっすぐ包

装機械に⼊れることが難しいため、多少のズレがあって
もきれいに包装できる機械に変更し、作業精度⾯の
課題を低減した。

 単独で作業を⾏う部署への配置転換により、自分の
ペースで安定して作業を進めることができ、周囲を気に
せず、落ち着いて作業できるようになった。

 短時間勤務を導入し、本⼈の様子をこまめに確認しな
がら段階的に職場復帰を進めた結果、円滑に通常勤
務に移⾏することができた

 高齢社員の継続雇用に向け配置転換を⾏い、ジョブ
コーチのサポートにより作業工程を細分化、⾒える化。

課題（事例③）
 加齢による体⼒の低下などにより、製造現場での作業

継続は難しいと判断し、配置転換して軽作業に変更し
たが、新たな作業の理解と定着に時間がかかっていた。

 一⼈作業のため、相談できる相手がおらず報告・連絡・
相談をタイミングよくできていなかった。

具体的な対応策
 各部門で⾏っていた定型作業を洗い出し、清掃と機密

書類のシュレッダー作業を新たに選定した。
 作業の具体的な手順が定まっていなかったため、自己

流で作業を進めることがあった。そこで、作業工程を細
分化、マニュアル化し、作業手順を明確にすることで、ミ
スがなくなるなど、作業精度が向上した。

 同僚（障害者）と２人⼀組で作業する体制に変更
し、同僚や上司に相談できるようチームでサポートしなが
ら、何かあったら報告できるよう体制を整えた。

出典『中高年齢層の障害者のある⽅の雇用継続に取り組んだ職場改善好事例（令和元年度、JEED』

(株)シーエックスカーゴ 桶川流通セン
ター
• 所在地︓埼玉県桶川市
• 雇用障害者数︓28⼈
• 業種︓一般貨物自動⾞運送業
• 事業内容︓倉庫業、物流企画、商品管理、事業開発

不動産賃貸、管理業務

• 社員の課題に合った⽀援機関へ⽀援を依頼し、ケア会議を⾏った。家族の学習会で、⽀援機関の最新の情報を提供した。
• 年１回、家族、⽀援機関が参加する保護者会を開催したほか⽀援機関と連携し生活⾯のサポートを⾏った

• 病気、休暇への対応に備え、一⼈一⼈が複数の作業に対応できるよう⼈材育成を⾏った
• １⽇のスケジュールの⾒直し後、チェックシート、タイマーの活用とペア体制の整備で確実な業務遂⾏を⽀援した

• 勉強会の機会に評価シートを活用して自己評価を⾏いやすくする工夫を実施した
• 従業員の健康増進のためのヘルスキーパーを活用して、疲労回復をうながした

• 年々変化する作業状況を同じ視点で把握するための「アセスメントシート」を作成した
• サポートスタッフが業務⾯、健康⾯、生活⾯で気づいたこと、本⼈からの相談の内容をケース記録にまとめサポートスタッフ間で共有した

• 周囲の同僚による⽇常的⽀援のほか、上司、産業医、⽀援機関などのネットワークをつくり、勤務の安定化に向けて⽀援した。
• 本⼈の特性に合わせ、口頭指示だけでなく、手本を示して指導し、メモをとる⽅法に変えた

• 疾病の後遺症に配慮し、自分のペースでできる作業に変更し、また使用する機械を変更することで、正確な作業を⾏いやすくした。
• 「社内留学」制度を活用し、新たな職務を体験したところ、適性があることがわかり配置転換を⾏った。

• 傷病⽋勤・短時間勤務制度を体系的に整備して、個別の状況に応じた勤務時間の設定・延⻑が可能となった。
• 安⼼して通院できるよう、有給休暇とは別に定期通院休暇制度を導⼊したほか、フレキシブル勤務の活用によりラッシュを避けて通勤できるようにした。

① 勤務時間・休暇制度に関する改善

② 体⼒などの変化に応じた職務の⾒直し

③ 社内のサポート体制の整備、⽀援⽅法の⾒直し

④ 社員の状況や外部の⽀援機関に関する情報集約

中⾼年齢層の障害者の雇⽤継続のために各好事例事業所が取り組んだ内容

⑤ 勉強会の⼯夫や安全・健康に関する啓発活動、健康管理の仕組み作りの整備

⑥ 業務を⾏いやすくするための⼯夫

⑦ 家族、⽀援機関との連携

出典『中高年齢層の障害者のある⽅の雇用継続に取り組んだ職場改善好事例（令和元年度、JEED』
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中⾼年齢障害者の雇⽤に関する課題と⽀援について

出典︓「中⾼年齢障害者に対する職業⽣活再設計等に係る⽀援に関する調査研究」（（独）⾼齢・障害・求職者雇⽤⽀援機構, 2021年３月）

中⾼年齢障害者の雇⽤に関する課題

中⾼年齢障害者に対する⽀援のポイント

項目 度数

１ 本⼈の能⼒に応じた仕事内容の設定 ７

２ 視⼒が落ちた（視覚障害者の場合は重度化した） ６

３ 無理なく働ける勤務時間の設定 ４

４ 安全に時間通りに通勤を⾏うこと ３

５ 作業や仕事の処理速度 ２

その他９項目が同順位

項目 度数

１ 本⼈の能⼒に応じた仕事内容の設定 26
２ 運動機能が落ちた（肢体不⾃由の場合は重度化した） 23

３ 無理なく働ける勤務時間の設定 20
４ 歩⾏や交通機関を使⽤した場所の移動 18
５ 作業や仕事の処理速度 17

項目 度数

１ 適切なコミュニケーションを⾏い⼈間関係を維持すること ９

２ 指示や話の内容を理解すること ８

３ ⾃分の意思を伝えること ６

３ 本⼈の能⼒に応じた仕事内容の設定 ６

５ コミュニケーション機器（電話、ＦＡＸ、電子メール等）を使
⽤すること ５

５ 無理なく働ける勤務時間の設定 ５

項目 度数

１ 適切なコミュニケーションを⾏い⼈間関係を維持すること 20
２ ⾃分の意思を伝えること 19
３ 指示や話の内容を理解すること 18
４ 作業や仕事の処理速度 17
５ 基本的な読み・書き・計算・状況判断 14

項目 度数

１ 集中⼒ ５

２ 基本的な読み・書き・計算・状況判断 ４

２ 精神的ストレスへの対処 ４

２ 適切なコミュニケーションを⾏い⼈間関係を維持すること ４

５ 障害の状態が不安定である ３

その他６項目が同順位

項目 度数

１ 障害の状態が不安定である 31
２ 適切なコミュニケーションを⾏い⼈間関係を維持すること 30
３ 精神的ストレスへの対処 26
４ ⻑期休業した場合の職場復帰の対応 23
５ 指示や話の内容を理解すること 22

【視覚障害】 【聴覚障害】【肢体不⾃由】

【知的障害】 【精神障害】 【発達障害】

雇⽤している中⾼年齢障害者に対して何らかの配慮を⾏っている企業のうち、配慮を⾏っても課題が残存していると回答した企業は身体障害
者で２割程度、その他で４割超程度。障害種別ごとの残存している課題項目は以下のとおり（上位抜粋）。

※ 度数︓企業からの回答数（複数回答）
※ 中⾼年齢障害者の職業⽣活再設計に関する企業へのアンケート調査を実施（2020年４月１日〜５月８日）し、1,239社から回答を得た（回収率18%）。うち、

中⾼年齢（45歳以上）障害者を雇⽤する企業616社において、１つ以上配慮を実施していると回答した504社の回答を分析した。

ヒアリング調査等を踏まえ、中⾼年齢障害者に対する職業⽣活再設計等に係る⽀援のポイントを考察したところ、以下４点が明らかになった。
• 仕事に対するモチベーションの維持︓労働意欲の維持のための継続的な相談・対話 等
• 仕事内容の工夫の推進︓仕事内容の変更、本⼈の能⼒に応じた労働時間の設定、職務の変更を⾒据えた能⼒開発 等
• 健康管理の充実︓加齢を踏まえた健康管理、障害状況の変化等の可能性を踏まえたきめ細かい対応 等
• 外部機関の活⽤︓外部機関を積極的に活⽤することによる配慮の提供や課題の改善 等

• 中⾼年齢障害者の雇⽤に当たっては、職業的基礎能⼒や、精神的側面の⽀援に関する課題が⾒受けられる。
• ⽀援のポイントとして、仕事に対するモチベーションの維持、仕事内容の⼯夫の推進、健康管理の充実、外部機関

の活⽤があげられる。

中小企業におけるテレワークの事例

事例１

・ 企業情報：情報通信業、従業員５０名程度。

・ 働き方の形態：完全在宅勤務で身体障害者を雇用

・ 仕事内容：ヘルプデスク業務

・ 設■■備：Web会議ツールを常時接続

・ その他■：配属部署の社員を対象に、ダイバーシティについて理解を

深めるための研修や、雇用する障害者の障害特性を理解す

るセミナーを実施。

・ 企業情報：不動産業、従業員５０名以下。

・ 働き方の形態：完全在宅勤務で地方の精神障害者を雇用

・ 仕事内容：チラシに掲載する間取り図の作成、写真の補正、

ホームページへの物件情報の入力等

・ 設■■備：Web会議ツールを常時接続

・ 雇用管理：始業時に予定を共有し、終業時にその日の進捗を報告。

体調面については自己申告だが、

地元の就労支援機関と連携する体制を構築。

・ その他■：社員の障害者への理解促進のため、

在宅雇用導入企業の視察や研修を実施。

事例２

↑在宅勤務中の障害者が、会社に
いる労働者と打ち合わせ

→自室で仕事中の障害者

→３拠点（本社、オフィス、在宅勤務者の自宅）をつないだ打ち合わせ

ご静聴、有り難うございました︕

皆さまも、｢志は⾼く︕」
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